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私たちが住む三原市が市制施行 20 周年を迎えた今年、2050 年までのまちづ
くりの指針の総合計画を策定しました。「自然が豊か」、「日常生活が便利」、「価値
観を認め合える」、「出産・子育てがしやすい」、「やりがいをもって仕事ができる」、「市
内に活気があふれている」など、市民アンケートやワークショップ、団体へのヒア
リングでいただいたたくさんの想いを踏まえて、市民の皆さまが思い描く理想の三
原市の姿を描き、その実現のために今から取り組むべきことを示しています。

人口減少と少子・高齢化、気候変動と頻発化・激甚化する自然災害、不安定な国
際情勢など、私たちをとり巻く状況は変化し続けています。2050 年までにも様々
な変化が予想されますが、この計画に示す方向性を見失うことなく、変化する社会
や経済に柔軟に対応しながら、進歩する技術の活用、創意工夫、事業や投資の選択
と集中を行うことにより、市民の皆さまの穏やかな日常を守り、持続可能なまちづ
くりを進める所存です。

この計画を、市民、事業者、団体、行政、三原市に関わる全員で共有し、安心と
幸せを感じながら自分らしく生活できるまちを、力を合わせて一緒に創りましょう。

　令和７(2025)年３月

はじめに

三原市長
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2

三原市は、平成 17(2005)年３月 22 日に旧三原市・本郷町・久井町・大和町の１市３町 
の新設合併により誕生しました。平成 27(2015)年３月に『行きたい 住みたい つながりた
い 世界へはばたく 瀬戸内元気都市みはら』を将来像とする長期総合計画を策定し、市民、事
業者、団体、行政など、三原市に関わる全ての人が協働*し、オール三原での実現をめざして、
様々な施策に取り組んできました。

このたび、現行の長期総合計画の計画期間が令和６(2024)年度に終了するに当たり、令和
32(2050)年の “ めざすべきまちの姿 ” を描き、その実現に向けた取組の指針を示す、新し
い長期総合計画を策定します。

人口減少や少子高齢化、多様性の尊重、国際化の進展など、社会全体が急激なスピードで変
化しており、それに伴う市民ニーズも多様化し、地域課題も従来の手法だけでは解決が難しい
状況が顕在化しています。そのような先行きの見通しが困難な状況の中ですが、“ めざすべき
まちの姿 ” を市民と共有し、将来のあるべき姿から今すべきことに想いを巡らせていきます。

三原市に関わる全ての人が、現在や過去、様々な制約にとらわれることなく、前向きにチャ
レンジするきっかけになり、将来の三原市での充実した生活がイメージできる指針となるよう、
この計画を策定します。

2	 構成と期間
長期総合計画は、「基本構想」と「基本計画」で構成します。

（1） 基本構想
「基本構想」は、三原市のまちづくりの最高理念であり、市の将来像と基本目標を示すも

のです。計画期間は、令和７(2025)年度から令和 32(2050)年度までの 26 年間とします。
（2） 基本計画

「基本計画」は、基本構想を実現するための施策の基本的方向と体系を示すものです。計
画期間は、令和７(2025)年度から令和 16(2034)年度までの 10 年間とします。その後、
見直しを行った上で、改めて 10 年間の計画を立てる予定です。

第１章	 長期総合計画の概要
1	 策定の背景と目的

図表　■長期総合計画の構成と期間■

令和７年度
（2025年度）

令和 16年度
（2034年度）

令和 17年度
（2035年度）

令和 32年度
（2050年度）

［基本構想］
26 年間

［基本計画］
10 年間

［基本計画］
見直し後 10年間

将
来
像
と

基
本
目
標

施
策
の
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（1） 沿革
飛鳥時代（今から 1300 年以上前）に近畿と九州を結ぶ古代山陽道が整備されました。
平安時代には、楽音寺、善根寺に伝わる仏像など、今に残る歴史資源が創設されました。
鎌倉時代から戦国時代にかけては、小早川氏が台頭し、小早川氏ゆかりの佛通寺、棲眞寺

が創建されたほか、椋梨城や高山城、新高山城、「浮城」とも呼ばれた三原城が築城されました。
江戸時代には、広島藩の領内となり、三原城内を西国街道が通るという珍しい姿で、三原

地域が城下町として繁栄しました。また、新田開発や技術向上により、農業が発達しました。
明治時代以降は、繊維・機械産業などの大手企業の工場立地により、三原地域が近代工業

都市として発展し、本郷・久井・大和地域は米作が盛んに行われてきました。
そして、平成 17(2005)年３月、様々な歴史や多くの地域資源を持つ１市３町が新設合

併し、新たな三原市として誕生しました。

（2） 地理的特性
三原市は、広島県の中央東部に位置しています。市域は東西約 29km、南北約 31km、

面積は約 471㎢で、県内 23 市町中９番目の広さです。地形は、瀬戸内海と山地に囲まれ
た帯状の平野が広がり、北部には丘陵状の平地が広がっています。また、瀬戸内海地域特有
の温暖で少雨な気候に恵まれています。

第２章	 三原市の現況
1	 三原市の状況

図表　■三原市の位置■

出典：「三原市都市計画マスタープラン（平成 17(2005)年策定）」 三原市
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（3） 人口
令和２(2020)年 10 月１日時点で、三原市の総人口は 90,573 人です。昭和 60(1985)

年以降、減少が続いています。一方、世帯数は増加傾向にあり、昭和 60(1985) 年と令和
２(2020)年の比較では、4,850 世帯増加しています。

（4） 経済・産業・暮らし
工業団地や産業団地に主に製造業の企業が立地し、経済と産業、産業活動に伴う雇用をリー

ドしています。交通面では、空港や新幹線の駅、港の交通拠点を有しています。

111,108111,108 110,524110,524 108,617108,617 106,229106,229 104,196104,196 100,509100,509 96,19496,194 90,57390,573

34,24134,241 35,74335,743 36,94636,946 38,43438,434 39,91839,918 40,24740,247 39,88839,888 39,09139,091

3.243.24
3.093.09

2.942.94
2.762.76

2.612.61
2.502.50 2.412.41

2.322.32

0.00
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2.00

2.50
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3.50

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

S60年
（1985年）

H2年
（1990年）

H7年
（1995年）

H12年
（2000年）

H17年
（2005年）

H22年
（2010年）

H27年
（2015年）

R2年
（2020年）

総人口（人） 世帯数 1世帯当たり人員

出典： �「令和 3(2021)年経済センサス活動調査結果」 総務省・経済産業省 
※構成比の数値は、百分率の小数点以下第２位を四捨五入しているため、各項目の合計が 100% とならない場合がある。

図表　■三原市の総人口・世帯数■

出典：「国勢調査結果（各年 10 月 1 日）」 総務省統計局

図表　■三原市の産業別従業者数（人）・事業所数（事業所）■

製造業
8,876 （22.9%）

医療・福祉
6,814 （17.6%）

卸売業、小売業
6,744 （17.4%）

宿泊業、飲食サービス業
2,801 （7.2%）

 サービス業
（他に分類されないもの）

2,608 （6.7%）

建設業
2,523 （6.5%）

運輸業、郵便業
2,066 （5.3%）

生活関連サービス業、娯楽業
1,273 （3.3%）

教育、学習支援業
1,090 （2.8%）

農林漁業
1,044 （2.7%）

その他
2,981 （7.7%）

令和3（2021）年6月1日現在
市内従業者数

38,820人

卸売業、小売業
959 （23.2%）

宿泊業、
飲食サービス業
458 （11.1%）

建設業 364 （8.8%）

医療・福祉
363 （8.8%）

生活関連サービス業、娯楽業
357 （8.7%）

サービス業
（他に分類されないもの）

339 （8.2％）

製造業
338 （8.2%）

不動産業、
物品賃貸業
328 （7.9％）

学術研究、
専門・技術サービス業

162 （3.9%）

運輸業、郵便業
139 （3.4%）

その他
319 （7.7%）

令和3（2021）年6月1日現在
市内事業所数
4,126事業所
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図表　■三原市の製造品出荷額*（億円）■

出典： 「工業統計調査結果」 広島県

出典： 「三原市シティプロモーションホームページ」
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（5） 財政
歳入決算額のうち、約６割は地方交付税などの依存財源*であり、自治体が自主的に収入

できる財源である市税などの自主財源*の比率は、約４割となっています。また、財源に余
裕があるかどうかを示す財政力指数*は、おおむね減少が続いています。

出典： 「令和 4 年度市町村普通会計決算カード」 三原市

図表　■三原市の令和 4(2022)年度普通会計歳入歳出決算の状況■

地方交付税

その他

地方譲与税

歳入決算額
542億4,152万9千円

依存財源*依存財源* 自主財源*自主財源*

市税
138億6,372万7千円

諸収入
25億2,392万8千円

使用料・分担金
15億6,867万円

財産収入
2億752万1千円

寄附金、繰入金、繰越金
41億913万円121億6,961万3千円

国庫支出金
97億3,960万5千円

市債
30億9,380万4千円

28億7,259万3千円

県支出金
35億7,140万9千円 5億2,152万9千円

41.1%41.1%58.9%58.9%

扶助費*

公債費*

維持補修費

補助費等

歳出決算額
525億7万5千円

39.9%39.9%
その他経費その他経費

47.4%47.4%
義務的経費義務的経費

12.7%12.7%
投資的経費投資的経費

人件費*
79億3,132万1千円

95億624万円

74億5,139万円

投資的経費
66億8,907万1千円

物件費*
66億4,160万円

6億5,628万7千円

62億6,798万7千円

その他
73億5,617万9千円

0.6160.616

0.6020.602
0.5960.596

0.5880.588 0.5860.586

0.5740.574

0.5630.563

0.5550.555

0.5450.545 0.5460.546

0.5
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図表　■三原市の財政力指数*■

出典： 「市町村普通会計決算カード（各年度）」 三原市
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2	 現行長期総合計画の総括
現行の長期総合計画の期間である平成 27(2015)年度から令和６(2024)年度までの間の、

本市のめざす方向についての状況は次のとおりです。

（1） 「令和７(2025)年時点で、人口９万人を維持する」の状況
令和４(2022)年２月に、維持の目標値としていた９万人を割りました。転出超過と出生

数の減少が続いたことが要因です。その要因の理由として、若い世代の人口の流出傾向を改
善できなかったことや、子を産み育てることに対する価値観の多様化などが挙げられ、平成
17(2005)年度から平成 26(2014)年度の 10 年間と比較して、減少のスピードが速まっ
ています。これらのことは全国的な動向ではありながらも、次期計画においても人口減少の
緩和について、分野を横断して対策を実行していく必要があります。

（2） �「令和７(2025)年時点の市民満足度を災害前の水準である 85% 以上に上昇させる」の 
状況（令和７(2025) 年度に実施予定の市民アンケート調査における「住み続けたいと感じる市民の割合」で計測）

住み続けたいと感じる市民の割合については、平成 30(2018)年の豪雨災害の直後に実
施した市民アンケート調査では 71.7%、令和３(2021)年度調査では 77.9%、直近の令
和５(2023)年度調査では 79.1% と上昇傾向ではありますが、若い世代ほど住み続けたい
と感じる意向の数値が低い結果になっています。その理由として挙がる「生活環境がよくな
い」「娯楽施設が少ない」「進学・転勤・就労のため」に対して、可能な限り有効な対策を実
行していく必要があります。

（3） めざすまちの方向に対する取組についての振り返り
基本目標として掲げるまちの状態を実現するために、各分野における施策を体系化し、そ

れに基づく事業や取組を実施してきました。個々の事業や取組においては、設定した達成度
を測る指標を満たし、着実な成果が見られるものもあります。一方で、それらの事業や取組
は、差し迫った課題に対するアクションの側面が大きく、その成果が基本目標として掲げる
まちの状態にどのように寄与したのかという評価が十分でなかった部分があります。今後は、
人口減少や少子高齢化、技術革新、持続可能性など、三原市を取り巻く時代の動向も踏まえ
ながら、将来の “ めざすべきまちの姿 ” をイメージした上で、先を見据えた施策の立案が求
められるとともに、その評価についても、直接的なアウトプットを指標として測るだけでな
く、“ めざすべきまちの姿 ” への貢献を意識した指標の設定が重要となります。
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３	 市民の想い
長期総合計画策定のために実施した市民アンケート調査（選択式）から見て取れる市民の想

いです。

（１）活力あるまち、安心して暮らせるまちへの期待

市民アンケート調査による「自身の幸福感」では、約７割の人が幸せを感じ、「住みやすさ」
では、約８割の人が住みやすさを感じていて、三原市での暮らしに対して一定程度の満足が見
て取れます。その一方で、「幸せでないと感じる理由」には「自身や家族の健康に不安を感じる」
や「若い人たちが住み続けたいと思えるような活気がまちにない」という回答が多くありまし
た。また、「住みやすさ」を感じるところとして、ほぼ全ての世代で「住み慣れている」の回
答が多く、そのほかには「静か、閑静、のどか、穏やか」「自然が豊か、海・山がある」「買物
の場所があり、日常生活が便利」の回答が多く見られました。反対に「住みにくさ」を感じる
ところとしては、ほぼ全ての世代で「娯楽やレジャーが少ない」の回答が多く、次いで「公共
交通機関が不便」の回答が多い結果となりました。「活力」と「安心」につながる取組が期待
されています。

（２）将来の三原市のイメージ、大切にしてほしいこと

市民アンケート調査による「将来の望ましい三原市のイメージ」では、ほぼ全ての世代で「高
齢者・子ども・障害者などが快適に安心して暮らせる福祉都市」の回答が最も多い結果となり
ました。また、「三原市がめざすべきまちの姿を表す言葉（キーワード）」や「大切にしてほし
いこと」では、「支え合い」が最も多い結果となりました。人口減少が予測される中、お互い
に助け合える人や場所が必要とされています。
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1	 令和
（１）時代

基本構想の策定に当たり、令和 32(2050) 年の重要課題や将来像を検討する上で必要な視
点となる時代の動向を見ていきます。

　ア 人口

昭和 60(1985) 年をピークに減少が続いています。推計では、総人口は令和 12(2030)
年に７万人台となり、令和 22(2040) 年に６万人台、令和 32(2050) 年には５万人台とな
ります。昭和 60(1985) 年と令和 32(2050) 年の比較では、年少人口（0 歳～ 14 歳）は
約８割減少、生産年齢人口（15 歳～ 64 歳）は約６割減少、老年人口（65 歳以上）は約７
割増加しています。人口減少により税収が減り、市の行政サービスや社会構造の維持が困難
な状況が予想されます。各地域においても、人口減少は続き、令和７(2025) 年と令和 32 
(2050) 年の比較では、三原地域と本郷地域は約３割が減少、久井地域と大和地域は約４割が 
減少する推計となっています。

第３章	 令和 32(2050)年に向けて
1	 令和 32(2050)年の将来予想

（１）時代の動向

出典：�S60(1985) 年～ R2(2020) 年 … 「国勢調査結果（各年10月 1日）」 総務省統計局�
R7(2025) 年～ R32(2050) 年 … 「日本の地域別将来推計人口（令和5(2023) 年推計）」 国立社会保障・人口問題研究所
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図表（１） －ア－ 1　■三原市の人口推計（人）■
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出典：�S60(1985) 年～ R2(2020) 年 … 「国勢調査結果（各年10月 1日）」 総務省統計局�
R7(2025) 年～ R32(2050) 年 … 「日本の地域別将来推計人口（令和5(2023) 年推計）」 国立社会保障・人口問題研究所 に基づく独自推計
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図表（１） －ア－ 2　■地域別の人口推計（人）■

199347-三原市長期総合計画.indb   10199347-三原市長期総合計画.indb   10 2025/03/24   10:27:362025/03/24   10:27:36



11

基
本
構
想

基
本
計
画

参
考
資
料

１

１

２

①

②

２

３

４

第
３
章　
令
和
３
２
︵
２
０
５
０)

年
に
向
け
て

出典：�S60(1985) 年～ R2(2020) 年 … 「国勢調査結果（各年10月 1日）」 総務省統計局�
R7(2025) 年～ R32(2050) 年 … 「日本の地域別将来推計人口（令和5(2023) 年推計）」 国立社会保障・人口問題研究所 に基づく独自推計

出典：�S60(1985) 年～ R2(2020) 年 … 「国勢調査結果（各年10月 1日）」 総務省統計局�
R7(2025) 年～ R32(2050) 年 … 「日本の地域別将来推計人口（令和5(2023) 年推計）」 国立社会保障・人口問題研究所 に基づく独自推計
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図表（１） －ア－ 3　■三原地域の人口推計（人）■

図表（１） －ア－ 4　■本郷地域の人口推計（人）■
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出典：�S60(1985) 年～ R2(2020) 年 … 「国勢調査結果（各年10月 1日）」 総務省統計局�
R7(2025) 年～ R32(2050) 年 … 「日本の地域別将来推計人口（令和5(2023) 年推計）」 国立社会保障・人口問題研究所 に基づく独自推計

出典：�S60(1985) 年～ R2(2020) 年 … 「国勢調査結果（各年10月 1日）」 総務省統計局�
R7(2025) 年～ R32(2050) 年 … 「日本の地域別将来推計人口（令和5(2023) 年推計）」 国立社会保障・人口問題研究所 に基づく独自推計
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図表（１） －ア－ 5　■久井地域の人口推計（人）■

図表（１） －ア－ 6　■大和地域の人口推計（人）■
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　イ 技術革新

1990 年代後半から現在に至るまで、コンピュータによる情報処理技術の発展やインター
ネットの普及により、ヒト・モノ・カネに加え、「情報」が重要な資源として存在感を高め続
けています。それに伴い、ICT*に関連する産業が急速に成長し、経済の中心が製造業からサー
ビス業へとシフトしてきました。そして、令和 32(2050) 年に向けては、国が掲げる「Society 
5.0*」や「ムーンショット目標*」に向かい、ＡＩ（人工知能）やＶＲ（仮想現実）、IoT（モ
ノのインターネット）などのテクノロジーが目まぐるしいスピードで日々進歩を続けていま
す。令和 32(2050) 年には、これまでの常識では全く想像もつかないライフスタイルになっ
ている可能性があります。

より豊かで便利な生活の実現が想像される反面、令和 27(2045) 年頃には、ＡＩが人の知
能を超え、人間の労働を奪うといったネガティブな将来予想も聞こえてきます。また、公的サー
ビスにおける活用においても、個人情報の取扱いなどに関するリスクも懸念されています。そ
のような中ですが、労働力や担い手の減少が懸念される人口減少社会においては、社会機能の
維持や様々なサービスの提供において、これまで主であった人手の代替として、テクノロジー
の活用を推進していく必要があります。また、人間が主体となり活用していくことで、より豊
かな暮らしが実現することが重要です。

出典：「未来をつかむTECH戦略」 総務省

図表（１） －イ－ 1　■テクノロジーの今後の見通し■
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出典：「令和3年版科学技術・イノベーション白書」 文部科学省

図表（１） －イ－ 2　■仮想空間と現実空間の高度な融合■
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出典：「内閣府ホームページ」 

＜ムーンショット目標10＞2050年までに、フュージョンエネルギーの多面的な活用により、地球環境と調和し、資源制約から解き放たれた活力ある社会を実現

図表（１） －イ－ 3　■ムーンショット目標*（人々の幸福のために令和 32(2050) 年までに実現をめざす目標）■
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　ウ 持続可能性

平成 27(2015) 年に開催された「国連持続可能な開発サミット」において、持続可能な世
界の実現をめざす国際目標「SDGs（Sustainable Development Goals）」が採択されま
した。17 のゴール・169 のターゲットは、全ての国が取り組むべき普遍的な目標であり、
世界で起きている社会問題に対する取組は、全て SDGs のめざすべきゴールに向かっていま
す。SDGs は、令和 12(2030) 年までの達成をめざす目標であり、令和 32(2050) 年に向
けた重要課題を検討する上では、通過点となります。

市民、事業者、団体、行政など、三原市に関わる全ての人が、自身の行動の指針として持ち
合わせ続けなければなりません。

出典：「国際連合広報センター ホームページ」　

図表（１） －ウ－ 1　■ SDGs ポスター■
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（２） 三原市の令和32(2050)年の将来予想と市民が想い描く理想のまち
人口減少などを踏まえた市民生活の各分野における理想的なまちの状態を検討するために、

市民ワークショップ、市内団体（各種団体、組合、協会、機関など）の代表者へのインタビュー
（以下「団体インタビュー」という。）、職員ワークショップを実施しました。分野ごとの将来
予想とともに、ワークショップでの検討結果や団体インタビューで出された意見を「市民が想
い描く理想のまち」として示していきます。

　ア 子育て・教育

⃝ 将来予想
現在、三原市内で分娩を取り扱う医療機関は１つです。近隣市では、医師の高齢化や不足な 

どの原因により、分娩取扱医療機関の閉院などの状況が見られます。将来にわたって、市内で
の分娩機能の維持は、まち全体の課題といえます。出生数については、令和５(2023)年は年
間で 400 人を割り、国の推計値を参考にした推計を大幅に超えるペースで減少しています。
子どもの数が減ることにより、保育所や幼稚園、認定こども園、小学校、中学校、高等学校な
どの小規模化の進行や、施設の減少が予想されます。

○ 市民が想い描く理想のまち
希望する人々が安心して子どもを産み育てることができるまちになっています。また、子ど

も、親、地域の人々がともに支え合い、成長をしています。全ての子どもたちが、学びたいこ
とを自由に学ぶ場があり、子どもの頃から将来の自分の姿をイメージし、将来にわたって幸せ
な状態で生活しています。

出典：�全国の出生数 「将来推計人口（令和5年推計）の概要」 厚生労働省 ※ H27(2015) 年・R2(2020) 年は実数�
三原市の出生数 H27(2015) 年～R5(2023) 年 … 「住民基本台帳」 三原市�
R7(2025) 年～ R32(2050) 年 … 「将来推計人口（令和5年推計）の概要」の推計値の減少率を適用した場合の独自推計

712712

464464
413413 409409 395395 372372 346346 314314

100

200

300

400

500

600

700

800

H27年
（2015年）

R2年
（2020年）

R7年
（2025年）

R12年
（2030年）

R17年
（2035年）

R22年
（2040年）

R27年
（2045年）

R32年
（2050年）

100.6万人100.6万人

74.9万人74.9万人
(減少率10.9%）(減少率10.9%）

71.6万人71.6万人
(減少率3.4%）(減少率3.4%）

67.5万人67.5万人
(減少率5.7%）(減少率5.7%） 62.7万人62.7万人

(減少率7.1%）(減少率7.1%） 57万人57万人
(減少率9.1%）(減少率9.1%）

74.1万人74.1万人
(減少率1.1%）(減少率1.1%）

84.1万人84.1万人
(減少率16.4%）(減少率16.4%）

全国の出生数

三原市の出生数（人） 全国の出生数（万人）

三原市の出生数

※推計よりも減少傾向が早い令和５(2023)年出生数 396 人

図表（２） －ア－ 1　■出生数の推計■
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　イ 健康・福祉

○ 将来予想
厚生労働省の「健康寿命*の令和元年値について（令和３(2021)年 12 月発表）」によると、

令和元 (2019) 年の健康寿命*は、男性が 72.68 歳（平成 22(2010)年の数値に対して
＋2.26 歳）、女性が 75.38 歳（同＋ 1.76 歳）です。医療技術の進歩などにより、平均寿命
の延伸が予想されます。令和２(2020) 年以降、老年人口は減少傾向となりますが、総人口に
対する高齢化率は上昇を続けます。高齢化と密接に関係する医療・介護の需要は、推計上は令
和７(2025) 年以降の老年人口のピークアウトに合わせ、減少していくものと考えられます。

○ 市民が想い描く理想のまち
全ての市民が生涯自立してやりたいことをやることができる健康状態を維持し、必要なとき

に住み慣れた地域で医療・介護などの支援を受けることができるまちになっています。病気や
障害などがある人も含め、全ての市民が心豊かに充実した人生を過ごすことができています。
その前提として、困ったときにお互いに支え合える人や場所、ネットワークが確立されていま
す。また、若い世代がそうした様子を見て、安心して三原に住み続けたいと思えることにもつ
ながっています。

出典：�S60(1985) 年～ R2(2020) 年 … 「国勢調査結果（各年10月 1日）」 総務省統計局�
R7(2025) 年～ R32(2050) 年 … 「日本の地域別将来推計人口（令和5(2023) 年推計）」 国立社会保障・人口問題研究所
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31,54231,542 32,28232,282 31,50631,506 30,24530,245 29,03029,030 28,76228,762 27,36527,365 25,64725,647
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25.6%25.6%
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32.8%32.8%
35.6%35.6%

38.0%38.0% 39.1%39.1%
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44.6%44.6% 45.5%45.5%
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S60年
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H2年
（1990年）

H7年
（1995年）

H12年
（2000年）

H17年
（2005年）

H22年
（2010年）

H27年
（2015年）

R2年
（2020年）

R7年
（2025年）

R12年
（2030年）

R17年
（2035年）

R22年
（2040年）

R27年
（2045年）

R32年
（2050年）

65歳以上の人口（人） 総人口に対する65歳以上人口の割合（%）

図表（２） －イ－ 1　■三原市の高齢化率（65 歳以上人口の割合）の推計■
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出典：「地域医療情報システム」 日本医師会（https://jmap.jp/cities/detail/city/34204）
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R2年
（2020年）

R7年
（2025年）

R12年
（2030年）

R17年
（2035年）

R22年
（2040年）

R27年
（2045年）

R32年
（2050年）

医療需要予測指数 介護需要予測指数

図表（２） －イ－ 2　■三原市の医療需要・介護需要の推計■
※令和２(2020) 年の需要を 100 とした場合の値
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　ウ 産業・就業

○ 将来予想
令和３(2021) 年６月１日時点では、「製造業」の従業者数が最も多く（8,876 人・構成比

22.9%）、次いで「医療・福祉（6,814 人・構成比 17.6%）」、「卸売業、小売業（6,744 人・
構成比 17.4%）」です。業種などのターゲットを絞った行政の企業誘致活動や規制緩和がなけ
れば、将来的にも構造に大きな変化はないと予想されます。また、人口減少に伴う市場規模の
縮小により、生産性の向上や新事業の創出にデジタル技術の活用が必要とされる中、令和３ 
(2021) 年に広島県が実施した調査によると、広島県内企業のデジタル技術の活用について、

「必要性を感じているが、まだ取り組んでいない」「必要性を感じていない」と回答した企業は、
従業員100人以上の企業で約50%、従業員100人未満の企業では70%台でした。将来的にも、
従業員 100 人未満の中小企業ほど遅れが生じるものと予想されます。

○ 市民が想い描く理想のまち
様々な業種の企業や起業家が市内で事業を展開していて、働く選択肢がたくさんあるまちに

なっています。規模や業種にかかわらず、ＡＩ（人工知能）やＶＲ（仮想現実）、ロボットな
どのデジタル技術を活用し、活発な産業活動が展開されています。「ここで働きたい」と思え
る働く場が増えていて、Ｕターン・Ｉターン・Ｊターンの若い世代の転入者が増えています。
さらに、性別、年齢、国籍などにかかわらず、人々が働くことにやりがいをもって活躍してい
ます。これらの結果として、まちの経済が活性化しています。

出典： �「令和３(2021) 年経済センサス活動調査結果」 総務省・経済産業省�
※構成比の数値は、百分率の小数点以下第２位を四捨五入しているため、各項目の合計が100%とならない場合がある。

※再掲　図表（２） －ウ－ 1　■三原市の産業別従業者数（人）・事業所数（事業所）■

製造業
8,876 （22.9%）

医療・福祉
6,814 （17.6%）

卸売業、小売業
6,744 （17.4%）

宿泊業、飲食サービス業
2,801 （7.2%）

 サービス業
（他に分類されないもの）

2,608 （6.7%）

建設業
2,523 （6.5%）

運輸業、郵便業
2,066 （5.3%）

生活関連サービス業、娯楽業
1,273 （3.3%）

教育、学習支援業
1,090 （2.8%）

農林漁業
1,044 （2.7%）

その他
2,981 （7.7%）

令和3（2021）年6月1日現在
市内従業者数

38,820人

卸売業、小売業
959 （23.2%）

宿泊業、
飲食サービス業
458 （11.1%）

建設業 364 （8.8%）

医療・福祉
363 （8.8%）

生活関連サービス業、娯楽業
357 （8.7%）

サービス業
（他に分類されないもの）

339 （8.2％）

製造業
338 （8.2%）

不動産業、
物品賃貸業
328 （7.9％）

学術研究、
専門・技術サービス業

162 （3.9%）

運輸業、郵便業
139 （3.4%）

その他
319 （7.7%）

令和3（2021）年6月1日現在
市内事業所数
4,126事業所
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出典： �「デジタル社会における県内企業等の経営課題及び人材確保に関する実態調査」 広島県�
※構成比の数値は、百分率の小数点以下第２位を四捨五入しているため、各項目の合計が100%とならない場合がある。

デジタル技術活用を含むビジネス変革の必要性・取組

従業員規模（３区分）

必要性を感じ、既に取り組んでいる

必要性を感じているが、まだ取り組んでいない

10人未満

N=2,756

10人以上 100人未満 100人以上

必要性を感じていない

未回答

19.5％
（339者）

46.5％
（808者）

31.6％
（549者）

2.5％
（43者）

26.5％
（238者）

49.7％
（446者）

21.6％
（194者）

2.1％
（19者）

50.8％
（61者）

40.8％
（49者）

8.3％
（10者）

図表（２） －ウ－ 2　■広島県内企業のデジタル技術活用を含むビジネス変革の必要性・取組の意識■
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　エ 交通（移動手段）

○ 将来予想
三原市では、16 歳以上の市民の約８割が自動車などの運転免許を保有しており、市民生

活においてマイカーが日常的に利用されています。全体の運転免許保有率は平成 25(2013) 
年からほぼ横ばいであるのに対し、65 歳以上の運転免許保有率は上昇傾向にあります。運転
免許保有者の高齢化などが考えられますが、今後、高齢化の更なる進行や、運転免許証の自主
返納の機運が高まった場合、移動に対する公的支援の需要が高まると予想されます。また、現
状の地域公共交通*による移動手段が少ない地域においては、自動車などの自動運転の技術革
新に対する動向も注目されます。

○ 市民が想い描く理想のまち
事業者と利用者の双方にとって、効率性・利便性の高い地域公共交通*のネットワークが構

築されたまちになっています。地域の実態に応じて、地域公共交通*が広いエリアにおいて市
民生活を支えるとともに、自動車や船舶の自動運転やライドシェア（自家用車を利用した運送）
が普及し、どこに住んでいても移動に困らない環境です。

出典：�「住民基本台帳（各年6月末日）」 三原市�
「市区町別運転免許保有者数（各年6月末日）」 広島県

50%

55%

60%

65%

70%

75%

80%

85%

H25年
（2013年）

H26年
（2014年）

H27年
（2015年）

H28年
（2016年）

H29年
（2017年）

H30年
（2018年）

H31年
（2019年）

R2年
（2020年）

R3年
（2021年）

R4年
（2022年）

R5年
（2023年）

全体の運転免許保有率（16歳以上） 65歳以上の保有率

76.0%76.0% 76.2%76.2% 76.4%76.4% 76.5%76.5% 76.6%76.6% 76.9%76.9% 76.9%76.9% 76.7%76.7% 77.0%77.0% 77.2%77.2% 77.4%77.4%

53.0%53.0%
54.9%54.9%

56.4%56.4%
57.6%57.6%

58.5%58.5%
59.4%59.4%

60.4%60.4% 60.7%60.7% 61.1%61.1% 61.7%61.7%
62.7%62.7%

図表（２） －エ－ 1　■三原市の運転免許保有率■
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出典： 「自動運転の実現に向けた国土交通省の取り組み」 国土交通省 

出典： 「第 2期三原市地域公共交通網形成計画」 三原市

ITS 2017

2025

2020

2020

8

図表（２）－エ－２　■国土交通省の自動運転の実現に向けた取組■

図表（２） －エ－ 3　■三原市の主な地域公共交通*■
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　オ 社会インフラ

○ 将来予想
令和 32(2050) 年には、市が管理する橋やトンネル、下水道設備などの多くが整備後 50

年を経過します。耐用年数を超えた社会インフラ（社会基盤施設）のメンテナンスや更新に要
する費用の増大が予想されます。また、三原市が保有する公共施設（建物施設）については、
平成 27(2015) 年３月末時点で、築後 20 年以上の施設が約 70% を占めていて、一定条件
の試算※によると、令和 32(2050) 年頃に更新費用のピークが見込まれています。

○ 市民が想い描く理想のまち
市民の生活を支える社会インフラが適切に整備・管理されているまちになっています。道路

は、周辺都市や市内にある広島空港、ＪＲ三原駅、三原港などの交通拠点間、各地域の生活拠
点間のアクセスがスムーズになり、快適な道路ネットワークでつながっています。ライフライ
ンである上水は安定して供給され、下水はきれいに処理され、水の循環が衛生的に保たれてい
ます。また、土地や公共施設が学習、市民の憩いの場、レクリエーションの場として積極的に
活用され、暮らしの質が高まっています。

※�令和５(2023) 年４月１日から、三原市水道事業は広島県水道広域連合企業団へ移行し、三原市の上水道の施設や設備などの管理は、全て広島県水
道広域連合企業団三原事務所が行っています。

種別 数量

道路

市道 1,439,266　ｍ

農道 337,091　ｍ

林道 114,513　ｍ

橋りょう 1,191　橋

トンネル・大型カルバート 4　か所

河川 242,700　ｍ

上水道※ 923,225　ｍ

下水道

汚水

公共（汚水） 278,885　ｍ

農業集落排水*（汚水） 31,049　ｍ

漁業集落排水*（汚水） 3,971　ｍ

雨水
公共（雨水） 63,698　ｍ

漁業集落排水*（雨水） 960　ｍ

公園
都市公園 95　か所

児童遊園 94　か所

図表（２） －オ－ 1　■三原市が管理する主な社会インフラの状況■（令和 5(2023) 年時点）

出典：「各施設台帳」三原市
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出典：「各施設台帳」に基づく独自推計
※�令和５(2023) 年４月１日から、三原市水道事業は広島県水道広域連合企業団へ移行し、三原市の上水道の施設や設備などの管理は、全て広島県水
道広域連合企業団三原事務所が行っています。

出典：�「三原市公共施設等総合管理計画　別冊資料」 三原市�
※�更新費用の試算条件（三原市公共施設等総合管理計画から抜粋）�
類型別実施計画において、建物の方向性を「継続」又は「検討中」とした施設のうち、延床面積が200㎡を超える施設について、部位毎に保
全を行い、築後65 年を目標に使用する。また、築後66年で現在の施設と同規模の建替えを行う。

0

10

20

30

40

50

60

70

80

H27
（2015）

R2
（2020）

R5
（2023）

R10
（2028）

R15
（2033）

R20
（2038）

R25
（2043）

R30
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投資的経費 大規模改修 建替え

更新費用
年平均22.6億円
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橋りょう トンネル・大型カルバート 上水道 公共下水道（汚水） 農業集落排水*（汚水） 公共下水道（雨水） 漁業集落排水*（雨水）

R5（2023）年時点 R12（2030）年時点 R22（2040）年時点 R32（2050）年時点

漁業集落排水*（汚水）

R5～R22年時点R5～R12年時点 R5～R22年時点 R5～R12年時点R5～R22年時点

27%27%

9%9%

0%0%

54%54%

26%26%

4%4%

72%72%

41%41%

7%7% 5%5%

54%54%

92%92%

50%50%

59%59%

39%39%

81%81%

30%30%

64%64%

29%29%

0％0％ 0％0％％％00％％00％％00

図表（２） －オ－ 3　■三原市の公共施設（建物施設）における更新費用の見通し■

図表（２） －オ－２　■三原市が管理する建設後 50 年以上経過する主な社会インフラの割合■
（R5(2023) 年時点の数量から撤去などによる減少がない仮定の割合）
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　カ 環境

○ 将来予想
近年、国際的に脱炭素社会の実現に向けた機運が高まっています。気象庁の「気候変動監視

レポート 2022」によると、世界の平均気温はこれまでの 100 年当たりで 0.74℃、日本の
平均気温は 1.30℃上昇しています。世界規模の温室効果ガス排出削減に対する取組の成否に
よっては、令和 32(2050) 年頃に気温上昇に約 1℃の差が出て、その後、その開きは大きく
なっていくと予測されています。

三原市では、市民や事業者などと連携し、「令和 32(2050) 年までに二酸化炭素排出量の
実質ゼロ」をめざす「三原市ゼロカーボンシティ宣言」を行っています。ゼロカーボンの実現
に向けた機運の高まりに伴い、省エネルギーに配慮したライフスタイルや、地球環境に配慮し
た事業経営など、慣習や行動の変容が予想されます。

○ 市民が想い描く理想のまち
山、川、海などの自然を大切にし、ごみの落ちていない、緑が維持されたまちになっていま 

す。かけがえのない豊かな自然を守り、より良い姿で未来の子どもたちに受け継がれています。
三原市のことだけでなく、世界中の人々が共存するために、市民一人ひとり、そして、まち全
体が一体となり、自然環境の保全に貢献しています。

出典：�H23(2011) 年～ R2(2020) 年 … 「自治体排出量カルテ」 環境省�
R12(2030) 年～ R32(2050) 年 … 「自治体排出量カルテ」 環境省 に基づく独自推計

H23年
（2011年）

H24年
（2012年）

H25年
（2013年）

H26年
（2014年）

H27年
（2015年）

H28年
（2016年）

H29年
（2017年）

H30年
（2018年）

H31年
（2019年）

R2年
（2020年）

R12年
（2030年）

R22年
（2040年）

R32年
（2050年）

0
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産業部門 業務その他部門 家庭部門 運輸部門 一般廃棄物*

1,3921,392 1,4991,499 1,4821,482 1,4161,416
1,2441,244 1,1851,185 1,2751,275 1,2391,239 1,2871,287

912912 809809 728728 696696
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213213 208208
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99 88 1010

1111
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99 88

排出量排出量
合計合計
2,0162,016

2,1272,127 2,0922,092
1,9931,993

1,8001,800
1,7061,706

1,7861,786 1,7371,737 1,7551,755

1,3471,347

1,1441,144
987987 920920

図表（２） －カ－ 1　■三原市の CO2 排出量（千 t）■
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出典：「気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第 6次評価報告書」 環境省

図表（２） －カ－ 2　■ 1850 ～ 1900 年を基準とした世界平均気温の変化■
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　キ 防災・減災

○ 将来予想 
平均気温の上昇と相関するように、災害の激甚化*・頻発化の傾向が続いていくことが見込

まれます。内閣府の「令和５年版防災白書」によると、これまでの 50 年間で、１時間降水
量 80mm 以上の短時間強雨の年間発生回数は増加傾向となっており、今後もこの傾向は続い
ていくと見込まれます。また、今後 30 年以内に 70% ～ 80% の確率で発生が予測される南
海トラフ *を震源とする巨大地震は、広島県内にも大きな被害をもたらすといわれています。
未曽有の災害に対する危機意識を高めていく必要があります。

○ 市民が想い描く理想のまち
強いコミュニティの絆で、災害に強いまちになっています。災害時には、市民一人ひとりが

適切な行動をとり、困っている人を助け合うコミュニティができています。さらに、雨水排水
設備や、避難に必要な道路や橋、避難所などのインフラ施設が適切に維持され、ソフト・ハー
ドの両面で日常から万全の備えができています。

出典：「三原市津波浸水ハザードマップ」�三原市

南海トラフ*を震源とする巨大地震では，三原市沿岸部を襲う巨大津波が発生すると想定されています。

広島県内において，大きな被害をもたらす地震の一つとして，南
海トラフ*を震源とする南海地震があります。過去に発生した南海
地震は，いずれも東南海地震と同時，または東南海地震の発生後2
年以内に発生しており，概ね100～150年周期で発生しています。

　三原市沿岸部において津波の影響（※初期潮位から±20cmの水位変化）が生じるまでの想定時間は20分後。
また，津波の最大波（3.2m※標高0ｍから)到達は５時間32分後と想定されています。

マグニチュード

M9.1
三原市では最大

震度6強
揺れ

▶沿岸部において津波の影響が出るまでの想定時間

約4分間
東海

東南海
南海

日向灘

広島県広島県

想定される震源域
南海トラフ*

図表（２） －キ－ 1　■三原市で想定される南海トラフ*巨大地震の影響■
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２	 令和 32(2050) 年を見据えた三原市の重要課題
時代の動向と将来予想、市民が想い描く理想のまちを踏まえ、令和 32(2050) 年を見据え

た三原市の重要課題を整理していきます。

（１）人口に関する重要課題

人口は、市民の生活に関わる経済、都市機能、住民サービスを維持・向上させていく上で、
重要な要素です。将来推計によると、総人口は減少が続いていきます。その中で、生産年齢人
口と呼ばれる 15 歳～ 64 歳人口の減少は、労働力や地域機能の担い手の減少に直結します。
若い世代の人口をどのように獲得していくかは、将来にわたって大きな課題です。

また、各分野における取組により、市民が「住み続けたい」と思えるまちであり続けるとと
もに、市外の人には「行ってみたい」「住んでみたい」と思ってもらえるような魅力を発信し、
人口減少を推計よりも緩やかにしていくことが重要です。

さらに、特に人口減少が著しい地域においては、労働力や担い手の絶対数が不足することが
懸念されます。地域の実情や市街地形成の成り立ちに応じて、一定の都市機能を複数の拠点に
集積し、地域公共交通*や主要な幹線道路と連携した「コンパクト・プラス・ネットワーク」
の形成を進めていく必要があります。

人口に関する課題は、以下に記載する全ての分野における課題と密接に関係しています。

（２）各分野における重要課題

　ア 子育て・教育

子育て・教育環境の変化に対応する
希望する人数の子どもを安心して産み育てる望みを叶えることと、子どもたちが健やかに育

つ環境を整えることは、社会の重大な責務です。市内の分娩取扱医療機関の維持や、子どもを
産み育てることへのためらいを払拭する支援が必要です。また、未就学児数は年々減少してい 
くものの、子育てと仕事の両立が必要な社会になることなどにより、保育や子育てに関する
サービスの需要は継続して高い水準が予想されることから、子育てしやすい環境づくりを進め
ていくことが必要です。さらに、保育所や幼稚園、認定こども園、学校の規模や配置の適正化、
子どもの育ちと学びを支える保育と教育の質の向上を進めていく必要があります。

　イ 健康・福祉

市民の健康を維持しつつ、医療・介護・福祉サービスの提供を保つ
住み慣れた地域で、健康で社会において活躍し続けることや、安心して医療・介護・福祉

サービスなどの支援を受けられることは、このまちに住み続けたいという思いにつながりま
す。市民一人ひとりが健康を維持する意識を持ち、主体的に健康づくりや介護予防に取り組む
ため、地域や関係機関、行政の連携により、健康を後押しできる環境づくりが必要です。また、
健康や命を守るための医療提供体制の維持のため、広域圏を含めた医療体制のあり方を整理し
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ていくことが必要です。さらに、安全・安心に暮らすために、医療・介護・福祉が連携した地
域包括ケアシステムの深化が重要であり、それらを担う人材確保も課題です。誰一人取り残さ
れることのない包摂的な地域共生社会*に向け、地域において身近な人が支え合う地域づくり
が必要です。

　ウ 産業・就業

多様な産業が育つ風土をつくる
生産年齢人口の減少により、産業の環境は大きく変化していくと考えられます。市外に転出

した若い世代の呼び戻しはもちろんのこと、女性の社会進出やリスキリング*による労働の多
様化などの機運をチャンスと捉え、そうした様々な価値観をもつ人材から、三原が働く場とし
て選ばれるために、将来を見据え、製造業が地域の雇用をリードしながら、多様な産業が育つ
風土づくりとともに、デジタル技術の活用などによる働きやすい職場環境の整備を推進し、働
く場としてのＰＲをしていくことが重要です。

　エ 交通（移動手段）

持続可能な地域公共交通*を構築する
高齢化率の上昇に伴い、路線バスなどの地域公共交通*に期待される役割は一層大きくなる

見込みです。しかし、利用者数の減少や運転手の人手不足により、減便や廃止が進むことが予
想されます。特に移動手段が少ない中山間地域*や離島においては深刻度が増します。前述し
た「コンパクト・プラス・ネットワーク」の形成を見据えつつ、持続可能な地域公共交通*の
維持のため、今の段階から地域での利用促進に取り組むとともに、自動運転などの技術革新の
動向を注視し、様々な実証を重ねていく必要があります。

　オ 社会インフラ

選択と集中を実行する
社会インフラは、日常生活においても災害などの非常時においても、まちに欠かすことがで

きない基盤です。しかし、人口減少による利用者の減少と、維持・更新にかかる費用の財源不
足が予測され、これまでと同様の水準で道路や上下水道設備、公共施設などの社会インフラへ
投資を継続していくことは困難になることが予想されます。量（施設の数や面積）、質（安全
性や利便性）、コスト（持続可能な維持の可否）の視点で施設の方向性を見極めながら、本当
に必要な社会インフラを安全かつ快適に使用できる状態で維持していく必要があります。

　カ 環境

一人ひとりの行動をまち全体の取組に発展させる
経済成長優先の時代の反動として、地球環境や自然環境、生物に関する課題が顕在化してい

ます。そして今、脱炭素をはじめとする国際的な環境保全に関する機運が広がりを見せていま
す。今後も、社会全体で生活様式の在り方が見直され、一人ひとりの意識は高まっていくこと

199347-三原市長期総合計画.indb   30199347-三原市長期総合計画.indb   30 2025/03/24   10:27:432025/03/24   10:27:43



31

基
本
構
想

基
本
計
画

参
考
資
料

１

１

２

①

②

２

３

４

第
３
章　
令
和
３
２
︵
２
０
５
０)

年
に
向
け
て

が予想されますが、一方で、環境に対するアクションは、その効果が見えにくい面があります。
まちの緑化や、ごみや CO2 排出量の削減などについて、市民が主体的に取り組みやすいよう
な目標を設定するなど、市民一人ひとりの行動が、まち全体での取組として成果を実感できる
ことが望まれます。

　キ 防災・減災

「命を守る」自覚を高める
近年、全国では災害が激甚化*・頻発化していて、地球温暖化に相関するようにこの傾向は

強まっていくと予想されます。自助・共助の要である地域の防災組織も高齢化の進行に伴い、
現状の組織体制の維持が困難な状況も考えられます。公助を担う行政としては、災害が起きた
際にとるべき行動について、職員研修や市民への啓発を行い、発生時において、命を守る行動
に活かしていくことが求められます。また、避難対象者の高齢化に適応した、より迅速な情報
伝達が必要です。さらに、道路や橋、避難所となる施設などの社会インフラを、災害対策の視
点でも、適切に整備していくことが重要です。未曽有の災害への備えを考える根幹として、市
民、事業者、団体、行政など、三原市に関わる全ての人が「自分たちのまちは自分たちで守る」
という自覚を一層高めていく必要があります。
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前章までの市民の想いや将来予想、市民が想い描く理想のまち、重要課題を総合し、基本構
想として、三原市の「令和 32(2050) 年の “ めざすべきまちの姿 ”（将来像と基本目標）」を
掲げます。加えて、“ めざすべきまちの姿 ” を実現することは、SDGs を達成することへの貢
献と一体的なものと位置付け、“ めざすべきまちの姿 ” の達成に向けた取組が、SDGs のどの
ゴールに寄与するかを示します。

（１） ともに支え合い、ともに認め合えるまち

人口減少や少子高齢化が進行するとともに、価値観の多様化も進み、個人やその家族、地域
など、それぞれが抱える悩みや課題は、一層複雑化していくことが予想されます。よりきめ細
やかな支援の必要性が高まる一方で、その担い手となる人口は減少が見込まれています。令和
32(2050)年は、これまでの仕組みやサービスでは対応しきれない課題が、今よりももっと
増加しているかもしれません。市民アンケート調査による “ めざすべきまちの姿 ” において大
切にしてほしいことは、「支え合い」でした。市民、事業者、団体、行政など、三原市に関わ
る全ての人が主体的に支え合い、それぞれに置かれた状況を理解し合いながら、ともに課題に
向き合うまちをめざします。

　 　 　 　 　 　

（２） 三原で生まれ、育ち、学んで良かったと思えるまち

希望する人々が三原で子どもを産み育て、生まれた子どもたちが健やかに育ち、学び続け、
充実した時間が長く続いていく― まちを、そんな人生を送るステージにしたいと思います。
市民アンケート調査では、妊娠から出産・子育てしやすい環境づくりに関する支援は、力を入
れるべき取組として多くの回答がありました。また、社会を生き抜く力を育む学びの環境は、
少子化、健康寿命*の延伸、グローバル化の進展、ICT*教育の充実、ライフスタイルの変容など、
今後も速いスピードで変化していくことが予想されます。学びの形も、そうした変化に順応し
ていく必要があります。多様な学びと活躍の場があり、三原で生まれ、育ち、学んで良かった
と思えるまちをめざします。

　 　 　 　 　 　 　 　

1	 令和32(2050)年の“めざすべきまちの姿”（将来像と基本目標）

第４章	 基本構想
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（３） 社会に調和し、安全・安心・快適に暮らせるまち
このまちに住み続けたいという思いは、安全・安心・快適な環境が根幹にあってこそです。

例えば、住み慣れたまちで必要な医療などを受けることができ、健康に暮らしていくことは、
市民アンケート調査において、今後の重要度が高くなっていました。また、まちが清潔で、社
会インフラが整備され、どこにでも自由に行き来ができる生活環境は、まちが将来にわたって
発展していくための基盤です。さらに、平成30(2018)年７月豪雨災害で経験したように、今後、
より一層激甚化*のおそれがある災害に対して、市民と行政が一体となって命を守る取組
を推進していく必要があります。人口減少に加え、高齢化率が高まり、社会の在り方が変わる
中でも、安全・安心・快適な暮らしが続いていくまちをめざします。

 

　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　

（４） 多彩な産業が活力を生むまち

魅力的な仕事、優れた技術や事業が三原にはたくさんあります。それを支えるのは人です。
生産年齢人口の減少が予測されますが、大企業やスタートアップ事業者との共創による新たな
産業の創出や、起業家が生まれる風土の醸成、デジタル技術などの先進技術の活用による生産
性の向上、多様な人材が活躍できる職場環境づくりなどの取組により、市内外の多様な人材や
一度は転出した若者が「ここで働きたい」「また戻って来たい」と、三原が働く場として選ば
れる取組が必要です。きらりと光る産業が人を呼び込み、活力あるまちをめざします。

 

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　

（５） 「三原らしさ」を存分に活かし、人々が交流するまち

三原の地には、たくさんの三原を形づくる資源があります。瀬戸内海の多島美などの豊かな
自然や、四季折々に行われる祭り、小早川隆景に代表されるゆかりの人物など、郷土の歴史・
文化が育まれています。また、空港や新幹線の駅、港の交通結節拠点*を有しています。こう
した「三原らしさ」を表す資源の価値を高め、将来にわたってまちの普遍的な資源として継承
し、活かすことで、市外からも人が集まり、活気があふれ、人々が交流するまちをめざします。
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2	 “ めざすべきまちの姿 ”の実現に向けて

（１） 基本姿勢

行政は、“ めざすべきまちの姿 ” に着実に進んでいくために、まちにとって必要な施策や取
組を先頭に立って実行していきます。そこには、社会の仕組みの変容、情報の発信、テクノロ
ジーの導入、SDGs など、世界基準への適合などに絶えず取り組み、まち全体に浸透させて
いく役割も担います。また、限られた財源の効率的な配分、社会インフラのマネジメント、行
政に携わる人材の能力が最大限に発揮される育成・教育を通じて、市民の幸福感を最大化する
ことを念頭に、市政に携わります。

市民、事業者、団体、行政など、三原市に関わる全ての人においても、三原市での充実した
生活が実現するよう、支え合い、主体的にまちの課題に向き合うことが必要です。

 

（２） キャッチフレーズ

まちの将来像である “ めざすべきまちの姿 ” の実現のために、三原市に関わる全ての人が様々
な取組を推進していく上での合い言葉をキャッチフレーズとして示します。

２２  ““めめざざすすべべききままちちのの姿姿””のの実実現現にに向向けけてて 

((11))  基基本本姿姿勢勢 

行政は、“めざすべきまちの姿”に着実に進んでいくために、まちにとって必要な施策や取

組を先頭に立って実行していきます。そこには、社会の仕組みの変容、情報の発信、テクノロジ

ーの導入、SDGs など、世界基準への適合などに絶えず取り組み、まち全体に浸透させていく役

割も担います。また、限られた財源の効率的な配分、社会インフラのマネジメント、行政に携わ

る人材の能力が最大限に発揮される育成・教育を通じて、市民の幸福感を最大化することを念

頭に、市政に携わります。 

市民、事業者、団体、行政など、三原市に関わる全ての人においても、三原市での充実した

生活が実現するよう、支え合い、主体的にまちの課題に向き合うことが必要です。 

((22))  キキャャッッチチフフレレーーズズ 

まちの将来像である“めざすべきまちの姿”の実現のために、三原市に関わる全ての人が様々

な取組を推進していく上での合い言葉をキャッチフレーズとして示します。 

 

三原市で暮らす人、訪れる人、関わる人全てが「幸せ」を感じることができるまちをめざし、

市民、事業者、団体、行政などが力を合わせてまちづくりを推進していきます。その過程や結

果を、人それぞれにたくさんの「三原は●●がすごい」という誇りと愛着につなげていきます。

この基本構想をたくさんの「幸せ」と「すごい」を創り出す「大作戦」とし、三原市に関わる全

ての人がより一層協働し、多様性を認め合い、オール三原で未来に自慢できるまちの実現に向

けて取り組んでいきます。 

 

すすごごいいぞぞ三三原原！！！！  

～～  幸幸せせののままちちづづくくりり大大作作戦戦  ～～ 

三原市で暮らす人、訪れる人、関わる人全てが「幸せ」を感じることができるまちをめざし、
市民、事業者、団体、行政などが力を合わせてまちづくりを推進していきます。その過程や結
果を、人それぞれにたくさんの「三原は○○がすごい」という誇りと愛着につなげていきます。
この基本構想をたくさんの「幸せ」と「すごい」を創り出す「大作戦」とし、三原市に関わる
全ての人がより一層協働*し、多様性を認め合い、オール三原で未来に自慢できるまちの実現
に向けて取り組んでいきます。
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第１章	 基本計画の概要
1	 策定の趣旨

三原市は、令和 6(2024)年 6 月に、26 年後のめざすべきまちの姿（将来像と基本目標）
を示す、基本構想を策定しました。基本構想では、5 つのめざすべきまちの姿を掲げるととも
に、市民の幸福感を最大化することを念頭に市政に携わり、市民、事業者、団体と力を合わせ
てまちづくりを進めていく姿勢を定めました。

基本計画は、基本構想を実現するための、施策の基本的方向と体系を示すものです。めざす
べきまちの姿を実現するために、「今、行政は何を行うべきか」「市民や事業者、団体とともに
できることは何か」をバックキャスティング*の手法を用いて考え、令和 16(2034)年までの
10 年間で取り組むべきことをまとめました。長期的な展望を持ち、「ありたい未来」「あるべ
き未来」のために今やらなければならないことを効果的に実行できるよう、計画の進捗を管理
します。

1年

10年

26年

将来像と基本目標の
実現のために、今から
の10年でやるべきこと

基本計画（10年）

令和32(2050)年の
“めざすべきまちの姿”
（将来像と基本目標）

基本計画に基づく
事業等実施

令和7年度
(2025年度)

令和32年度
(2050年度)

令和16年度
(2034年度)

基本構想（26年）

「ありたい未来」「あるべき未来」を最初の段階で決め、
その実現に向けて「いま」行うべきことは何かを分析し、
実行

基本構想からのバックキャスティング*で
基本計画を策定
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２	 施策の体系

2-1 子ども・子育て 2-1-1 子ども・子育て支援の充実

2-2 学校・就学前教育 2-2-1 学校教育・就学前教育の充実
2-2-2 教育環境の整備・充実

2-3 生涯学習、文化、スポーツ
2-3-1 生涯学習の振興
2-3-2 青少年の健全育成
2-3-3 文化・芸術の振興
2-3-4 スポーツの推進

1-1 人権、男女共同参画 1-1-1 人権教育・啓発の推進
1-1-2 男女共同参画社会の形成

1-2 市民活動 1-2-1 地域づくり活動の活性化
1-2-2 市民協働のまちづくりの推進

1-3 国際化・多文化共生 1-3-1 国際化・多文化共生の推進

3-1 健康、医療 3-1-1 健康づくりの推進
3-1-2 医療体制の維持

3-2 福祉、介護
3-2-1 地域共生社会の推進
3-2-2 長寿社会対策の推進
3-2-3 障害者福祉の充実
3-2-4 社会保障制度の適正な運営

3-3 防災・減災 3-3-1 災害対応力の強化
3-3-2 災害に強いまちの構築

3-4 生活の安全安心
3-4-1 消防・救急体制の整備
3-4-2 防犯活動・交通安全対策の推進
3-4-3 消費者・生活者の安心の確保

3-5 環境 3-5-1 環境保全と脱炭素の推進
3-5-2 循環型社会の形成

3-6 生活基盤

3-6-1 計画的なまちづくりの推進
3-6-2 快適で安全な道路網の形成
3-6-3 都市基盤の保全・整備
3-6-4 安全・安心な水の安定供給
3-6-5 汚水の適正処理
3-6-6 快適で安全な住まいづくり
3-6-7 持続可能な地域公共交通網の形成

4-1 起業 4-1-1 起業の支援

4-2 商工業、サービス業 4-2-1 商工業・サービス業の振興

4-3 農林水産業 4-3-1 農林水産業の担い手育成と生産振興
4-3-2 農林水産基盤の保全と長寿命化

5-1 移住・関係人口 5-1-1 移住の促進、関係人口の創出

5-2 観光 5-2-1 観光の振興

5-3 歴史、文化財 5-3-1 歴史・文化財の保存・活用

5-4 空港、港湾 5-4-1 空港・港湾の活用

5-5 中心市街地 5-5-1 中心市街地の活性化

6-1 行財政運営
6-1-1 適正・効果的な行政運営の推進
6-1-2 適正な財政運営の推進

6-2 デジタル化 6-2-1 デジタル化の推進

6-3 情報発信 6-3-1 戦略的・効果的な情報発信

各施策を推進するための
重要な考え方

施策体系

計画の実現に向けて

〈基本目標〉 〈政策〉 〈施策〉

２
三原で生まれ、育ち、学んで
良かったと思えるまち

１
ともに支え合い、

ともに認め合えるまち

３
社会に調和し、安全・安心・

快適に暮らせるまち

４
多彩な産業が活力を生むまち

５
「三原らしさ」を存分に活かし、

人々が交流するまち
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現状

⃝�いまだに人権侵害を問題として考えない人や、無自覚に人権侵害の言動を行っている人、人
権課題に対して無関心な人がいるため、差別的な発言やインターネットなどへの書き込みが
発生しています。

⃝�自身が受けてきた教育や育ってきた社会環境の影響で、無意識のうちに偏見を抱いているこ
と（アンコンシャス・バイアス*）があります。アンコンシャス・バイアス*が原因で、知
らぬ間に人を傷つけてしまったり、活躍の機会を奪ってしまったりすることがあります。

⃝戦争や被爆の体験者が減少する中、歴史の風化や平和意識の低下が生じるおそれがあります。
⃝�従来の人権課題に加え、顕在化してきた LGBTQ+*などの専門性を求められる課題に対し

て、様々な窓口が存在しており、どこに相談してよいか分からない人がいます。
⃝人権相談を受けても、なかなか解決には至らないことがあります。

課題

⃝�人権侵害を問題として考えない、無自覚に人権侵害を行うことが市民として許されない事と
自覚し、人権課題に関心を持ち、自分事と捉えることができるよう、講演会や出前講座など
への参加を通じて、市民意識を向上させる必要があります。

⃝�アンコンシャス・バイアス*を自分事として認識できるような教育・啓発の必要があります。
⃝�被爆の実相や戦争体験を知らない世代に効果的に伝え、市民の平和意識を醸成する必要があ

ります。
⃝�様々な相談者のニーズを的確に捉え、適切な助言や窓口につなげ、市民の課題解決につなが

る窓口としての機能を強化し、相談窓口を市民へ周知する必要があります。
⃝�相談員のスキルアップ*を行い、関係部署や団体との連携体制を構築し、相談を解決すると

ともに、解決に時間がかかる案件については、市民に寄り添う継続的な支援をきめ細やかに
行い、市民が安心できるようにする必要があります。

ともに支え合い、ともに認め合えるまち
政策 1-1　人権、男女共同参画

施策 1-1-1　人権教育・啓発の推進

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
全ての市民や事業者が、「人権尊重」を自分の事として捉え、相手を理解して、尊重し、
思いやり、差別しないまちづくりに取り組んでいる。

第２章	 施策の内容

基本目標１
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基本方針 １
人権課題について理解し、無意識に人権侵害を行わない、市民一人ひとりの人権意識を向上さ
せる人権教育・啓発を実施します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

人権講演会等、出前講座の参加者数 2,054 人	
（令和 5 年度） 3,000 人

人権講演会や出前講座に参加し、人権問題に対する理解が
深まった人の割合

97.5％	
（令和 5 年度） 100％

基本方針 ２
人権相談員の能力向上と関係機関との連携により相談窓口の機能を向上させ、人権文化セン
ターで行う隣保事業*における相談や、多様化・複雑化する人権問題の相談に対応します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

人権問題相談件数 21 件	
（令和 5 年度） 0 件

人権文化センター隣保事業*における相談件数 610 件	
（令和 5 年度） 800 件

基本方針 ３
従来の同和問題の解消に加え、多様性や多文化共生*など、市民の相互理解に向け、人権課題
の解決のための施設として、人権文化センターの機能と事業を充実させます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

人権文化センターの利用者数 33,988 人	
（令和 5 年） 35,700 人

主な部門別計画

・三原市人権教育・啓発基本計画（令和 7 年４月策定予定）

 

人権講演会 三原市人権文化センター
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現状

⃝�職場・家庭・地域において誰もが責任を分かち合い、個性と能力を発揮できる社会の実現を
めざしていますが、性別による役割分担の意識があらゆる場面で残っています。

⃝�パートナーシップ宣誓制度*の導入（令和 4 年 1 月）や性の多様性理解への啓発を行ってい
ますが、性的マイノリティ*の人への偏見や差別が残っています。

⃝�女性活躍の推進や働き方改革に向けて、関係者・関係機関・事業者などへの広報・啓発・調
査・支援などを行っています。

⃝�女性の就業率は年々上昇していますが、結婚や出産を契機とした離職者は一定数おり、その
中で再就労の意思はあるものの、家庭と仕事の両立の不安などの理由から、一歩を踏み出せ
ていない女性も一定数います。

⃝�ＤＶ*に対する社会的な認知は広がっていますが、依然として女性相談窓口につながらない
ケースがあります。また、相談につながった場合も、複雑なケースなどは対応が難しく、安
全確保や自立支援が十分に行えていない状況です。

課題

⃝�男女共同参画を進めるには、男女双方の意識と生活スタイルを変える必要があります。また、
性別による役割分担の意識は幼少期の家庭教育などから影響を受ける部分も多く、男女共同
参画の視点に立った教育を推進する必要があります。

⃝�性的マイノリティ*への理解を更に進める必要があります。 
⃝�女性活躍と働き方改革の推進のため、職場の環境改善を進める必要があります。 
⃝�事業者は人手不足の状況にあり、求人は出していますが、子育て中の女性は時短勤務を希望

する割合が高いため、柔軟な働き方をしやすい環境を整える必要があります。
⃝�被害者や悩みを抱える人をスムーズに相談窓口につなげるとともに、様々なケースに応じた

適切な支援の提供体制を構築する必要があります。

ともに支え合い、ともに認め合えるまち
政策 1-1　人権、男女共同参画

施策 1-1-2　男女共同参画社会*の形成

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
お互いの人権を尊重し、性の多様性の理解が進み、社会的責任を分かち合い、性別
に関わりなく個性と能力を十分に発揮できる社会に近づいている。

基本目標１

199347-三原市長期総合計画.indb   40199347-三原市長期総合計画.indb   40 2025/03/24   10:27:492025/03/24   10:27:49



41

基
本
構
想

基
本
計
画

１

１

２

①

②

３

４

第
２
章　
施
策
の
内
容

２

参
考
資
料

基本方針 １
男女双方の性別による役割分担の意識が解消され、誰もが個性と能力を十分に発揮することが
できる男女共同参画社会*を実現するため、広報・啓発に努めます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

講演会への参加を通じて、男女共同参画等の重要性に対す
る理解が深まった人の割合

92.5％	
（令和 5 年度） 98.0％

各種審議会等に占める女性委員の割合 30.2％	
（令和 6 年度） 40％

基本方針 ２
性的マイノリティ*の人が自分らしく暮らせる社会を実現するため、性の多様性に対する正し
い理解を広め、偏見や差別の解消に努めるとともに、社会全体が性の多様性を尊重し、認め合
う環境づくりを進めます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

講演会への参加を通じて、性的マイノリティ*に対する理
解が深まった人の割合

93.9％	
（令和 5 年度） 98.0％

基本方針 ３
出産や育児などで離職した女性の再就職や、柔軟な働き方をしやすい職場環境づくりへの支援
を推進します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

一般事業主行動計画*の市内策定事業者数 35 社	
（令和 6 年 3 月） 55 社

基本方針 ４
配偶者からの暴力の防止と被害者保護のため、相談体制の充実と支援ネットワークの強化を推
進します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

女性相談窓口での相談件数 323 件	
（令和 5 年度） 323 件以上

主な部門別計画

・私らしく暮らせるみはらプラン（令和 4 年 3 月改定）
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現状

⃝�高齢化や人口減少などにより、住民組織*の維持や地域活動が難しい状況になっています。
⃝�住民組織*の役員を担うことに負担感があり、地域活動を中心になって進める新たな担い手

が見つかりづらい状況です。
⃝�住民組織*に加入しないと、地域の情報を得る手段がなく、同じ地域に暮らしていても交流

する機会が少ない状況です。
⃝�中山間地域*において、生活に必要なサービスを受けることが難しく、暮らし続けることに

不安感を持っている人がいます。
⃝�地域コミュニティの活動が住民組織*主体で行われる場合が多く、多様な主体による地域活

性化が進んでいない状況です。

課題

⃝�負担となる活動や、組織に必要な役職を整理し、無理なく参加できる住民組織*にする必要
があります。

⃝�活動に参加していない人や住民組織*に加入していない人が、多様な方法で活動に参加でき
る体制をつくる必要があります。

⃝�住民組織*の中に限らず、効果的・効率的に情報発信を行い、地域住民の交流を促進する体
制づくりを行う必要があります。

⃝�中山間地域*において、住民組織*などによる生活支援サービスの構築など、多様な手段で
生活に必要なサービスを受けられる状況をつくる必要があります。

⃝�住民組織*だけに頼ることなく、市民活動団体や民間企業などの団体、地域支援員*、地域
おこし協力隊*などの多様な活動者が活躍できる地域をつくる必要があります。

ともに支え合い、ともに認め合えるまち
政策 1-2　市民活動

施策 1-2-1　地域づくり活動の活性化

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
市民が支え合い、認め合いながら、安心していきいきと暮らしていくために、将来
に向けてより多くの市民が地域づくり活動に取り組んでいる。

基本目標１
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基本方針 １
地域づくり活動の主体である住民組織*の活動を活発にするため、地域と行政が連携し、地域
を運営する「地域経営」の取組を進めます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

地域経営に取り組んでいる組織数 19 団体	
（令和 6 年 3 月） 40 団体

ほかの団体や住民組織*未加入者と協働*して活動している
住民組織*数 （今後調査） 500団体

基本方針 ２
地域支援員*や地域おこし協力隊*など関係者との連携を強化し、中山間地域*の維持・活性
化の取組を進めます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

以前より地域の活動が活発化していると感じる中山間地域*
の住民組織*（活動中核組織*）の割合

30％	
（令和 5 年度） 100％

地域支援員*の配置人数 24 人	
（令和 6 年 4 月） 28 人

中山間地域*の住民組織*（活動中核組織*）が地域の課題解
決に取り組んだ事業数（累計）

126 事業	
（令和 6 年 3 月） 146 事業

主な部門別計画

・�三原市市民協働のまちづくり指針（平成 20 年 2 月策定）
・三原市地域経営方針（平成 31 年 3 月策定）
・三原市過疎地域持続的発展計画（令和 3 年 9 月策定、令和７年３月改定）
・三原市中山間地域活性化基本方針（平成 25 年 3 月策定）
・三原市住民組織活性化構想（平成 20 年 3 月策定）

地域ビジョン策定ワークショップ きたがたマルシェ
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現状

⃝�「多様な主体が協働*することにより、単独では解決することが難しい課題に効率的に取り
組むことができる」という考え方が十分に浸透していない状況です。

⃝�地域住民の生活を豊かにするために、各団体の強みを活かした活動をする必要がありますが、
他団体の活動や強みを知る機会が不足しています。

⃝�会員の高齢化や新規加入者がいないことなどにより、活動を継続することが難しい団体が増
えています。

⃝�継続してボランティア*活動を行う人が少ない状況です。個人ボランティア*として登録し
ても活動に結びつかない人や学校の勧めなどで登録しても活動が継続しない人がいます。

課題

⃝�人口減少で市民活動や住民組織*活動が停滞する中、効果的に活動するため、他団体などと
連携する必要があります。

⃝�効果的に情報共有を行い、市民活動団体や企業、住民組織*がそれぞれの強みを活かして連
携できる体制を作る必要があります。

⃝�団体が活動を継続できるよう、相談体制を強化し、負担の軽減につながる支援を行う必要が
あります。また、既存の団体の活動が難しい場合には、新たな団体の立ち上げを支援できる
体制が必要です。

⃝�団体に所属していなくても協働*のまちづくりに参加する人を増やすため、継続してボラン
ティア*活動を行うことができるよう、マッチング*機能の強化や情報共有のための個人ボ
ランティア*同士のつながりを作るほか、ボランティア*活動や地域活動への参加を促進す
る仕組みづくりが必要です。

ともに支え合い、ともに認め合えるまち
政策 1-2　市民活動

施策 1-2-2　市民協働*のまちづくりの推進

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
多様な主体が連携し、それぞれの強みを活かした活動を行い、協働*のまちづくりの
取組が活発化している。

基本目標１
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基本方針 １
地域課題などの解決や活動の充実に向け、新たな活動に取り組む団体の支援や多様な主体との
協働*を進めます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

市民協働*のまちづくり事業を実施した団体数 3 団体
（令和 6 年度） 7 団体

基本方針 ２
ボランティア*・市民活動サポートセンターを中心に、市民協働*のための人材の確保・育成と、
市民活動団体や住民組織*などの多様な主体が連携するためのネットワークの充実に取り組み
ます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

三原市ボランティア*・市民活動サポートセンター登録
団体数

82 団体
（令和 5 年 12 月） 130 団体

ボランティア*活動者数 395 人
（令和 5 年度） 500 人

主な部門別計画

・三原市市民協働のまちづくり指針（平成 20 年 2 月策定）

市民協働のまちづくりイメージ図
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現状

⃝�外国籍市民の人数は増加傾向にあり、今後も増加することが予想されます。外国籍市民の中
には、母国語以外でコミュニケーションをとれない人がいます。日本人市民の中には英語を
話せる人もいますが、外国籍市民が英語を話せないこともあります。そのため、意思疎通が
上手くいかず、誤解が生じたり、生活ルールを正しく理解できなかったりし、地域生活で困
り事が生じることがあります。

⃝�災害への備えや災害発生時の避難情報といった行政からの情報など、多くの情報が多言語化
されていないため、情報を必要としながらも、情報を入手できなかったり、正確に理解でき
ていなかったりする外国籍市民がいます。

⃝�外国籍市民にとって日本の文化や生活習慣を知る機会が十分ではないため、生活上のトラブ
ルが発生することがあります。

⃝�日本人市民にとって日本以外の文化を知る機会が十分ではないため、日本とは異なる文化や
価値観を尊重する意識が養われておらず、外国籍市民に対する差別意識を持つ人がいます。

課題

⃝�日本語を学びたい外国籍市民が日本語を学べるようにする必要があります。
⃝�また、外国籍市民と日本人市民がコミュニケーションをとれるように、外国籍市民と接する

機会の多い企業や地域のコミュニティ、学校、行政などの関係者を中心に、「やさしい日本
語*」を普及させる必要があります。

⃝�情報を必要としている外国籍市民が情報を入手し、正確に理解できるようにする必要があり
ます。

⃝�外国籍市民が日本の文化や生活習慣を理解できるようにする必要があります。
⃝�外国籍市民の生活上の困り事を解決できるようにする必要があります。
⃝�日本人市民が日本以外の文化や価値観を理解できるようにする必要があります。

ともに支え合い、ともに認め合えるまち
政策 1-3　国際化・多文化共生*

施策 1-3-1　国際化・多文化共生*の推進

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
外国籍市民と日本人市民のコミュニケーションが円滑になり、外国籍市民が日常生
活の困り事を解決できている。

基本目標１
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基本方針 １
外国籍市民と日本人市民が文化や価値観の違いを互いに理解する意識を醸成します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

異文化理解の催しに参加した外国籍市民と日本人市民の 
人数

384 人	
（令和 5 年度） 650 人

基本方針 ２
外国籍市民が生活しやすいよう、言葉の壁を取り払う取組や困り事の解決に向けたサポートを
します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

市の相談窓口で困り事が解決した割合 100％	
（令和 5 年度） 100％

地域の日本語教室に参加している人のうち、基本的な日本
語が理解できるようになった人数

21 人	
（令和 6 年度） 140 人

主な部門別計画

・びんご圏域多文化共生推進ビジョン（令和 7 年 3 月策定）

交流イベント（インドネシア料理づくり）
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現状

⃝�婚姻件数や出生数が減少しており、未婚化や少子化が進んでいます。
⃝�安心して妊娠・出産できる環境づくりや、教育・保育サービスや経済的な支援の充実、子ど

もが参加して楽しいイベントの開催などが求められています。
⃝�核家族化の進行等により、親族等の援助を受けられず、サポートを必要としている子育て世

帯が存在しています。
⃝�ひとり親世帯では、「現在の暮らしが苦しい」とする割合がその他の子育て世帯に比べて高

くなっています。
⃝�安心して子どもを預けられる教育・保育サービスの充実が求められています。

課題

⃝�若者の出会いを創出するなど、結婚を希望する人への支援に取り組む必要があります。
⃝�妊娠や出産、子育てに関する相談に応じられるよう、支援体制を充実させる必要があります。
⃝�子育て世帯の負担軽減や子どもの健やかな成長の支援、子どもの孤立を防ぐための居場所づ

くりや貧困対策などの充実、虐待の未然防止に努める必要があります。
⃝�保護者のニーズに応じた教育・保育サービスを提供するための保育環境を充実させる必要が

あります。

三原で生まれ、育ち、学んで良かったと思えるまち
政策 2-1　子ども・子育て

施策 2-1-1　子ども・子育て支援の充実

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
希望する人が子どもを生み育て、生まれた子どもたちが健やかに育つ環境が整って
いる。

基本目標２
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基本方針 １
子どもの健やかな成長をライフステージ*に応じて切れ目なく支援します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

1 歳 6 か月児健康診査受診率 97％	
（令和 5 年度） 100％

待機児童*数（保育所・認定こども園（長時間利用）） 0 人	
（令和 6 年 3 月） 0 人

児童館の利用者数 36,725 人	
（令和 5 年度） 45,000 人

子育てに不安や負担を感じていない保護者の割合（未就学・
小学生）

41％	
（令和 5 年度） 50％

みはら縁結びサポーターが関わったマッチング*数 14 組	
（令和 5 年度） 19 組

基本方針 ２
子どもの権利を保障し、子どもが未来に希望を持って成長できる環境を整備します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

児童虐待死亡数 0 人	
（令和 5 年度） 0 人

自分の意見や考えがまわりの大人に聞いてもらえると思う
子どもの割合（小 5・中 2）

77％	
（令和 5 年度） 85％

自分の意見や考えがまわりに聞いてもらえると思う若者の
割合

74％	
（令和 6 年度） 85％

基本方針 ３
保護者が安心して子育てできる環境を整備します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

市ホームページ「みはら子育てねっと」のアクセス件数 312,320 件	
（令和 5 年度） 313,700 件

ファミリー・サポート・センターの実利用者数 73 人	
（令和 5 年度） 140 人

地域の人が子育てを支えてくれていると感じている保護者
の割合（未就学・小学生）

49％	
（令和 5 年度） 60％

主な部門別計画

・�みはらこども・子育て応援プラン（令和 7 年 3 月策定）
・第 4 期三原市幼稚園・保育所等適正配置実施計画（令和 7 年 3 月策定）
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現状

⃝�質問紙調査で「授業がわからない」と回答する児童生徒が一定数おり、平成 31 年度まで上
昇していた学力調査*結果が、それ以降伸び悩んでいます。

⃝�生活習慣の乱れ、学校に行く意義が感じられない、友人関係・教職員との関係への悩み等か
ら、不登校の児童生徒が年々増加しています。

⃝�自分の良さを自覚できる場面や人の役に立ったと実感できる場面が不足しており、自己肯定
感が低い児童生徒が一定数います。

⃝�運動の楽しさを見いだせない児童生徒が一定数おり、外遊びや部活動で運動に親しむ児童生
徒が減少しています。

⃝�幼稚園・保育所等適正配置実施計画に基づき、保護者の多様なニーズに対応して私立幼稚園
が認定こども園化しています。

⃝�幼稚園・保育所等適正配置実施計画に基づき、市内全ての教育・保育施設へ、一定水準の幼
児教育と保育を提供できるよう、市立幼稚園型認定こども園を幼児教育の拠点施設としてい
ます。

課題

⃝�児童生徒が主体的に学び、「わかった」「できた」を感じられる学びの場が必要です。
⃝�児童生徒が安心して学ぶことができる多様な学びの場づくりが必要です。
⃝�児童生徒が自分の良さや人の役に立っていることを実感できる場をつくることが必要です。
⃝�児童生徒が生涯にわたって、運動に親しむための基盤づくりが必要です。
⃝�保護者の幼児教育のニーズに対応するため、私立の幼稚園と幼稚園型認定こども園を支援す

る必要があります。
⃝�幼稚園、保育所、認定こども園において、質の高い学びが必要です。

三原で生まれ、育ち、学んで良かったと思えるまち
政策 2-2　学校・就学前教育

施策 2-2-1　学校教育・就学前教育の充実

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
「確かな学力」「豊かな心」「健やかな体」を育成することにより、児童生徒の生きる
力が育まれている。

基本目標２
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基本方針 １
児童生徒の学ぶ力を育むため、授業を改善するとともに、指導体制を充実させます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

全国平均に対する学力定着の状況
小学校　101.4％
中学校　95.9％	

（令和 6 年度）

小学校　101％
中学校　101％

「授業の内容がよくわかりますか」に肯定的回答をした児童
生徒の割合

小学校　83.2％
中学校　80.5％	

（令和 6 年度）

小学校　85％
中学校　85％

「わからないことや詳しく知りたいことがあったときは、自
分で学び方を考え、工夫することはできていますか」に肯
定的回答をした児童生徒の割合

小学校　83.8％
中学校　79.0％	

（令和 6 年度）

小学校　85％
中学校　85％

基本方針 ２
地域や社会へ貢献しようとする態度や自己肯定感を育むため、特別活動*や地域貢献活動を充
実させます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

「自分にはよいところがありますか」に肯定的回答をした児
童生徒の割合

小学校　84.8％
中学校　82.2％	

（令和 6 年度）

小学校　85％
中学校　85％

「地域や社会をよくするために何かしてみたいと思います
か」に肯定的回答をした児童生徒の割合

小学校　83.3％
中学校　76.3％	

（令和 6 年度）

小学校　85％
中学校　85％

基本方針 ３
生涯にわたって運動に親しもうとする児童生徒を育むため、運動の楽しさを実感するきっかけ
となる環境を充実させます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

「運動することは好きですか」に肯定的回答をした児童生徒
の割合

小学校　89.8％
中学校　84.4％	

（令和 6 年度）

小学校　90％
中学校　90％

児童生徒の体力・運動能力が全国平均を上回った種目数
小学校　6種目
中学校　14種目	

（令和 6 年度）

小学校　15種目
中学校　15種目
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基本方針 ４
安心して子どもを生み育て、学ばせる幼児教育を提供します。

成果指標
指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10年後）

開園している市立幼稚園（幼稚園型認定こども園を含む）
の施設数

3 か所 
（令和 6年 4月） 3 か所

開園している私立幼稚園（幼稚園型認定こども園を含む）
の施設数

5 か所 
（令和 6年 4月） 5 か所

基本方針 ５
児童生徒の心身の健全な発達と食生活の改善に寄与する学校給食を安定的に提供します。

成果指標
指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10年後）

学校給食残菜*率 4.7％ 
（令和 5年度） 4.0％

主な部門別計画

・三原市教育振興基本計画（令和 7年 4月策定予定）
・第 4期三原市幼稚園・保育所等適正配置実施計画（令和 7年 3月策定）

幼稚園：創造力を育む学び合いの様子
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小学校：デジタルで広がる学び合いの様子

中学校：対話を通して深める学び合いの様子
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現状

⃝�国が示す GIGA スクール構想*の実現に向け、児童生徒一人 1 台の ICT*端末と校内 LAN*
を整備しましたが、ICT*端末などの機器は進化しているため、計画的な整備と更新が求め
られています。

⃝�築後 30 年～ 40 年が経過し、老朽化が進行した学校施設について、安全性や快適性を確保
するため、計画的な改修と修繕が求められています。

課題

⃝�新たな ICT*機器の整備や更新、維持管理のための財源や専門的な知識を有する人材を確保
する必要があります。

⃝�学校施設長寿命化計画の実行のための財源や技術職員の人材を確保する必要があります。

三原で生まれ、育ち、学んで良かったと思えるまち
政策 2-2　学校・就学前教育

施策 2-2-2　教育環境の整備・充実

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
教育の情報化に対応した ICT*機器が整備され、児童生徒が効果的に教育を受け、学
校施設において安全で快適な環境で学習している。

長寿命化工事で改修された中学校の体育館アリーナ 長寿命化工事で改修された小学校の校舎

基本目標２
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基本方針 １
教育の情報化に対応した ICT*機器の整備や更新を行い、必要な学校教材を整備します。

成果指標
指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10年後）

ICT*端末の整備率 100％ 
（令和 6年 5月） 100％

基本方針 ２
児童生徒の学習環境を整え、学校施設の安全性や快適性を確保します。

成果指標
指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10年後）

学校施設長寿命化計画の個別計画の進捗率 24％ 
（令和 6年 3月） 100％

主な部門別計画

・三原市学校教育情報化推進計画（令和 7年 3月策定）
・三原市学校施設長寿命化計画（令和 3年 2月策定）
・三原市教育振興基本計画（令和 7年 4月策定予定）

授業での ICT*端末の活用
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現状

⃝�人生 100 年時代*、超スマート社会*の進展など、社会が大きな転換点を迎え、生涯学習の
重要性が高まっており、リスキリング*や嗜好に対応した新たなメニューへの需要も高まっ
ています。

⃝�社会教育施設の経年劣化が進行し、空調の故障など、市民の利用に支障が生じる場合があり
ます。

課題

⃝�新しい需要への対応も含めて、生涯学習の機会と場を提供する必要があります。
⃝�施設の適切な管理・計画的な修繕を実施し、快適に学ぶ環境を維持する必要があります。

三原で生まれ、育ち、学んで良かったと思えるまち
政策 2-3　生涯学習、文化、スポーツ

施策 2-3-1　生涯学習の振興

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
生涯学習を希望する人が、希望する活動をすることができている。

市民大学（大学祭） 中央図書館

基本目標２
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基本方針 １
市民が生涯を通じて快適に生涯学習に取り組むことができる、機会と場を提供します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

生涯学習施設の利用者数 350,074 人	
（令和 5 年度） 330,000 人以上

みはら市民大学の学生数 1,131 人	
（令和 6 年度） 1,000 人以上

図書館における図書資料の市民一人当たりの貸出冊数 5.3 冊	
（令和 5 年度） 7.0 冊

中央公民館（発表会）

本郷生涯学習センター
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現状

⃝�家族形態の変容や価値観・ライフスタイルの多様化などにより、地域社会とのつながりや人
間関係が希薄になっています。

⃝�青少年が日常生活の中で学ぶべき自主性や社会規範など、社会生活を営む上で必要な能力を
学ぶ機会が少なくなっています。

⃝�インターネットの普及に伴い、SNS*やオンラインゲームなどの利用が増加し、それに伴う
トラブルや依存症の問題が深刻化しています。

⃝�社会生活を営む上での難しさや生きづらさを抱えた青少年が増加しています。

課題

⃝�学校と家庭、地域が連携し、子どもたちの学びやふれあいを支える環境づくりが必要です。
⃝�家庭や地域の教育力を高めるため、家庭教育についての学習機会の提供や助言体制を充実さ

せることが必要です。
⃝�青少年を有害情報から守るため、意識啓発活動などを通じて、メディアリテラシー*の向上

や規範意識の醸成が必要です。
⃝�課題を抱えた青少年やその家族の社会的孤立を防ぐため、一人ひとりに寄り添った支援が必

要です。

三原で生まれ、育ち、学んで良かったと思えるまち
政策 2-3　生涯学習、文化、スポーツ

施策 2-3-2　青少年の健全育成

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
学校・家庭・地域の連携が深まり、青少年が交流・体験活動等を通じて、自分たち
の住む場所への愛着を持ち、地域貢献の意識が高まっている。

基本目標２

199347-三原市長期総合計画.indb   58199347-三原市長期総合計画.indb   58 2025/03/24   10:27:552025/03/24   10:27:55



59

基
本
構
想

基
本
計
画

１

１

２

①

②

３

４

第
２
章　
施
策
の
内
容

２

参
考
資
料

基本方針 １
学校や家庭、地域が一体となって連携を深め、地域全体で子どもを見守り、育む環境づくりを
推進します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

「コミュニティ・スクール*や地域学校協働*活動等の取組
によって、学校と地域や保護者の相互理解が深まった」に
肯定的回答をした小学校の割合

70.0％	
（令和 6 年度） 100％

「コミュニティ・スクール*や地域学校協働*活動等の取組
によって、学校と地域や保護者の相互理解が深まった」に
肯定的回答をした中学校の割合

40.0％	
（令和 6 年度） 100％

基本方針 ２
地域や人とのふれあいの中で青少年を健全に育成できるよう、様々な体験活動や交流の機会を
提供し、社会参加を促進します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

「将来の夢や目標を持っていますか」に肯定的回答をした児
童の割合

80.9％	
（令和 6 年度） 85％

「将来の夢や目標を持っていますか」に肯定的回答をした生
徒の割合

66.0％	
（令和 6 年度） 70％

主な部門別計画

・みはらこども・子育て応援プラン（令和 7 年 3 月策定）

少年少女海外研修 学びのテーマパーク（プラネタリウム）
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現状

⃝�文化・芸術を楽しみ、活動に取り組む機会と場があると感じる市民の割合が減っています。

課題

⃝�絵画や音楽など文化芸術を鑑賞し、発表する機会を提供する必要があります。
⃝�興味関心を持つ人が増えるよう、体験する機会を提供する必要があります。
⃝�活動の拠点施設である芸術文化センター「ポポロ」で、多彩な鑑賞の場を提供する必要があ

ります。
⃝�三原市芸術文化センター「ポポロ」長寿命化計画に基づき、計画的に施設の適正な維持管理

をする必要があります。

三原で生まれ、育ち、学んで良かったと思えるまち
政策 2-3　生涯学習、文化、スポーツ

施策 2-3-3　文化・芸術の振興

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
市民が文化芸術の鑑賞・発表を楽しんでいる。

美術展覧会での作品解説 日本画の体験会

基本目標２
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基本方針 １
文化芸術の振興を図るため、絵画や音楽などを鑑賞・発表・体験する機会を提供します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

鑑賞機会（三原市美術展覧会・市民音楽祭・所蔵品展・ 
映画祭）の入場者数

3,820 人	
（令和 5 年度） 3,642 人以上

発表機会（三原市美術展覧会・市民音楽祭）の参加者数 568 人	
（令和 5 年度） 542 人以上

三原市美術展覧会・市民音楽祭などでの体験会への参加 
者数

34 人	
（令和 5 年度） 32 人以上

市民ギャラリー　ギャラリー 1･2 の入場者数 8,722 人	
（令和 5 年度） 8,315 人以上

芸術文化センター「ポポロ」の利用者数 24,089 人	
（令和 5 年度） 92,159 人

主な部門別計画

・三原市芸術文化センター「ポポロ」長寿命化計画（令和 2 年 3 月策定）

市民ギャラリー 「ポポロ」ホワイエでの催し
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現状

⃝�ほとんどスポーツをしていない人が 3 割を超え、特に 50 歳未満の実施頻度が低い状況です。
⃝�スポーツが嫌い、興味がない人の割合が 5 割を超えています。
⃝�スポーツ施設の老朽化などにより、快適にスポーツをする環境が整っていません。
⃝�全国レベルの大会やイベントが少なく、スポーツに興味を持ってもらう機会が少ない状況

です。
⃝�スポーツ少年団の活動団体数・団員数ともに年々減少している状況です。
⃝�高齢化やライフスタイルの多様化などにより、指導者の減少が続いています。

課題

⃝�それぞれのライフステージ*に応じて様々な関わり方でスポーツを体験する機会が必要です。
⃝�市民のニーズに応じて、気軽にスポーツに触れる機会が必要です。
⃝�多様化するスポーツニーズに応じて、施設や設備環境を整備する必要があります。
⃝�スポーツ大会の開催や合宿等の誘致を行う必要があります。
⃝�普段からスポーツに取り組んでいない子どもたちを中心に、いろいろなスポーツを体験でき

る場が必要です。
⃝�競技団体だけでなく、スポーツに関わる様々な人々との連携による活動を行う必要があり

ます。

三原で生まれ、育ち、学んで良かったと思えるまち
政策 2-3　生涯学習、文化、スポーツ

施策 2-3-4　スポーツの推進

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
スポーツに親しんでいる市民が増えている。

基本目標２
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基本方針 １
市民がライフステージ*に応じて、気軽にスポーツに親しむことができる環境を整えます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

公共スポーツ施設の利用者数 412,362 人	
（令和 5 年度） 422,000 人

基本方針 ２
普段からスポーツ・運動に取り組んでいない市民を含め、多くの市民に参加してもらうため、
スポーツに触れる機会を提供します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

観戦できるスポーツ大会の開催数（累計） 16 回	
（令和 6 年 3 月） 65 回

基本方針 ３
各種スポーツ関係団体などとの連携を強化し、指導者の育成などにより、誰もが気軽に、自分
にあったスポーツを見つけられるような環境を整えます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

新規資格取得指導者数（累計） 170 人	
（令和 6 年 3 月） 380 人

主な部門別計画

・三原市スポーツ推進計画（平成 29 年 4 月策定）

スポーツのテーマパーク ファンライド in さぎしま
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現状

⃝�健康づくりに関心はあっても、検診の受診や運動をせず、健康の維持・増進ができていない
人がいます。

⃝ �10 年以上、がん（悪性新生物）が死因別死亡者数の 1 位となっています。
⃝�自殺死亡者数は、年間 12 人～ 22 人の間で増減を繰り返しています。

課題

⃝�【栄養】適正体重を維持し、生活習慣病*や肥満・やせ・低栄養を予防する必要があります。
⃝�【運動】身体活動を増やし、将来にわたって健康を維持する必要があります。
⃝�【口腔】生涯、自分の歯で食事ができる口腔機能*を維持する必要があります。
⃝�がん検診*や特定健診*を受診することにより、疾病を早期に発見し、重症化を予防する必

要があります。
⃝�悩みを抱えている人に気づくことができる人材を増やし、自殺死亡者数を減らす必要があり

ます。

社会に調和し、安全・安心・快適に暮らせるまち
政策 3-1　健康、医療

施策 3-1-1　健康づくりの推進

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
健康づくりに取り組み、健康寿命*が延伸している市民が増えている。

ウオーキングイベント 未就学児の調理体験

基本目標３
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基本方針 １
食育、運動、歯と口の健康など、自分の健康に関心を持ち、健康づくりに取り組む市民を増や
します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

ＢＭＩ 18.5 以上 25.0 未満の人の割合 66.7％	
（令和 5 年度） 67.8％

食塩摂取量（男性） 10.1 ｇ	
（令和 5 年度） 7.5g

食塩摂取量（女性） 9.3g	
（令和 5 年度） 6.5g

1 回 30 分程度の運動を週 2 回、1 年以上している人の 
割合

41.3％	
（令和 5 年度） 50.0％

歯周疾患*検診受診率 21.3％	
（令和 5 年度） 30.0％

基本方針 ２
がん検診*、特定・基本健診の受診を推進し、生活習慣病*の発症・重症化を予防します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

大腸がん検診*受診率 5.9％	
（令和 5 年度） 60.0％

乳がん検診*受診率 18.6％	
（令和 5 年度） 60.0％

精密検査受診率（5 がん） 83.0％	
（令和 5 年度） 90.0％

特定健診*受診率 29.4％	
（令和 4 年度） 60.0％

基本方針 ３
支える人材の育成や相談体制の維持をするとともに、自殺対策など、生きづらさを抱える人を
支援します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

睡眠で十分に休養が取れている人の割合 75％	
（令和 5 年度） 80％

自殺者数 20 人	
（令和 4 年） 11 人

主な部門別計画

・第 2 期健康・食育みはらプラン（令和 6 年 3 月策定）
・第 9 期三原市高齢者福祉計画・介護保険事業計画（令和 6 年 3 月策定）
・第 7 期三原市障害者プラン（令和 6 年 3 月策定）
・第 3 期データヘルス計画（令和 6 年 3 月策定）
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現状

⃝�医師や看護師などの医療従事者の確保が困難になり、医療機関が減り、居住地域、時間、診
療科目によっては、身近な地域で必要な医療を受けることができない状況も生じています。

⃝�北部地域には病院がなく、世羅町に所在する世羅中央病院を中心とした医療圏で地域医療体
制が構築されています。

⃝�救急告示病院が 5 施設あり、二次救急*体制を担うとともに、休日夜間の一次救急*は三原
市医師会休日夜間急患診療所と在宅当番医制度*により実施されています。

⃝�少子化や医師不足などにより、市内の小児科が減少するとともに、分娩医療機関が減り、分
娩できる医療機関は 1 施設しかありません。

課題

⃝�住み慣れた地域で、必要な時に必要な医療を受けることができる体制を確保する必要があり
ます。

⃝�安心して子どもを産み育てるため、周産期・小児医療*の体制を維持する必要があります。
⃝�広域的な連携による質の高い医療を提供する体制を確保するとともに、急な病気やけがに身

近な地域で対応できるよう、市内の一次救急*、二次救急*の体制を維持する必要があります。
⃝�医療体制を維持するため、医師、看護師等の医療従事者を確保する必要があります。
⃝�世羅中央病院を中心とした北部地域の医療体制を維持する必要があります。

社会に調和し、安全・安心・快適に暮らせるまち
政策 3-1　健康、医療

施策 3-1-2　医療体制の維持

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
周産期・小児・救急・在宅医療等の体制が維持され、必要な医療サービスを受ける
ことができている。

基本目標３
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基本方針 １
安心して出産、子育てができる周産期・小児医療*体制を維持します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

出産取扱医療機関数 1 か所	
（令和 6 年 3 月） 1 か所

15 歳未満人口 10 万人当たりの小児科医数 81.6 人	
（令和 4 年 12 月） 81.6 人

小児科の昼間の初期救急医療体制の確保率 100％	
（令和 5 年度） 100％

基本方針 ２
急な病気やけがに身近な地域で対応できる救急医療体制を維持します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

休日・夜間の一次救急*医療体制の確保率 100％	
（令和 5 年度） 100％

二次救急*患者の圏域内（三原地区、世羅御調地区）医療
機関での受入れ率

88.9％	
（令和 5 年） 90.0％

基本方針 ３
地域で必要な時に必要な医療を受けることができる体制を維持します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

人口 10 万人当たりの医師数 212.0 人	
（令和 4 年 12 月） 212.0 人

人口 10 万人当たりの診療所数 58.3 か所	
（令和 6 年 4 月） 58 か所

小児医療（イメージ） 地域医療（イメージ）

199347-三原市長期総合計画.indb   67199347-三原市長期総合計画.indb   67 2025/03/24   10:27:592025/03/24   10:27:59



68

現状

⃝�地域福祉活動の担い手は高齢化、固定化する傾向にあり、人材の不足や活動意欲の低下を生
んでいます。

⃝�地域コミュニティが弱体化し、住民が主体となった地域福祉活動が停滞しています。
⃝�制度の狭間の課題や複雑・複合的な課題を抱えた世帯が増え、個別の支援機関では課題を解

決することが難しい事例が生じています。

課題

⃝�地域福祉活動を推進するため、活動に対する意識の醸成と、人材の確保が必要です。
⃝�住民主体の地域福祉活動を活性化させるため、地域住民がつながる場の設定や、見守りや支

え合い活動の創出を支援する必要があります。
⃝�高齢、障害、子ども、困窮などの支援機関が包括的に連携して対応していくため、多機関連

携の仕組みとコーディネート機能*を構築する必要があります。

社会に調和し、安全・安心・快適に暮らせるまち
政策 3-2　福祉、介護

施策 3-2-1　地域共生社会*の推進

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
地域福祉を支える人材育成や地域づくりが推進され、多機関が連携して課題解決に取
り組む包括的な支援体制が整い、市民が生活課題を抱え込むことがなくなっている。

重層的支援会議

基本目標３
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基本方針 １
地域の多様なつながりを育む人づくりのため、啓発や人材育成を推進します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

地域の担い手・リーダー養成研修会等の受講者数 235 人	
（令和 5 年度） 250 人

基本方針 ２
多様な担い手が助け合い、支え合う地域づくりのため、地域が主体となった福祉活動を推進し
ます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

第 2 層協議体*設置済団体数 11 団体	
（令和 6 年 3 月） 20 団体

基本方針 ３
全ての人が安心して暮らせる環境づくりのため、情報発信や相談体制の充実を推進します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

地域共生プラットフォーム*登録済団体数 23 団体	
（令和 6 年 12 月） 80 団体

基本方針 ４
全ての人への包括的な支援体制づくりのため、多機関協働*による取組を推進します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

個別支援ケースの終結人数 5 人	
（令和 5 年度） 5 人以上

支援会議による支援者の課題解決率 93％	
（令和 5 年度） 100％

主な部門別計画

・第 4 期三原市地域福祉計画（令和 6 年 3 月策定）
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現状

⃝�高齢者の社会参加の機会は、従来の体操や茶話会*など限られた選択肢にとどまっており、
多様化する価値観やライフスタイルに対応できていません。さらに、移動手段を持たない高
齢者が増加する中で、身体機能や認知機能の低下による移動の困難さは、社会参加への大き
な障壁となりつつあります。

⃝�高齢者の健康維持や社会からの孤立を予防するため、様々な活動を通じた社会参加を推進し
ていますが、コロナ渦の外出自粛により、身体活動量が低下したことや人とのつながりが薄
れたことで、体力の低下に加え、活動への参加意欲が低下しているおそれがあります。

⃝�家族が障害を抱えている、身寄りがない、生活に困窮しているなど、自身や家族では解決が
難しい課題を重複して持つ人や世帯が増えています。一方で、支援を提供する専門職は減少
しています。

⃝�認知症*に関する知識や理解は広がりつつありますが、依然として「自分には関係ない」と
感じたり、怖い病気というイメージを持ったりする人も多く、認知症*の人が安心して地域
で暮らせる社会は、まだ実現できていません。

⃝�一人暮らし高齢者世帯の増加に伴い、地域とのつながりが薄れ、災害時の避難など安心・安
全に備えることができていない人が多い状況です。

課題

⃝�高齢者が、健康を維持しながら、年齢や健康状態、生き方に対する価値観などに応じて自ら
活動を選び、参加できるよう、就労や趣味活動、地域活動などの活動の多様化と、人と活動
をつなぐ仕組みや移動手段の確保が必要です。

⃝�専門職と地域住民が連携し、複雑かつ複合的な課題を抱える高齢者や家族に対する相談体制
の強化と、住民主体の支え合いの仕組み、実行する体制の整備が必要です。

⃝�支援が必要な生活課題の内容に応じて、民間サービスや住民の支え合い活動などの非専門職
が提供できる支援と支援を要する人をマッチング*する仕組みが必要です。

社会に調和し、安全・安心・快適に暮らせるまち
政策 3-2　福祉、介護

施策 3-2-2　長寿社会対策の推進

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
高齢者が、生きがいを感じながら身体状況や価値観に応じて自分らしく活躍できて
いる。

基本目標３
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⃝�認知症*は誰もがなり得るものであり、認知症*の人の尊厳を保持しつつ、希望を持って暮
らすことができるよう、地域全体で認知症*の人を理解し、見守り、必要な支援を受けるこ
とができる地域づくりが必要です。また、認知症*の人の介護負担が大きく、当事者、家族
介護者ともに安心して暮らし続けられる環境の整備が必要です。

⃝�避難に支援を要する高齢者が、災害に備えることができるよう、福祉専門職と地域の防災組
織などが連携し、避難計画の作成や安全な地域づくりを進めることが必要です。

基本方針 １
一人ひとりの健康意識が高まり、できる限り健康を維持しつつ、身体状況に応じた社会活動に
参加できる地域づくりを進めます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

新規に要支援・要介護認定*を受ける人の平均年齢 82.5 歳	
（令和 5 年度） 84 歳

会、グループ活動に週 1 回以上参加する人の割合 40.1％	
（令和 4 年度） 60％

平均寿命の延伸を上回る健康寿命*の延伸
男性　－ 0.59 年
女性　－ 0.22 年	

（令和 4 年度）
0 以上

基本方針 ２
様々な困りごとを身近な場所で相談でき、医療・介護サービス*が必要になっても切れ目なく
支援を受けることができる体制を整備します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

要支援・要介護認定*者の居宅サービス利用割合 70.6％	
（令和 5 年度） 72.0％

家族や友人以外で相談相手がいる高齢者の割合 56.0％	
（令和 4 年度） 75.0％

基本方針 ３
人とのつながりの中で、孤立することなく安全・安心な暮らしを続けることができる地域づく
りを進めます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

要支援・要介護認定*者の居宅サービス利用割合 70.6％	
（令和 5 年度） 72.0％

一人暮らしの高齢者で心配事や愚痴を聞いてくれる人がい
る高齢者の割合

86.8％	
（令和 4 年度） 95.0％

主な部門別計画

・第 2 期健康・食育みはらプラン（令和 6 年 3 月策定）
・第 9 期三原市高齢者福祉計画・介護保険事業計画（令和 6 年 3 月策定）
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現状

⃝�障害のある人への権利侵害や虐待が発生しています。
⃝�精神障害者や重度化・高齢化した障害のある人が増えています。また、親の死亡や複雑化・

複合化した課題がある世帯などの支援ニーズに対応する体制が不足しているため、地域で生
活する障害のある人が増えていません。

⃝�障害のある子どもや人のニーズにあった療育*、教育体制が不足しています。
⃝�障害のある人の就労と雇用のために必要な情報が不足しているため、障害のある人で、働い

ている人が少なく、就労しても継続できない人が多くいます。
⃝�障害のある人が地域活動に参加するための支援や選択肢が少なく、地域活動に参加している

障害のある人が少ない状況です。
⃝�障害のある人が地域で自立して暮らすイメージを持てないことで、家族以外との暮らしを考

える人が少ない状況です。
⃝�インフラやサービスが整っていないため、障害がある人が外出時に困ることや不便なことが

あります。
⃝�障害のある人で、防災の備えをしていない人が多く、災害時の障害のある人への支援体制が

構築されていないため、迅速な避難や避難先で必要な支援が受けられない状況です。
⃝�障害福祉サービスで満たすことができないニーズがありますが、地域のボランティア*や

NPO*などによる障害のある人を地域で支え合う体制が整っていない状況です。

課題

⃝�社会全体で障害のある人に対する理解を深める必要があります。子どもたちは、障害のある
子もない子もお互いを理解して尊重し、様々な人と助け合い、支え合って生きていくことを
学ぶ必要があります。また、障害のある人の権利を守るための法律や制度を周知する必要が
あります。

社会に調和し、安全・安心・快適に暮らせるまち
政策 3-2　福祉、介護

施策 3-2-3　障害者福祉の充実

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
相談やサービスなどの支援体制が充実し、障害のある人の権利が守られ、療育*や教
育、就労、スポーツ、文化芸術活動などの場で能力を発揮し、安心して生活できている。

基本目標３

199347-三原市長期総合計画.indb   72199347-三原市長期総合計画.indb   72 2025/03/24   10:28:002025/03/24   10:28:00



73

基
本
構
想

基
本
計
画

１

１

２

①

②

３

４

第
２
章　
施
策
の
内
容

２

参
考
資
料

⃝�障害のある人が地域で生活するための相談支援体制や居住の場、適切な支援を整える必要が
あります。

⃝�障害のある子どもや人のニーズに対応できる療育*体制と教育支援、就学・教育相談を含む
教育体制を充実させる必要があります。

⃝�障害のある人の就労と雇用のための相談支援を充実させ、障害者雇用の促進と就労定着支援
を強化し、障害者が希望する仕事に就くことができる体制を充実させる必要があります。

⃝�障害のある人が社会活動に参加できる体制や機会を充実させる必要があります。
⃝�障害のある人が主体的に生活を営めるよう、意思決定を支援する体制と地域で生活する体験

の機会を充実させる必要があります。
⃝�ユニバーサルデザイン*に配慮した生活環境を整備する必要があります。
⃝�障害のある人が外出するための移動手段や移動支援を充実させる必要があります。
⃝�防災についての啓発や情報提供を充実させる必要があります。
⃝�災害時に障害のある人が迅速に避難でき、避難先で支援が受けられる態勢を構築する必要が

あります。
⃝�福祉団体やボランティア*団体、市民活動団体に加え、地域の企業や地域住民とも協働*し、

個別ニーズに対応した福祉活動を推進する必要があります。また、活動の情報提供や啓発を
行い、市民が活動に参加しやすい体制を整える必要があります。

基本方針 １
障害のある人や障害について、皆が理解して行動し、尊重し合いながら共生する社会の実現に
向けて、市民の障害に対する理解の促進や、差別解消、虐待防止など、権利擁護のための取組
を進めます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

障害者福祉に関する出前講座の参加者数 79 人	
（令和 5 年度） 300 人

障害者虐待防止研修に参加し、理解が深まった人の割合 100％	
（令和 5 年度） 100％

基本方針 ２
障害のある人やその家族が安心して地域で暮らしていくための体制づくりとして、相談支援体
制や各種福祉サービスを充実させます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

障害福祉サービスのグループホーム*の月平均利用者数 128 人	
（令和 5 年度） 154 人

障害者福祉サービスの相談支援事業所への相談件数 17,267 件	
（令和 5 年度） 19,071 件

コミュニケーションに困難さを感じる障害者の割合 55.7％	
（令和 5 年度） 44.7％

地域生活支援拠点事業所数 8 か所	
（令和 6 年 3 月） 11 か所

医療的ケア児コーディネーター*数 2 人	
（令和 6 年 3 月） 5 人
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基本方針 ３
障害のある人が自己選択・自己決定に基づいて生活できるよう、スポーツや芸術文化活動など
社会活動しやすい環境づくり、障害の状況に応じた療育*・教育体制づくり、就労支援の強化
に取り組みます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

児童通所支援事業所数 23 事業所	
（令和 6 年 3 月） 26 件

障害者の就労体験者数 16 人	
（令和 5 年度） 38 人

地域活動支援センターの延べ利用件数 8,367 人	
（令和 5 年度） 9,766 人

障害者スポーツ教室参加者数 1,830 人	
（令和 5 年度） 1,900 人

自立生活体験事業の利用件数 0 件	
（令和 5 年度） 5 件

基本方針 ４
障害のある人が地域で安心して生活できるよう、地域住民が地域で支え合う活動の促進や、災
害時の支援体制づくり、まちのバリアフリー*化に取り組みます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

障害者優待乗車証の利用回数 78,855 回	
（令和 5 年度） 79,075 回

障害者の地域行事への参加率 50.6％	
（令和 5 年度） 60.1％

主な部門別計画

・第 7 期三原市障害者プラン（令和 6 年 3 月策定）

手話奉仕員養成講座
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障害者スポーツフェスティバル（ボッチャ大会）

障害者プラン策定ワークショップ
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現状

⃝�高齢化の進行により、介護期間の長期化、医療費・介護費等が増加することに伴い、生活へ
の負担が増加します。

⃝�高齢化の進行と医療の高度化による医療費の増加に伴い、国民健康保険と後期高齢者医療の
被保険者一人当たり医療費は増加傾向にあるため、国民健康保険税や後期高齢者医療保険料
が上昇しています。

⃝�継続的に収入額以上の支出をしてしまうなど、金銭管理に問題を抱えていることから、生計
の維持が困難となり、生活困窮状態となっている人がいます。

⃝�就職や就労継続に必要な基礎学力が修得できていないことや学校や会社などの組織に継続し
て所属することができないことから、困窮状態が世代間にわたり連鎖し、生活困窮状態となっ
ている人がいます。

⃝�就労意欲が減退していたり、就労能力に問題を抱えていることから、生活保護被保護者の不
就労期間が長期化し、生活保護からの自立に至っていない人がいます。

⃝�生活保護被保護者の病識がないことや通院が継続しないことから、初診時には既に症状が重
くなっており、生活保護医療扶助額が高額となるため、生活保護からの自立に至っていない
人がいます。

課題

⃝�財源を確保し、収支の均衡を図るため、保険税率等を適切に決定し、適正に賦課・徴収する
必要があります。

⃝�生活困窮者が景気や物価変動に影響を受けず、安定的に生計を維持するためには、適切な金
銭管理が行えるように支援する必要があります。

⃝�世帯内の世代にわたる困窮の連鎖をくい止める必要があります。
⃝�自立するためには就労し、安定した収入を得られるようにする必要があります。
⃝�生活保護被保護者の安定した生活や生活保護からの自立のためには、健康を保てるように支

援する必要があります。

社会に調和し、安全・安心・快適に暮らせるまち
政策 3-2　福祉、介護

施策 3-2-4　社会保障制度の適正な運営

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
社会保障制度が健全に運営され、市民の生活が守られている。

基本目標３
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基本方針 １
医療費の適正化と保険料等の収入率を向上させることにより、医療保険制度の安定的な運営に
努めます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

国民健康保険税の現年度分収入率 95.2％	
（令和 5 年度） 96.1％

基本方針 ２
生活困窮世帯が抱えている課題に沿った支援を行います。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

「自立相談支援センターみはら」における相談を通じて問題
の解消や改善につながった人の数

12 人	
（令和 5 年度） 15 人

学習支援事業への参加者のうち志望校合格者数 4 人	
（令和 5 年度） 10 人

住居確保給付金の給付により住居喪失のおそれがなくなっ
た世帯の数

6 世帯	
（令和 5 年度） 17 世帯

家計改善支援を通じて問題の解消や改善につながった人 
の数

3 人	
（令和 5 年度） 5 人

基本方針 ３
生活保護世帯の健康で文化的な生活を支援し、その自立を促進します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

生活の自立により生活保護を脱した世帯数 17 世帯	
（令和 5 年度） 20 世帯

基本方針 ４
介護保険サービスの確保や給付費の適正化事業等の強化により、将来にわたって持続可能な制
度の運営に努めます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

介護保険料の現年度分収入率 99.80％	
（令和 5 年度） 99.22％以上

計画内給付率 89％	
（令和 5 年度） 100％以下

介護助手導入事業実施事業所の割合 0.02％	
（令和 6 年 3 月） 50％

主な部門別計画

・第 9 期三原市高齢者福祉計画・介護保険事業計画（令和 6 年 3 月策定）
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現状

⃝�全国で自然災害が激甚化*・頻発化しており、新たな災害の発生によって、災害対応の教訓
が追加されてきています。

⃝�平成 30 年 7 月豪雨災害の発生により市民の防災意識は高まりましたが、依然として、避難
所への避難者数は低迷しており、避難行動を取らない市民もいます。

⃝�地域住民が「自分たちの地域は自分たちで守る」という意識に基づき、自主的に設立する自
主防災組織*は地域防災力の要ですが、設立されていない地域があり、また、設立されてい
ても活動していない組織があります。

課題

⃝�将来の大規模災害の発生に備え、全職員が災害対応力を向上させるための学習機会の充実や
課題解消する仕組みづくりを行う必要があります。

⃝�災害が発生した際に効果的・効率的に対応するため、市、市民、自主防災組織*などが連携
した各訓練を実施する必要があります。

⃝�市民や自主防災組織*等が災害について正しく学び、自分事として考え、適切な避難行動が
行えるよう、防災意識を高める機会を拡大する必要があります。

⃝�自主防災組織*の未設立地域を解消する必要があります。
⃝�自主防災組織*の役員の交代などによって活動が停滞しないよう、自主防災組織*運営の気

運の醸成や活動を担う人材の育成などを行う必要があります。

社会に調和し、安全・安心・快適に暮らせるまち
政策 3-3　防災・減災

施策 3-3-1　災害対応力の強化

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
災害時には、市民一人ひとりが避難行動をとり、命を守るという考えが浸透している。

基本目標３
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基本方針 １
万が一、災害が発生しても、適切な避難情報の発令や円滑な避難所運営、迅速な受援体制の構
築など、被害が最小限となるよう、市の災害対応力を高めます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

職員災害対応訓練の実施回数 6 回	
（令和 5 年度） 10 回

基本方針 ２
市民が避難すべき時に適切な避難行動をとることができるよう、避難情報を伝達する設備や体
制、避難所、備蓄品などの避難環境の維持と充実に取り組みます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

避難情報の取得手段保有率 93％	
（令和 5 年度） 100％

基本方針 ３
市民や自主防災組織*の防災・減災に対する意識を高め、「自分の命は自分で守る」という考
えを浸透させるため、自主防災組織*の未設立地域の解消を進め、自主防災組織*の活動が自
律的に行われるよう、活動を支援します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

自主防災組織*の組織率 75％	
（令和 6 年 3 月） 80％

自主防災組織*の防災訓練実施率 69％	
（令和 5 年度） 80％

市民の防災意識浸透度 （今後調査） 50％

主な部門別計画

・三原市地域防災計画（平成 17 年 6 月策定、令和 6 年 9 月修正）
・三原市国民保護計画（平成 19 年 1 月策定、平成 30 年 5 月修正）
・三原市国土強靭化地域計画（令和 3 年 3 月策定）
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現状

⃝�老朽化した社会インフラの不具合の増加に対応できず、機能に支障が生じることが見込まれ
ます。

⃝�雨水排水施設・設備の整備が進んでいない地区があるため、浸水被害が発生するおそれがあ
ります。

⃝�土砂災害警戒区域*内に多くの人家があり、危険な状態にあります。
⃝�豪雨により、浸水や護岸崩壊などの災害が発生しています。
⃝�近い将来の巨大地震の脅威が顕在化しています。
⃝�海岸背後の市民や事業者の人命や財産に対する被害が繰り返し発生しています。
⃝�南海トラフ*巨大地震等に伴う津波が発生した場合、更に大きな被害が発生するおそれがあ

ります。

課題

⃝�持続可能な社会インフラのメンテナンスサイクル*を確立する必要があります。
⃝�雨水対策がとれていない未整備地区において、早急に整備を進める必要があります。
⃝�防災拠点や住宅密集地の保全を優先し、急傾斜地が崩壊しないように対策する必要があります。
⃝�広島県が施行する砂防事業*の拡充を、継続して要望する必要があります。
⃝�地域の幹川流路*の整備や老朽化した護岸の改修を継続して実施する必要があります。
⃝�施設能力を超過する洪水に備え、流域のあらゆる関係者で水災害対策を推進する「流域治

水*」の考え方に基づき、防災・減災に取り組む必要があります。
⃝�地震による被害の軽減とレジリエンス*を向上させるため、建築物の耐震化や避難路の確保

を進める必要があります。
⃝�海岸の総延長が長く、また、海岸保全施設の整備を必要とする区間が多くあり、事業の効果

を早期に発現させるためには、整備を途切れることなく推進する必要があります。

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
官民の維持管理体制が構築され、災害に強く、持続可能な社会インフラの整備が進
んでいる。

社会に調和し、安全・安心・快適に暮らせるまち
政策 3-3　防災・減災

施策 3-3-2　災害に強いまちの構築

基本目標３
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基本方針 １
浸水による被害から市民の生命・財産を守るため、関係者が協働*して取り組み、浸水による
被害を最小限に抑えます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

公共下水道事業計画区域*における雨水排水施設の整備率 82.9％	
（令和 6 年 3 月） 95.1％

市管理河川の整備完了箇所数（令和 4 年度以降の累計） 25 か所	
（令和 6 年 8 月） 50 か所

基本方針 ２
がけ崩れ等から市民の生命・財産を守るため、急傾斜地崩壊対策を実施します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

急傾斜地崩壊対策（市施行）の整備完了地区数（令和 5 年
度以降の累計）

0 地区	
（令和 6 年 3 月） 6 地区

小規模崩壊地復旧の整備未完了地区数 5 地区	
（令和 6 年 3 月） 0 地区

基本方針 ３

持続可能な社会インフラメンテナンスの実現のため、地域の社会インフラを群として捉え、メ
ンテナンスを含めた地域の社会インフラのあるべき姿を定め、効率的・効果的にマネジメント
を行います。

成果指標
指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

社会インフラ（河川等）の不具合に関する通報受付件数 274 件	
（令和 5 年度） 205 件

基本方針 ４
国や県と連携し、護岸や堤防などの海岸保全施設の整備を促進します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

高潮対策事業（松浜地区）の整備率 73.2％	
（令和 6 年 3 月） 100％

高潮対策事業（内港地区）の整備率 0.0％	
（令和 6 年 3 月） 100％
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基本方針 ５
地震による被害を軽減するため、住宅などの建築物の耐震化を促進します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

住宅の耐震化率 78.5％	
（令和 2 年度） 99%

広域緊急輸送道路*における通行障害既存耐震不適格建築
物*の件数

11 件	
（令和 6 年度） 0 件

基本方針 ６
災害の発生により被災した施設については、速やかな復旧に努めます。

主な部門別計画

・三原市下水道事業経営戦略（平成 28 年 12 月策定、令和 4 年 9 月改定）
・三原市雨水排水ポンプ場耐水化基本計画（令和 4 年 3 月策定）
・三原市耐震改修促進計画（三期計画）（令和 3 年 3 月策定）

味潟雨水排水ポンプ場 高潮対策事業（松浜地区）の工事の様子
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河川改良（前谷川）

木造住宅耐震化の啓発
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現状

⃝�火災予防広報を行っていますが、逃げ遅れによる住宅火災の死者が発生しています。
⃝�消防用設備未設置などの重大違反対象物*が複数存在しているため、いざ火災が発生したと

きに、市民の生命や財産を十分に守ることができないおそれがあります。
⃝�車両や資機材が耐用年数を経過しているものがある中、広い管内で消防活動を行っているた

め、市民サービスが行き届かない可能性があります。
⃝�指令センターでは、年間約 2.2 万件の受信件数があり、災害時には受信が集中するため、

職員の技術だけでなく、設備の受信処理能力も求められています。そのため、機器の改修や
更新を繰り返す必要があります。

⃝�古い防火水槽ほど地震による被害で使用不能となるおそれがありますが、管内には耐用年数
50 年を超える防火水槽が約 40 基あります。また、消防水利*が不足しているにもかかわ
らず、水利不足が懸念されている地域に公有地がなく、用地の確保は困難な状況に直面して
います。

⃝�救急車の適正な利用がされていないことや超高齢社会*を迎えていることにより、救急出場
件数が増加しています。

⃝ �NBC 災害*や大規模災害に対する消防力*がハード・ソフトの両面で不足しているため、
市民の安全を十分に確保することができないおそれがあります。

⃝�消防団員が年々減少しており、災害への対応力が低下するおそれがあります。

課題

⃝�住宅用火災警報器*や感震ブレーカー*の設置など、市民の住宅防火意識を高める必要があり
ます。

⃝�違反状態が長期化している重大違反対象物*があり、市民の安全が脅かされているため、違
反処理規程などを整備し、是正を推し進める必要があります。

⃝�広い管内面積と限られた財源の中で消防体制を維持するためには、消防力整備計画と消防団
施設整備計画に基づく計画的な車両や資機材の更新が必要です。

社会に調和し、安全・安心・快適に暮らせるまち
政策 3-4　生活の安全安心

施策 3-4-1　消防・救急体制の整備

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
消防・救急活動が迅速・確実に行われ、市民の安全と安心が守られている。

基本目標３
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⃝�災害時には 119 番の受信が鳴りやまない状態となることから、設備の受信能力や職員の処
理能力を維持・向上させるため、大規模災害発生時に指令システム停止などの重大障害を防
ぎ、消防・救急活動を停滞させないシステムを構築することが必要です。

⃝�近い将来、大規模災害が発生した場合でも、確実に取水する必要があるため、消防水利整備
計画に基づき、大規模災害に備えた消防水利*などの充実が必要です。

⃝�広報や救命講習を通じて啓発するなど、救急車が適時・適切に利用されるようにする必要が
あります。

⃝�消防力整備計画や消防団施設整備計画、三原市消防本部受援計画に基づき、大規模災害に対
する備えを更に強化する必要があります。

⃝�大規模災害の発生が危惧される中、災害対応能力の強化のため、消防団と消防隊の連携訓練
の実施や、消防団員の活動環境の整備が必要です。

基本方針 １
火災を未然に防ぐとともに火災の被害を最小限にするために、市民や事業所の防火意識向上の
ための啓発や住宅用火災警報器*の設置など、火災予防対策に取り組みます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

住宅用火災警報器*の設置率 83％	
（令和 5 年度） 93％

消防用設備未設置などの重大違反対象物*の件数 16 件	
（令和 6 年 3 月） 0 件

立入検査の是正率 47％	
（令和 5 年度） 70％

消防用設備の点検実施報告率 63％	
（令和 5 年度） 75％

基本方針 ２
火災・救急事案発生時の迅速で効果的な消防・救急活動のため、救急救命士*などの隊員の育
成や設備・機器の整備など、消防・救急体制を整えます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

消防水利*の充足率 78.7％	
（令和 6 年 3 月） 80.0％

消防団員が定数に対して充足している方面隊*の数 0 方面隊*	
（令和 6 年 10 月） 4 方面隊*

救急救命士*の現員数 41 人	
（令和 6 年 3 月） 46 人
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基本方針 ３
火災・救急事案の発生時に迅速かつ確実に消防・救急活動が行えるよう、地域や関係機関との
連携を強化し、現場での活動を想定した訓練により、隊員や団員などの技術を高めます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

各種救命講習受講者数（累計） 76,162 人	
（令和 6 年 12 月） 93,000 人

119 番通報から 30 分以内に鎮火した建物火災率 38％	
（令和 6 年） 44％

消防署と消防団の連携訓練実施回数 5 回	
（令和 5 年度） 10 回

大規模災害対応訓練実施・参加回数 3 回	
（令和 5 年度） 8 回

入電から指令を出すまでに要した時間 136 秒	
（令和 6 年） 120 秒

主な部門別計画

・第 3 期三原市消防力整備計画（令和 7 年 3 月策定）
・三原市消防本部消防水利整備計画（平成 28 年 10 月策定、令和 6 年 3 月改定）
・尾道三原消防指令センターに係る更新計画（令和 6 年 3 月策定）
・三原市消防団施設整備計画（平成 21 年 2 月策定、令和 6 年 10 月改定）
・三原市消防本部受援計画（令和 7 年４月策定予定）

   

消防本部庁舎 住宅用火災警報器*啓発イラスト
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住宅用火災警報器*の取付けサポ－ト

被災地への職員派遣
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現状

⃝�刑法犯認知*件数は減少傾向にあるものの、SNS*の普及により重要犯罪や重要窃盗犯の手
口は巧妙化・悪質化し、新たな手口も次々と生まれています。

⃝�匿名・流動型犯罪グループ*の犯行など、近年の侵入犯罪は手口が巧妙化・凶悪化し、市民
の不安は増大しています。

⃝�交通事故件数は減少傾向にあるものの、令和 5 年は人身・物損事故ともに前年から増加し、
それに伴い、死者・負傷者数も増加しています。

⃝�高齢化率の上昇に伴い、高齢歩行者の道路横断中の事故や高齢運転者の交通事故の割合が増
加しています。

⃝�通学路には狭い道路や見通しの悪い交差点など、児童生徒にとって危険な箇所があります。

課題

⃝�犯罪に遭わないために、若年層に対しては SNS*やメール配信、告知放送、町内放送、市ホー
ムページなどを活用し、高齢者世帯に対しては、自治会や民生委員・児童委員、高齢者相談
センターなど、直接関わりのある支援者を通じた啓発活動が必要です。

⃝�新しい悪質な侵入犯罪の手口を市民に対して周知し、防犯意識を向上させることや、市民自
身でできる住宅の防犯対策や自治会等が行う地域の防犯対策を支援することにより、自助・
共助・公助*の防犯対策を強化し、市全体の犯罪抑止力を向上させる必要があります。

⃝�未就学児から高齢者まで、歩行者・自転車・自動車がともに安全・安心で快適に通行できる
道路環境を整備する必要があります。

⃝�加齢に伴う身体機能の変化が自動車の運転や歩行時の安全確認等に及ぼす影響を、高齢者と
若年層に正しく理解してもらい、社会全体で高齢者の事故防止に努める必要があります。

⃝�学校・警察・道路管理者などの関係者が継続的に通学路の点検を行い、連携して通学路の安
全確保に向けた取組を行う必要があります。

社会に調和し、安全・安心・快適に暮らせるまち
政策 3-4　生活の安全安心

施策 3-4-2　防犯活動・交通安全対策の推進

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
重要犯罪や重要窃盗犯を中心とする犯罪件数や人身事故を中心に交通事故件数が減
少している。

基本目標３
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基本方針 １
地域の犯罪抑止力向上に向け、地域、市民や関係機関と連携し、効果的・効率的な防犯対策を
実施します。

成果指標
指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10年後）

防犯灯設置済灯数 9,072 灯 
（令和 6年 3月） 9,372 灯

地域の防犯カメラ設置済台数 91 台 
（令和 6年 3月） 121 台

基本方針 ２
学校・警察などの関係者と連携し、歩行者・自転車・自動車が安全・安心で快適に通行できる
道路環境を整えます。

成果指標
指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10年後）

市内小・中学校における交通安全教室の実施校数 26 校 
（令和 6年度） 30 校

交通事故発生件数に占める高齢運転者の割合 30.7% 
（令和 5年） 30.7% 以下

自転車通行空間の整備率 0％ 
（令和 6年 10月） 30％

交通安全教室 地域の防犯カメラ
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現状

⃝�市民が日常生活を送る上での心配事は多様化・複雑化しており、市役所への相談内容はます
ます専門的になり、解決できないものも多くあります。

⃝�狂犬病*ウイルスは、人にも感染し、発症するとほぼ 100％が呼吸障害などによって死亡す
ると言われています。近年、日本において狂犬病*は発生していませんが、他国では依然と
して発生しており、常に国内への侵入のおそれがあります。

⃝�生活衛生関係施設*においては、旅館業法、公衆浴場法、理容師法、美容師法などの関係法
令に則って自主的に衛生管理がされています。

⃝�商品やサービスの契約に関するトラブルや、なりすまし、架空請求、還付金などの特殊詐欺
が増加傾向にあります。

課題

⃝�市民の高度化する相談内容に対しても、適切な相談先を紹介するなど、円滑な解決に向けて
取り組む必要があります。

⃝�狂犬病*発生を予防するため、犬の飼い主に対して、飼い犬の市への登録と毎年の狂犬病*
予防注射実施の徹底を求めていく必要があります。

⃝�関係法令等に則って監視指導を実施することにより、生活衛生関係施設*における衛生管理
を徹底させる必要があります。

⃝�国民生活センター、国や県などの関係機関と連携し、迅速で的確な情報提供や、消費生活能
力を高めるための啓発活動などの充実に取り組む必要があります。

社会に調和し、安全・安心・快適に暮らせるまち
政策 3-4　生活の安全安心

施策 3-4-3　消費者・生活者の安心の確保

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
消費者トラブルや生活の心配事がスムーズに解決するなど、安心して生活できて
いる。

基本目標３
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基本方針 １
無料法律相談や一日総合相談の開催など、複雑化する市民の心配ごとに応じた相談窓口の設置
や他機関の相談窓口を紹介することにより、解決に向けたサポートを行います。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

相談件数のうち、解決した又は他機関等の相談窓口へ引き
継いだ件数の割合

95.7％	
（令和 5 年度） 100％

基本方針 ２
狂犬病*予防の必要性や野良犬・野良猫対策の重要性を周知することにより、狂犬病*が発生
しない環境を整えます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

狂犬病*予防注射接種率 70.7％	
（令和 5 年度） 71％

基本方針 ３
計画的に監視指導を実施し、生活衛生関係施設*の衛生管理を徹底します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

生活衛生関係施設*の監視指導の実施率

旅館・公衆浴場等
48.4％

理・美容等
3.0％	

（令和 5 年度）

旅館・公衆浴場等
100％

理・美容等
20％

生活衛生関係施設*におけるレジオネラ症等発生件数 0 件	
（令和 5 年度） 0 件

基本方針 ４
市民の消費生活能力の向上を図るため、消費生活センター*の運営や、消費者への迅速で的確
な電子商取引*や様々な詐欺に関する情報提供、出前講座などによる啓発を行います。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

消費生活相談件数 577 件	
（令和 5 年度） 577 件

消費者問題関連の啓発件数 15 件	
（令和 5 年度） 25 件

消費生活相談件数のうち、解決策を提示できた件数の割合 97.9％	
（令和 5 年度） 98％
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現状

⃝�里地・里山、水辺などを整備する人や団体などが減少し、自然環境の荒廃が進んでいます。
⃝�路上などへのごみのポイ捨てが後を絶たず、生活環境に悪影響を与えています。
⃝�地球温暖化に対する取組について、自分事として認識していない市民や事業者が存在してい

ます。

課題

⃝�市民一人ひとりの環境に対する意識を醸成し、環境整備を行う人や団体を増やす必要があり
ます。

⃝�パトロールの強化や SNS*などを活用した啓発など、ごみのポイ捨てをなくすために取り組
む必要があります。

⃝�地球温暖化に対する取組を自分事として認識してもらうために、市民や事業者に対する周知
や啓発を行う必要があります。

社会に調和し、安全・安心・快適に暮らせるまち
政策 3-5　環境

施策 3-5-1　環境保全と脱炭素の推進

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
市全体で地球温暖化防止の取組が進み、ごみのポイ捨てをする人が減っている。

みはら環境写真・絵画コンテスト 2024 特選作品

基本目標３
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基本方針 １
環境問題に関する正しい知識を広め、市民や事業者の意識と行動を変えるための啓発活動を推
進します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

みはら環境写真・絵画コンテストへの応募件数 698 件	
（令和 5 年度） 700 件

ＪＲ三原駅周辺の市街地でのごみ（ポイ捨て）の収拾量 4,127 個	
（令和 5 年度） 3,000 個

基本方針 ２
2030 年度までに二酸化炭素排出量を 2013 年度比 50％削減するために、三原市地球温暖化
対策実行計画に基づき、省エネルギーや再生可能エネルギーの導入と利用を促進し、2050 年
度までに二酸化炭素排出量実質ゼロの実現をめざします。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

二酸化炭素排出量の削減率（2013 年度比） 29.5％	
（令和 3 年度） 60％

市内全域の太陽光発電設備の設備容量（ただし、FIT/FIP
制度*の認定設備に限る。）

120MW	
（令和 5 年 3 月） 440MW

公共施設等の太陽光発電設備の設備容量 131kW	
（令和 6 年 3 月） 335kW

主な部門別計画

・第 2 次三原市環境基本計画改定版（令和 4 年 3 月策定）
・三原市地球温暖化対策実行計画（令和 6 年 10 月策定）

三原市ゼロカーボンシティ宣言

199347-三原市長期総合計画.indb   93199347-三原市長期総合計画.indb   93 2025/03/24   10:28:082025/03/24   10:28:08



94

現状

⃝�循環型社会*形成の推進には、①ごみの排出量を減らす。②適正に分別されたごみを適切に
収集運搬、中間処理、最終処分を行う。③受け入れたごみを中間処理後に資源としての再生
利用を促進する。④中間処理後の副産物（灰など）の最終処分量を減らす。この 4 点が重
要です。

⃝�ごみの総排出量は人口減少に伴い減少傾向であり、市民一人 1 日当たりの排出量も減少傾
向ですが、市民などにごみ減量化の必要性や方法が十分に浸透していないため、水分の多い
調理くずやまだ使える物などがごみとして排出されています。

⃝�令和 2 年 10 月に分別体系を変更し、変更後の分別体系が市民に定着したことにより、変更
前より分別不良の指導件数は減少していますが、再生可能な古紙類や手付かずの食品などが
もやすごみとして排出されています。

⃝�市と収集運搬事業者が緊密に連携し、適切な収集運搬を安定的に行っています。
⃝�清掃工場、不燃物処理工場、最終処分場、汚泥再生処理センターにおいて、適切な中間処理

と最終処分を行っています。なお、各施設は適切な維持管理、補修、整備を行っていますが、
経年数に相当する老朽化が進んでいます。

⃝�不燃物処理工場の更新に伴う施設能力の向上及び処理工程の改善や店頭回収での回収量の増
加が再資源化率の増加要因となっている一方、新聞・雑誌の発行部数の減少や資源物の軽量
化などの減少要因もあり、再資源化率は大きく変化していません。

⃝�ごみを焼却した後に発生する灰の最終処分量を削減するためのリサイクルを行う手法はあり
ますが、費用対効果の観点から埋立処分を行っています。なお、三原市一般廃棄物*最終処
分場の延命化を目的として、平成 28 年度から焼却灰などは外部へ搬出しています。

課題

⃝�環境配慮に対する意識を醸成するため、ごみの減量化と資源の再生利用の必要性（3R*の推
進）などに関して、市民、事業者への周知・啓発を継続的に実施する必要があります。

社会に調和し、安全・安心・快適に暮らせるまち
政策 3-5　環境

施策 3-5-2　循環型社会*の形成

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
ごみの排出から処理までの各段階で、市民・事業者・市が 3R*の考えを重視した
行動を取ることにより、ごみの減量化と再資源化が進んでいる。

基本目標３
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⃝�古紙類などの直接資源化が可能な品目を、市民、事業者にとって出しやすい環境を整える必
要があります。

⃝�食品ロス*対策やリユースを促進するための仕組みを構築する必要があります。
⃝�ごみ排出困難者への支援を継続するとともに、分別指導の支援を検討する必要があります。
⃝�適切な時期に一般廃棄物*処理手数料の改定を検討する必要があります。
⃝�安定的な収集運搬体制を確保することにより、ごみステーションに排出されるごみの収集運

搬を継続する必要があります。
⃝�各施設の機能を最大限に発揮し、一般廃棄物*の中間処理と最終処分を安定的に継続する必

要があります。
⃝�将来にわたり安定的な一般廃棄物*処理を継続するため、循環型社会*の形成に資する次期

処理施設について、方向性の検討と施設の整備を行う必要があります。

基本方針 １
ごみの減量化や再資源化を促進するため、ペットボトルやプラスチック類の処理、食品ロス*
対策、古紙類のリサイクルなどの在り方の検討・実施や、地域や学校、事業所のごみの減量化
や再資源化の活動の支援などを行います。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

市民一人当たりの家庭ごみ排出量 518g/ 人日	
（令和 5 年度） 518g/ 人日以下

事業所ごみの排出量 11,467 トン	
（令和 5 年度） 11,467 トン以下

再資源化率 15.0％	
（令和 5 年度） 15.0％以上

最終処分量 3,915 トン	
（令和 5 年度） 3,915 トン以下

基本方針 ２
安定的な体制による一般廃棄物*の収集運搬を実施し、清掃工場などの各施設の機能を最大限
に発揮するための施設・設備の維持管理や長寿命化、更新を行い、一般廃棄物*の安定的処理
を継続します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

一般廃棄物*処理施設の受入停止日数 0 日	
（令和 5 年度） 0 日

主な部門別計画

・第 2 次三原市一般廃棄物処理基本計画（令和 4 年 3 月策定）
・三原地域循環型社会形成推進地域計画（令和 3 年 12 月策定、令和 4 年 3 月改定）

199347-三原市長期総合計画.indb   95199347-三原市長期総合計画.indb   95 2025/03/24   10:28:082025/03/24   10:28:08



96

現状

⃝�市民の生活を支える商業、医療、福祉などの施設が充足できていないことから、生活利便性
の向上や持続可能な住環境の形成が求められています。

⃝�空き家と低未利用地の適正管理や利活用、土地利用転換が求められています。
⃝�自然災害が多様化・激甚化*する中で、居住エリアに土砂災害などの災害発生のおそれがあ

る区域が存在していることなどから、土砂災害や浸水の被害を防止・軽減するための土地利
用施策により、誰もが安全で安心して過ごせるまちづくりが求められています。

⃝�豊かな地域資源や魅力あるまちなみと調和した景観の形成が求められています。

課題

⃝�利便性が高く、誰もが快適に住み続けられるまちを実現するため、市街地に商業、医療、福
祉などの都市サービス機能や居住を集積させるとともに、中山間地域*など周辺地域の暮ら
しや地域コミュニティを守りながら、各地域間の交通ネットワークを形成することにより、
コンパクトなまち*づくりを進めていく必要があります。

⃝�低未利用地が増えることにより、にぎわいの喪失や住環境の悪化につながるため、計画的・
効果的な土地の適正管理に取り組む必要があります。

⃝�ソフトとハードが一体となった総合的な防災・減災対策により、都市の災害リスクを低下さ
せ、災害発生時においても人命を守り、被害を最小限にとどめる必要があります。

⃝�豊かな地域資源と利便性の高い交通条件を活かし、魅力や活力のある都市づくりを進める必
要があります。

社会に調和し、安全・安心・快適に暮らせるまち
政策 3-6　生活基盤

施策 3-6-1　計画的なまちづくりの推進

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
日常生活に必要な都市機能や居住が市街地の生活拠点に集約され、市街地とその
他各地域拠点が交通ネットワークで結ばれることで、コンパクトなまち*の形成が
進んでいる。

基本目標３
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基本方針 １
全ての市民の生活利便性の維持・向上と効率的・効果的で持続可能な地域経営のため、日常生
活に必要な都市サービス機能が集積された集約型の都市づくりを進めます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

居住誘導区域*内の人口割合 45.1％	
（令和 6 年 3 月） 47.5％

主な部門別計画

・三原市都市計画マスタープラン（平成 22 年策定、平成 31 年 3 月改訂）
・三原市立地適正化計画（平成 29 年 12 月策定）

将来の都市構造のイメージ図
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現状

⃝�高規格道路*福山本郷道路において、木原道路は開通しましたが、三原～本郷間の未整備区
間で慢性的な渋滞が発生しています。広島中央フライトロードの三原市大和町～世羅郡世羅
町間が未整備で、期待される臨空広域都市圏*の活性化の効果が得られていません。

⃝�道幅が狭い生活道路があり、緊急車両の進入や通行に支障を来しています。
⃝�都市計画道路*についてはおおむね完成していますが、快適・安全に移動できる道路ネット

ワークが整備されていない区間があります。
⃝�地球温暖化による異常気象により災害が激甚化*・頻発化し、社会生活への影響が大きい通

行止めが発生するおそれがあります。
⃝�老朽化した社会インフラの不具合の増加に対応できず、機能に支障が生じることが見込まれ

ます。

課題

⃝�福山本郷道路（三原～本郷）と広島中央フライトロードの事業化に向け、国・県や関係機関
などへの提案活動や、調査や計画などにおける連携した取組を推進する必要があります。

⃝�地域の実情に応じながら、効果的な手法で市道を整備する必要があります。
⃝�都市計画道路*の未整備区間は、事業効果を考慮して優先的に整備し、快適・安全に移動で

きる道路ネットワークに改善する必要があります。
⃝�車から排出される温室効果ガスの排出量を抑制するため、車中心から人中心の空間に転換す

る必要があります。
⃝�持続可能な社会インフラのメンテナンスサイクル*を確立する必要があります。

社会に調和し、安全・安心・快適に暮らせるまち
政策 3-6　生活基盤

施策 3-6-2　快適で安全な道路網の形成

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
道路網の計画的な整備・維持・管理・大規模修繕・更新により、歩行者・自転車・
自動車が安心して通行できる環境が形成されている。

基本目標３
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基本方針 １
高規格道路*の早期事業化・全線開通、国県道の整備促進に向けて、国や関係機関などへ提案
活動などを行います。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

高規格道路*福山本郷道路、広島中央フライトロードの整
備促進 事業中

基本方針 ２
市民生活の利便性を向上させるため、幹線道路や生活道路などの市道を計画的に整備します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

市道の改良率 57.5％	
（令和 6 年 3 月） 58.6％

基本方針 ３
都市計画道路*について、市街地内の円滑な交通の確保と、安全で安心して移動できる道路ネッ
トワークを構築します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

都市計画道路*の改良率 85.6％	
（令和 6 年 3 月） 88.8％

基本方針 ４
持続可能な社会インフラメンテナンスの実現のため、地域の社会インフラを群として捉え、メ
ンテナンスを含めた地域の社会インフラのあるべき姿を定め、効率的・効果的にマネジメント
を行います。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

社会インフラ（道路）の不具合に関する通報受付件数 1,315 件	
（令和 5 年度） 980 件

主な部門別計画

・三原市橋梁個別施設計画（平成 24 年 9 月策定、令和 5 年 10 月改訂）
・三原市トンネル個別施設計画（平成 29 年 3 月策定、令和 5 年 4 月改訂）
・三原市大型カルバート個別施設計画（令和 4 年 3 月策定）
・舗装の個別施設計画（平成 29 年 3 月策定、令和 6 年 9 月改訂）
・道路附属物個別施設計画（令和 5 年 7 月策定、令和 6 年 3 月改訂）
・三原市街路樹個別施設計画（令和 3 年 3 月策定）
・三原市都市計画マスタープラン（平成 22 年策定、平成 31 年 3 月改訂）
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現状

⃝�人口減少・少子高齢化の進展、生活環境の変化、価値観の多様化などに伴い、都市公園、斎
場、駐輪場などの施設において、利用者のニーズの変化や多様化に対応したサービスが求め
られています。

⃝�市が都市機能の集積と居住を誘導しているＪＲ本郷駅周辺の市街地では、店舗などの減少や
空き家・未利用地の増加が顕著であり、空洞化が進んでいます。また、無秩序な宅地化が進
行していた東本通地区で、土地区画整理事業を実施しています。

課題

⃝�施設の老朽化や多様なニーズに対応した施設サービスの向上に向けて、計画的・効率的な施
設管理や安全で快適に利用できる施設への改修・更新を行う必要があります。

⃝�ＪＲ本郷駅周辺において、医療、福祉、商業施設、公共交通などの都市機能を維持・集積す
るためには、東本通土地区画整理事業による都市基盤・住宅地の整備を早期に完了し、居住
を誘導する必要があります。

社会に調和し、安全・安心・快適に暮らせるまち
政策 3-6　生活基盤

施策 3-6-3　都市基盤の保全・整備

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
市民ニーズに合った都市基盤・都市施設の整備と計画的・効率的な施設配置により、
良好な都市環境が形成され、市民・事業者の円滑な都市活動が行われている。

整備が進む東本通土地区画整理事業

基本目標３
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基本方針 １
快適な都市空間や安全・安心に暮らせる良好な居住環境の向上に向けて、利用者のニーズに合っ
たサービスの充実と、安全・快適で計画的・効率的な施設運営に取り組みます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

バリアフリー*化された都市公園のトイレの割合 62.9％	
（令和 6 年 3 月） 100％

施設更新された都市公園の割合 25.6％	
（令和 6 年 3 月） 62.8％

撤去した放置自転車台数 251 台	
（令和 5 年度） 200 台

斎場利用者の満足度 94.9％	
（令和 5 年度） 95％

基本方針 ２
都市基盤を整備するため、東本通土地区画整理事業を重点的に推進し、事業完了をめざします。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

東本通土地区画整理事業区域内の人口 1,650 人	
（令和 6 年 3 月） 2,149 人

主な部門別計画

・三原市都市公園施設長寿命化計画（平成 24 年 3 月策定、令和 5 年 3 月改定）
・三原市都市計画マスタープラン（平成 22 年策定、平成 31 年 3 月改訂）
・三原市立地適正化計画（平成 29 年 12 月策定）

宮浦公園 三原市斎場「みはらしの杜」

199347-三原市長期総合計画.indb   101199347-三原市長期総合計画.indb   101 2025/03/24   10:28:112025/03/24   10:28:11



102

現状

⃝�今後も増加する老朽管路の更新には莫大な資金が必要となるため、重要度の高い施設への更
新を優先して実施することと並行し、修繕等による延命化を図っています。

⃝�人口減少等に伴い、水の需要と給水収益が減少傾向にある中で、必要経費は増加傾向にあり、
収支の悪化が見込まれます。

課題

⃝�管路更新率を上昇させるためには、長期的に事業継続できる財源を確保する必要があります。
⃝�水道企業団広域計画に基づく業務のデジタル化、オンライン化や施設の統合、廃止などのダ

ウンサイジング*により業務を効率化し、安定した事業経営に取り組む必要があります。

社会に調和し、安全・安心・快適に暮らせるまち
政策 3-6　生活基盤

施策 3-6-4　安全・安心な水の安定供給

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
老朽管路の更新が進められる中で、安全・安心で良質な水が適切な料金で安定供
給されている。

※�この施策の実施主体は市ではなく水道広域連合企業団です。そのため、ここでは、水道広域連合企業団の取組を、市が連携して取
り組む施策として掲載します。

水道配管工事

基本目標３
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基本方針 １
老朽管路の更新と耐震化を進め、安全で強靭な水道施設を構築します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

耐震化率 34.0％	
（令和 5 年度） 49.4％

基本方針 ２
事業継続のために必要最低限の費用を賄う適切な収入を確保し、安定的な経営を行います。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

経常収支比率* 108.8％	
（令和 5 年度） 100.3％以上

主な部門別計画

・水道広域連合企業団広域計画（令和 5 年 1 月策定）

西野浄水場
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現状

⃝�三原市の汚水処理人口普及率*（（下水道＋集落排水*＋合併処理浄化槽*等の利用人口）/ 総
人口）は、全国よりも低い状況にあります。

⃝�下水道事業を将来にわたって安定的に事業経営するため経営戦略を令和 4 年度に改定し、
令和 5 年度に料金を引き上げましたが、それを上回る人件費*や光熱水費等経費の高騰で収
益的収支は損失を計上しています。

⃝�公共下水道処理区域*外の汚水処理人口普及率*は増加傾向にありますが微増であり、汲取
り便槽や単独処理浄化槽*から合併処理浄化槽*への転換があまり進んでいない現状がある
ため、生活排水が未処理のまま排出され、公共用水域*に環境負荷がかかっています。

課題

⃝�公共用水域*における生活排水等の汚濁負荷*を軽減することにより、生活環境の改善と公
衆衛生の向上を図る必要があります。

⃝�公共下水道事業を安定的に運営する必要があります。
⃝�環境負荷の高い汲取り便槽や単独処理浄化槽*から環境負荷の低い合併処理浄化槽*への転

換を促し、未処理の生活排水による公共用水域*への環境負荷の軽減を図る必要があります。

社会に調和し、安全・安心・快適に暮らせるまち
政策 3-6　生活基盤

施策 3-6-5　汚水の適正処理

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
下水道や合併処理浄化槽*の利用により、衛生的な生活環境や河川・海域の水質が
保全されている。

基本目標３
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基本方針 １
水質の保全と公衆衛生の向上のため、下水道の利用人口割合を増加させます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

公共下水道整備進捗率 90.2％	
（令和 6 年 3 月） 100％

水洗化率 93.5％	
（令和 6 年 3 月） 94.7％

基本方針 ２
下水道の安定したサービスを維持するため、効率的・効果的かつ健全な事業経営に取り組み
ます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

経常収支比率* 97.6％	
（令和 5 年度） 100％

経費回収率* 88.8％	
（令和 5 年度） 100％

基本方針 ３
公衆衛生の向上や快適な生活環境の構築のため、汲取り便槽や単独処理浄化槽*から合併処
理浄化槽*への転換を促進します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

公共下水道事業計画区域*外の合併処理浄化槽*普及率 29.7％	
（令和 6 年 3 月） 33.0％

主な部門別計画

・三原市公共下水道事業基本計画（平成元年 4 月策定、令和 4 年 12 月改定）
・三原市下水道事業経営戦略（平成 28 年 12 月策定、令和 4 年 9 月改定）
・三原市汚水処理施設整備計画（平成 30 年 3 月策定）
・三原市漁業集落排水施設最適化構想（令和 3 年 3 月策定）
・第 2 次三原市環境基本計画改定版（令和 4 年 3 月策定）
・三原地域循環型社会形成推進地域計画（令和 3 年 12 月策定、令和 4 年 3 月改定）
・第 2 次三原市一般廃棄物処理基本計画（令和 4 年 3 月策定）
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現状

⃝�空き家の数が増加しており、適切に管理されていない空き家が地域の住環境に影響を及ぼし
ています。

⃝�一戸建てに居住する 65 歳以上のみ世帯の割合が県内でも高い水準に位置しており、今後も
空き家の増加傾向が継続する可能性があります。

⃝�市営住宅の老朽化が進行しており、空き住戸が増加しています。

課題

⃝�行政指導の実施や補助金の活用、所有者などへの周知啓発を行うことにより、危険な空き家
の除却や管理不全空き家の適正管理を促進する必要があります。

⃝�空き家に関する啓発や相談体制を充実させることにより、所有者などによる空き家の活用を
促し、空き家が放置される前の段階で、早期に市場へ流通させる必要があります。

⃝�三原市営住宅長寿命化計画に基づき、計画的な改修工事を実施するとともに、用途廃止住宅
の除却を進めることにより、適正管理を推進する必要があります。

社会に調和し、安全・安心・快適に暮らせるまち
政策 3-6　生活基盤

施策 3-6-6　快適で安全な住まいづくり

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
地域における良好な住環境が確保され、市民が安全な住宅で生活している。

宮沖住宅等統合建替事業

基本目標３
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基本方針 １
危険な空き家の除却や管理不全空き家の適正管理、活用可能な空き家の流通を促進するため、
空き家を放置することのリスクや活用可能な空き家の流通状況などの所有者等への周知や、行
政指導の実施などに取り組みます。

成果指標
指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10年後）

特定空家等*の除却件数（累計） 71 件 
（令和 5年度） 146 件

空き家バンク*への登録物件数（10 年間の累計） 260 件 
（平成 26年度から令和 5年度） 300 件

空き家バンク*を通じたマッチング*率（成約率）（累計） 77％ 
（令和 6年 3月） 80％

基本方針 ２
住宅セーフティネット*として必要な戸数を提供するため、「三原市営住宅長寿命化計画」に
基づき、老朽化が進む市営住宅の計画的な更新・維持管理を行うとともに、用途廃止住宅の
除却を推進します。

成果指標
指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10年後）

市営住宅長寿命化計画に基づく長寿命化事業の進捗率 
（解体を除く）

0.0％ 
（令和 7年 4月） 75％

市営住宅の入居率 70％ 
（令和 6年 3月） 80％

基本方針 ３
安定した住環境を維持し、安心して快適に暮らせる住まいを整備します。

主な部門別計画

・三原市空家等対策計画（平成 29年 9月策定、令和 7年 3月改定）
・三原市営住宅長寿命化計画（平成 27年 3月策定、令和 7年 3月改定）

空き家バンク*制度
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現状

⃝�人口減少に加え、自家用車による移動が主流となってきていることから、路線バスなど公共
交通の利用者は年々減少し、事業者の経営状況は悪化しています。

⃝�運転手不足が深刻化しており、バス路線の減便や廃止など、市民の移動手段の確保が困難な
状況になっています。

⃝�公共交通不便地域においては、商店やバス停までの距離が遠いため、マイカーを持たない高
齢者などは移動が困難になっています。

⃝�定期航路の利用者減少や船舶の老朽化により、航路の減便や廃止など、島民の移動手段の確
保が困難な状況になっています。

課題

⃝�地域の実情やニーズを踏まえた定期的な運行内容の検討と見直し、ICT*などの新技術の活
用による運行の効率化、観光客などの多様な利用者の利便性を高めることによる新規利用者
の獲得など、地域公共交通*体系の維持に向けた取組を進める必要があります。

⃝�バス路線の減便や廃止に対しては、効率的・効果的な運行の促進や運転手不足の解消など、
事業者と市が連携して取り組む必要があります。

⃝�交通不便地域においては、地域コミュニティ交通*を導入するなど、新たな移動手段の確保
を検討する必要があります。

⃝�離島での生活にとって必要不可欠な定期航路を維持する必要があります。

社会に調和し、安全・安心・快適に暮らせるまち
政策 3-6　生活基盤

施策 3-6-7　持続可能な地域公共交通*網の形成

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
市民が、地域公共交通*を積極的に利用し、日常生活に必要な移動を安全・安心・
快適に行っている。

基本目標３
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基本方針 １
バス路線の維持により生活拠点や主要公共施設等相互の連結を、地域コミュニティ交通*の維
持・拡充により各地域の生活拠点と路線バスへの接続による周辺地区への連結を強化します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

路線バスと地域コミュニティ交通*の利用者数 930,465 人	
（令和 5 年度） 930,465 人以上

地域コミュニティ交通*の収支率の目標を達成していない 
路線数

4 路線	
（令和 5 年度） 0 路線

地域コミュニティ交通*利用者一人当たりの市負担額 2,478 円	
（令和 5 年度） 2,478 円以下

住民団体が運営する地域コミュニティ交通*の数 5 団体	
（令和 6 年 3 月） 5 団体以上

基本方針 ２
国や県の支援を受け、島民や事業者と連携することにより、島民の生活に必要不可欠な定期
航路の維持・確保に取り組みます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

定期航路数 6 航路	
（令和 6 年 3 月） 6 航路

主な部門別計画

・第 2 期三原市地域公共交通網形成計画（令和 2 年 3 月策定、令和 6 年 3 月改訂）

地域コミュニティ交通* 定期航路（旅客船）
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現状

⃝�コロナ禍で停滞していた創業件数は増加傾向にあるものの、起業意識の醸成が十分とは言え
ない状況があります。

⃝�起業支援のためのインフラ（コワーキングスペース*、インキュベーション施設*など）や
専門的な支援体制が少ない状況です。

⃝�起業家のネットワークは情報交換やビジネスチャンスの拡大に重要ですが、起業家同士や支
援機関とのネットワークが都市部に比べて弱いという問題があります。

⃝�起業前後は、資金繰りや販路開拓などに苦労することが多く、創業から 3 年目までが最も
困難な時期と言われており、全国的に見て、起業から 3 年では、個人事業主の 62.4％、法
人の 37.3％が廃業しています。

課題

⃝�起業家精神を育て、起業計画の具体化を支援する必要があります。
⃝�起業家が活動しやすい環境を整えるために、専門家によるサポート体制などの強化が必要

です。
⃝�地域内外のネットワークを強化し、情報共有や協力体制を築くためのイベントやプラット

フォーム*の提供が必要です。
⃝�起業前後の時期における資金や経営を支援することにより、起業の成功率を上げる必要があ

ります。

多彩な産業が活力を生むまち
政策 4-1　起業

施策 4-1-1　起業の支援

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
起業家が生まれる風土が醸成され、市内で新しい事業が増え、経済の活力が増して
いる。

基本目標４
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基本方針 １
地域経済の活性化のため、起業、創業、第二創業に取り組む人を支援します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

創業支援等事業者の支援を受けた創業者の延べ人数 95 人	
（令和 4 年度） 122 人

起業と社内ベンチャー*件数（累計） 13 件	
（令和 6 年 3 月） 46 件

主な部門別計画

・三原市創業支援等事業計画（平成 27 年 2 月策定、令和 6 年 12 月改定）

スタートアップ創出シティカレッジ

創業支援トークセミナー
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現状

⃝�人材や資金など経営資源*の制約がある中、中小企業や小規模事業者が単独で新商品の開発
や販路の開拓、販売促進などの事業活動の課題に対応していくことは難しい状況にあります。

⃝�コロナ融資（ゼロゼロ融資）*の返済など、中小企業や小規模事業者の資金繰りの悪化により、
事業の継続が困難になるおそれがあります。

⃝�半数近くの中小企業で後継者が不在となっており、事業者の減少により雇用や技術が失われ
る可能性があります。

⃝�本郷産業団地が完売したことから、すぐに売却可能な産業用地がないため、新たな企業立地
による工業振興を図ることができません。

⃝�少子化に加え、進学や就職の年代である 20 歳前後で転出超過となっており、生産年齢人口
の減少が続く中、市内企業においては、必要とする人員を確保できていない状況下で、令和
2 年度以降の製造品出荷額*等や粗付加価値額*は増加傾向にありますが、事業所数と従業
員数は減少傾向にあります。

課題

⃝�商工団体や産業支援機関と連携し、中小企業や小規模事業者の技術開発や先端設備導入など
による成長を支援する必要があります。

⃝�中小企業や小規模事業者の経営安定化のため、商工団体や金融機関との連携のもと、融資制
度や利子補給金制度の活用を促進する必要があります。

⃝�中小企業や小規模事業者の事業承継の取組を支援する必要があります。
⃝�新たな企業の立地や市内企業の拡張意向に対応できないため、新たな産業用地の確保につい

て、検討する必要があります。
⃝�今後も慢性的な人手不足が懸念される中、企業が持続的に成長発展していくためには、人財

の確保・育成と生産性向上への取組は必要不可欠です。

多彩な産業が活力を生むまち
政策 4-2　商工業、サービス業

施策 4-2-1　商工業・サービス業の振興

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
地元企業や新たな立地企業が、地域経済の重要な担い手として、地域の雇用や経済
活動に大きく貢献している。

基本目標４
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基本方針 １
中小企業や小規模事業者が安定的な経済基盤を確立するために、新商品開発、販路開拓や販売
促進等の事業活動による成長を支援します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

備後圏域連携事業*による産業支援件数 129 件	
（令和 5 年度） 165 件

事業承継マッチング*件数（累計） （今後調査） 10件

基本方針 ２
市内企業の持続的な成長への支援と企業誘致の推進による産業振興を促進します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

工場等立地促進制度奨励金交付件数 12 件	
（令和 5 年度） 15 件

基本方針 ３
市内企業が持続的に発展・成長していくために、人財の確保や育成など、雇用・就労に関す
る取組を促進します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

雇用対策事業に参加した企業の採用人数 6 人	
（令和 5 年度） 6 人

事業承継マッチングサイト 完売した本郷産業団地
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現状

⃝�高齢化や資材高騰の影響で農林水産業での所得確保が難しくなり、農業経営体や海面漁業経
営体が減少しています。

⃝�米の需要が減少する中、水田農業の経営環境の悪化が懸念され、水稲の作付面積が減少して
います。

課題

⃝�農業においては、農地の集積・集約を進め、単位面積当たりの経費を削減するとともに、付
加価値を付けて販売することにより、農業所得を向上させ、農業経営体数を維持する必要が
あります。

⃝�水産業では、漁獲量の回復と水産物の付加価値販売を行い、漁業を継続できる所得を確保し、
漁業者数を維持する必要があります。

⃝�営農条件の良い農地を集積・集約するとともに、スマート農業技術*などを導入し、効率的
な農業を行う必要があります。

多彩な産業が活力を生むまち
政策 4-3　農林水産業

施策 4-3-1　農林水産業の担い手育成と生産振興

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
農林水産業を支える担い手が確保され、農林水産物の生産額が増加している。

スマート農業導入支援（ラジコン草刈機） 重点品目の栽培振興（ホウレンソウ栽培）

基本目標４
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基本方針 １
担い手の減少や経営規模の拡大に対応するための効率的な農林業を推進するため、スマート農
業技術*などの導入や農地の集積・集約などを進めます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

スマート農業技術*の検証件数（累計） 4 件	
（令和 6 年 3 月） 17 件

担い手への農地集積率 31％	
（令和 6 年 3 月） 50％

農業産出額 96.5 億円	
（令和 4 年） 109.5 億円

基本方針 ２
農業所得の向上やリスク分散により経営を安定させるため、新規需要米*や加工用米の栽培
面積拡大、6 次産業化*などによる生産物の高付加価値化や新たな市場開拓を支援します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

経営所得安定対策交付金のうち米に関する交付金額 219,674 千円	
（令和 5 年度） 246,985 千円

6 次産業化*した商品の売上額 47,729 千円	
（令和 5 年度） 57,275 千円

基本方針 ３
漁獲量の回復と水産業所得の向上のため、漁業資源の増大と 6 次産業化*による高付加価値
化を支援します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

海面漁業漁獲量 39 トン	
（令和 5 年） 44 トン

組合員一人当たりの平均海面漁業収入額 104 万円	
（令和 5 年） 119 万円

アユの漁獲量 742.5kg	
（令和 2 年～ 5 年の平均） 891.0kg

主な部門別計画

・三原市農業振興ビジョン（令和 2 年 3 月策定、令和 7 年 3 月改訂）
・浜の活力再生プラン（令和 5 年 1 月策定）
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現状

⃝�農村地域の人口減少や高齢化により、適正に管理されていない農地が増加しています。
⃝�高齢化などによる後継者不足により、排水機場を運転する担い手がいないため、管理者が不

足しています。
⃝�老朽化した施設が多く、一度に改修・更新ができないため、故障の発生が増加しています。
⃝�イノシシやシカ以外に小動物の出没が増加し、野生鳥獣による農作物被害が継続して発生し

ています。
⃝�木材価格の低迷や不在森林所有者の増加により、整備されず荒廃した森林が増え、土砂災害

のリスクが高まっています。

課題

⃝�営農条件の悪い農地に対する支援を行い、農地を維持管理する必要があります。
⃝�設備が旧式のため、排水機施設の運転と管理が必要です。また、排水機の計画的な改修や更

新が必要です。
⃝�環境の改善、効果的な防護柵の設置、加害個体の捕獲という順序で行う総合的な取組を地域

主体で進めていく必要があります。
⃝�手入れ不足により荒廃した森林が増加し、森林の公益的機能が低下しているため、里山林を

手入れする必要があります。

多彩な産業が活力を生むまち
政策 4-3　農林水産業

施策 4-3-2　農林水産基盤の保全と長寿命化

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
田畑・水路などの農林水産基盤や森林の公益的・多面的機能*が維持されている。

基本目標４
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基本方針 １
持続可能な地域農業を支えるため、農地管理や農業用水路等の施設の長寿命化を支援します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

多面的機能支払事業の取組面積 2,221ha	
（令和 5 年度） 2,400ha

中山間地域等直接支払事業の取組面積 1,706ha	
（令和 5 年度） 1,920ha

基本方針 ２
有害鳥獣による農作物の被害防止のため、総合的な取組を強化するとともに、市内全域へ波
及させます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

有害鳥獣による農作物の被害額 9,268 千円	
（令和 5 年度） 4,634 千円

基本方針 ３
農地の安定的な農業生産と公益的機能を維持するため、用排水路や農道、排水機場などの施
設の補修と計画的な保全や更新を行います。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

排水機能の不具合による排水機場の停止件数 0 件	
（令和 5 年度） 0 件

基本方針 ４
森林の持つ国土の保全や水資源のかん養、二酸化炭素の吸収など、公益的機能を確保するため、
森林の保全に努めます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

人工林の健全化と里山林の整備面積（累計） 87ha	
（令和 6 年 3 月） 187ha

主な部門別計画

・三原市農業振興ビジョン（令和 2 年 3 月策定、令和 7 年 3 月改訂）
・三原市森林整備計画（令和 4 年 4 月策定）
・三原の森づくり事業推進方針（平成 19 年 9 月策定、令和 4 年 5 月改定）
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現状

⃝�リモートワーク*の普及や働き方の多様化、自然豊かな地域や災害などのリスクが低い地域
での生活ニーズの増加など、それぞれのライフスタイルに合った暮らしを求める動きが広
がっています。

⃝�地方部では、人口減少と少子高齢化が進み、地域活動の担い手となる人材や地域経済を支え
る人材、地域課題を解決しようとする人材が不足しています。とりわけ、若年層（20 代～
30 代）の減少が進んでいます。

⃝�移住検討者からの相談件数は増加傾向にありますが、より多くの相談を受けている自治体も
あります。また、全転入者に占める移住者の割合も県内自治体と比較して低い状況にあり
ます。

課題

⃝�社会環境の変化に合わせ、都市部から地方への人の流れを受け入れる体制を整える必要があ
ります。

⃝�市の認知度を高める取組を継続的に行っていくことや、移住に向けて一歩を踏み出すことへ
の支援、移住後の不安や負担の軽減に取り組む必要があります。

⃝�移住に至らなくても、地域外に住みながら地域活動の担い手となる人材や地域経済を支える
人材、地域課題を解決しようとする人材を確保することが必要です。

⃝�若年層（20 代～ 30 代）にとって魅力的な仕事や教育、子育てなどの環境を提供する必要
があります。

「三原らしさ」を存分に活かし、人々が交流するまち
政策 5-1　移住・関係人口*

施策 5-1-1　移住の促進、関係人口*の創出

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
三原に住みたい人・移り住む人・関わりたい（応援・来訪・貢献）人が増加している。

基本目標５
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基本方針 １
市の認知度を高める取組を継続的に行っていくことや、気軽に移住を試したり、相談したりで
きるような環境づくりに取り組みます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

移住相談件数 433 件	
（令和 5 年度） 735 件

市の移住サポートに満足している人の割合 96％	
（令和 5 年度） 100％

基本方針 ２
移住検討者に対して、移住後の住まい、仕事、人、コミュニティなどの情報提供や、移動にか
かる費用や住居の取得、就労の促進や子育てなどへの支援を通じて、環境が変わることへの不
安や移住に伴う負担の軽減に取り組みます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

移住世帯数 59 世帯	
（令和 5 年度） 100 世帯

移住支援制度への満足度 92％	
（令和 5 年度） 100％

基本方針 ３
市外に住みながらも継続的に三原市に多様な形で関わる人材（まちの活性化や地域課題の解決、
新たなことへのチャレンジ、三原市の PR などに取り組む人材）の確保に向けて取り組みます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

本施策を通じて新たにつながりができた人数（累計） 76 人	
（令和 6 年 3 月） 120 人

本施策をきっかけとして継続的な取組に定着した事業数
（累計）

1 事業	
（令和 5 年度） 5 事業

島・まち・里山でのライフスタイルが選べる三原の暮らし 移住検討者への相談対応
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現状

⃝�魅力的な観光コンテンツ*が少なく、効果的な観光情報の発信ができていないため、三原を
目的地として訪れる観光客は少ない状況にあります。

⃝�「筆影山」や「佛通寺」など知名度のある観光スポットは存在しますが、観光地として求め
られる受入体制が構築できておらず、観光地としての認知度が低い状況です。

⃝�長時間滞在できる観光施設が少なく、宿泊を伴わない日帰り観光客が多いため、観光消費
額*が少ない状況です。

⃝�空港、新幹線の駅、港、高速道路のインターチェンジなど各方面からのアクセスの良さが観
光誘客につながっておらず、交通の要衝という強みを活かせていません。

⃝�市内に国際便が発着する空港がありますが、観光施設や宿泊施設にインバウンド需要を取り
込めていません。

課題

⃝�観光消費額*を増加させるために、滞在時間の延長やエリア内の周遊、さらには市内への宿
泊につながる魅力的なコンテンツを充実させる必要があります。

⃝�観光サービスを担う人材の育成、観光産業に携わる事業者のおもてなし意識の醸成など、観
光推進体制を充実させる必要があります。

⃝�旅行の目的や楽しみ方が多様化する中、三原市への来訪を促すため、ターゲットに応じた戦
略的な情報発信や広域連携によるプロモーション*強化を図る必要があります。

⃝�インバウンド需要を市内に取り込むため、ニーズに合った満足度の高いツアーを造成するな
ど、インバウンド*受入体制を充実させる必要があります。

「三原らしさ」を存分に活かし、人々が交流するまち
政策 5-2　観光

施策 5-2-1　観光の振興

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
瀬戸内の食や自然、祭りや歴史文化など、「三原ならでは」の魅力を体験して三原を
好きになり、また三原を訪れる人が増えている。

基本目標５
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基本方針 １
滞在時間の延長、周遊や宿泊につなげるため、観光関連事業者と連携し、三原ならではの魅力
が体感できる観光コンテンツ*を充実させます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

体験ツアープログラムへの参加者数 803 人	
（令和 5 年度） 1,100 人

三原 4 大祭りへの来場者数 50 万人	
（令和 5 年度） 60 万人

やっさ教室への参加者数 557 人	
（令和 6 年度） 660 人

観光案内所での対応者数 26,057 人	
（令和 5 年度） 29,000 人

基本方針 ２
観光客の多様化するニーズに対応し、来訪を促すため、ターゲットに応じた戦略的な情報発信
や広域連携によるプロモーション*強化を実施します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

やっさだるマンインスタグラムの投稿閲覧数 32,574 件	
（令和 5 年度） 37,500 件

（株）空・道・港のホームページ閲覧数 298,131 件	
（令和 5 年度） 301,000 件

外国人観光客数 13,312 人	
（令和 5 年） 14,300 人

主な部門別計画

・三原市観光ビジョン（令和 6 年 3 月策定）

竜王山からの眺望 やっさ祭り
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現状

⃝�地域の宝であるみはら資源が、認識不足、継承者不足、経済活動、異常気象などによって損
失する可能性があります。

⃝�観光、経済、地域づくりなどの場面でのみはら資源の活用は一部にとどまっているため、市
独自の歴史と文化を市内外の人が知らないことが多くあります。

⃝�守り、活かす取組を支える仕組みがないことにより、所有者や団体の活動が停滞し、経済的
負担も大きくなっています。

⃝�歴史文化に関心を持つ人や団体が交流できる場や機会が少ないことにより、その関心の継続
や新しい活動の展開ができていません。

⃝�施設の老朽化や展示の固定化のほか、娯楽の社会的な変化によって、歴史文化の学習の拠点
施設である歴史民俗資料館への来館者が減少し、三原独自の歴史文化を学び楽しむ人が減っ
ています。

⃝�人口減少などによる自治組織の小規模化や情報化社会*による文化や生活様式の均一化に
よって、自らが暮らす地域の伝統行事や特徴、歴史が忘れられてきています。

課題

⃝�価値が明らかになっていないみはら資源の調査を行い、損失に備え、保護する必要があります。
⃝�みはら資源の価値を明らかにし、その価値を多くの人に知らせる必要があります。
⃝�所有者や団体の活動を継続拡大するための支援が必要です。
⃝�将来、みはら資源を支える新たな人材の掘り起こしと育成が必要です。
⃝�歴史文化について学習する拠点である三原市歴史民俗資料館は、拠点施設としての機能を充

実させる必要があります。
⃝�歴史文化に関心を持つ人や団体が交流できる場や機会が必要です。
⃝�みはら資源を地域の象徴として保存活用に取り組む団体を増やす必要があります。

「三原らしさ」を存分に活かし、人々が交流するまち
政策 5-3　歴史、文化財

施策 5-3-1　歴史・文化財の保存・活用

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
みはら資源の価値を地域全体で認め、継承している。

みはら資源…�指定を受けた文化財だけでなく、三原らしさをあらわし、「三原をかたちづくる」有形・無形の文化財や財産を言います。

基本目標５
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基本方針 １
多種多様なみはら資源の価値を明確にした上で、地域などで共有し、みはら資源をまもります。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

指定文化財数 298 件	
（令和 6 年 3 月） 320 件

みはら資源の調査件数（累計） 2,783 件	
（令和 6 年 3 月） 3,000 件

みはら資源のデジタル化件数（累計） 3,203 件	
（令和 6 年 3 月） 4,200 件

基本方針 ２
みはら資源を地域の誇り・象徴としてまちづくりにいかします。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

みはら資源を「いかす」取組として実施した事業への参加
者数

60 人	
（令和 6 年度） 110 人

歴史民俗資料館の来館者数 4,472 人	
（令和 5 年度） 8,000 人

みはら資源に関する市 HP 閲覧回数 15,779 回	
（令和 5 年度） 17,000 回

基本方針 ３
文化財を「まもる」ことで「いかす」ことができる、「いかす」からこそ「まもる」取組を進
めるという好循環を「ささえる」仕組みをつくります。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

みはら資源の保存活用を行っている活動団体数 31 団体	
（令和 6 年 3 月） 31 団体

「ささえる」人材育成のためのボランティア*事業参加者数 15 人	
（令和 6 年度） 35 人

主な部門別計画

・三原市文化財保存活用地域計画（令和 5 年 12 月策定）
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現状

⃝�広島空港運営事業者においては、国内線・国際線の復便や利用者の増加に向けた取組が行わ
れているとともに、同社において、2050 年度に広島空港を「あらゆる旅行者に最も選ばれ
る玄関口」とするマスタープラン*が策定されています。

⃝�広島空港・JR 三原駅間の交通手段が限られており、バスについては、広島方面行きと比較
すると、JR 三原駅方面には便数が大幅に少ない状況です。

⃝�広島空港に近接する産業団地には企業立地が進み、観光施設も併設・集積してきています。
⃝�広島空港周辺地域に居住する住民に寄り添いながら、空港運営や周辺地域の振興に取り組ん

でいます。
⃝�港湾整備は事業期間が長くなるため、市民や事業者が事業の効果を得るまでに時間がかかり

ます。
⃝�中心市街地の活性化に向けて中心市街地活性化基本計画に示す人流の増加を図るため、三原

内港（緑地・ターミナル・桟橋）を活用した取組が求められています。
⃝�クルーズ客船*の寄港による観光をはじめとした地域振興を図るため、港湾施設（岸壁・桟橋・

水域）の利用を促進する取組が求められています。

課題

⃝�広島空港エリアの活性化に向け、三原市単独と広域自治体での連携の両方の視点を持って、具
体的な取組を検討し、実施する必要があります。

⃝�広島空港へのアクセス環境を改善していく必要があります。
⃝�広島空港周辺に立地している施設が点在しており、利用者目線の動線で施設間をつなぐ取組が

必要です。
⃝�広島空港周辺に居住する住民がいつまでも安心して暮らし続けられるよう、引き続き、住民に

寄り添った施策を推進していく必要があります。
⃝�港湾整備に活用できる予算が限られる中、国・県と連携し、埋立てや施設整備工事を早期に完

了する必要があります。
⃝�中心市街地にある三原内港において、官民連携によるまちづくり・にぎわいづくりを進める必

要があります。
⃝�クルーズ客船*による国内外からの三原市訪問客に対応した受入環境の整備や誘客の取組を推

進する必要があります。

「三原らしさ」を存分に活かし、人々が交流するまち
政策 5-4　空港、港湾

施策 5-4-1　空港・港湾の活用

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
空港・港湾の運営管理者をはじめ、周辺に立地する事業者との連携により、空港・
港湾施設と市内との間で人や物の流れが増加している。

基本目標５
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基本方針 １
空港運営事業者や関係機関と連携し、空港を起点としたまちの活力づくりや周辺地域の安全・
安心な環境づくり、空港へのアクセス環境改善に取り組みます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

広島空港周辺施設の年間利用者数 1,317 千人	
（令和 5 年度） 1,710 千人

活力づくりに貢献した広島臨空広域都市圏振興協議会*で 
実施した事業の割合

100％	
（令和 5 年度） 100％

広島空港周辺地域の事業進捗率 56％	
（令和 5 年度） 100％

基本方針 ２
国・県と連携し、三原内港の再整備や松浜地区の埋立工事など、港湾施設の整備を促進すると
ともに、民間事業者と連携したイベントを開催するなど、港湾施設を活用したにぎわいづくり
に取り組みます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

三原内港を活用した定期的なイベント件数 0 件	
（令和 5 年度） 6 件

三原内港を活用したイベントの来場者数 19,881 人	
（令和 5 年度） 52,000 人

尾道糸崎港港湾整備事業（三原内港）の事業進捗率 0％	
（令和 6 年 3 月） 100％

尾道糸崎港港湾整備事業（松浜地区）の事業進捗率 78.7％	
（令和 6 年 3 月） 100％

尾道糸崎港（三原市港湾区域）へのクルーズ客船*入港数 4 件	
（令和 5 年度） 6 件

主な部門別計画

・広島臨空広域都市圏活性化ビジョン（令和元年 12 月策定）
・三原内港再生基本計画（令和 4 年 3 月策定）
・三原内港再生実施計画（令和 5 年 6 月策定）
・第 2 期三原市中心市街地活性化基本計画（令和 5 年 3 月策定）
・三原市観光ビジョン（令和 6 年 3 月策定）
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現状

⃝�交通手段の多様化やオンラインサービス*の普及などの影響を受け、中心市街地の機能が低
下し、中心市街地の歩行者等通行量が増加していません。

⃝�人口減少により顧客基盤が縮小し、購買層の行動変化などもあり、商店街の活力が低下し、
中心市街地の空き店舗数は、令和 2 年をピークに近年は微減傾向で推移しているものの大
きく減少していません。

⃝�市の人口は減少傾向にあり、他の地域よりも緩やかではありますが、中心市街地の人口も近
年は減少傾向となっています。

⃝�本町地区住民の高齢化と若い世代の減少により、本町地域の活力・魅力が低下しています。

課題

⃝�中心市街地を訪れる人を増やすため、中心市街地の魅力を向上させる必要があります。
⃝�商店街の魅力を向上させるため、中心市街地活性化協議会の構成団体が連携して取組を進め

るとともに、空き店舗を活用した新たな出店や経営を支援する必要があります。
⃝�便利で住みやすく、快適な住環境を整備する必要があります。
⃝�魅力あるまちなみづくり事業により、本町地区を住みやすい生活環境に改善するとともに、

訪れたくなる魅力的な歩行空間・目的地とする必要があります。

「三原らしさ」を存分に活かし、人々が交流するまち
政策 5-5　中心市街地

施策 5-5-1　中心市街地の活性化

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
空き店舗が減り、新しい商業・サービス・飲食などの店舗の立地や歩行者回遊空間
の整備が進み、まちのにぎわいが増している。

基本目標５
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基本方針 １
交通結節拠点*や歴史的資源などの魅力を有効に活用するとともに、商業地としての魅力を高
め、中心市街地の集客力と回遊性の向上につながる取組を推進します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

歩行者・自転車通行量（平日） 19,584 人	
（令和 5 年度） 24,286 人

歩行者・自転車通行量（休日） 17,252 人	
（令和 5 年度） 20,540 人

中心市街地の空き店舗数 63 店舗	
（令和 5 年度） 63 店舗

基本方針 ２
本町西国街道地区における魅力あるまちなみづくりに向け、道路の美装化とまちなみづくりガ
イドラインに沿った取組を行い、住みよい・にぎわいのあるまちづくりを推進します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

本町西国街道地区における道路美装化整備率 0.0％	
（令和 6 年 3 月） 100％

主な部門別計画

・第 2 期三原市中心市街地活性化基本計画（令和 5 年 3 月策定）
・本町西国街道地区まちなみづくり基本方針（令和 2 年 3 月策定）
・西国街道・本町地区まちなみづくりガイドライン（令和 3 年 8 月策定）
・西国街道・本町地区街なみ環境整備方針（令和 4 年 3 月策定）
・西国街道・本町地区街なみ環境整備事業計画（令和 4 年 3 月策定）

JR 三原駅前のにぎわい 本町通り（西国街道）の将来イメージ図
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現状

⃝�本格的な人口減少社会の到来・少子高齢化が見込まれる中、職員や税収の確保が難しくなり、
市財政状況がより一層厳しさを増すことだけでなく、行政だけで行政サービスの維持が困難
になることが想定されます。

⃝�デジタル化の進展などにより、社会変化がより激しくなっているだけでなく、市民の価値観
や生活様式の変化や多様化に伴い、行政サービスに関する市民ニーズも複雑化・多様化して
います。

課題

⃝�必要な経営資源*の制約が大きくなる中で、「最少の経費で最大の成果を上げる」ためには、
長期的な展望に立ち、これまで以上に効率的・効果的な行政運営が必要です。

⃝�従来とは異なる社会情勢において、最適な行政サービスを提供していくためには、前例にと
らわれず果敢にチャレンジすることにより、社会変化に対し柔軟かつ迅速に対応できる行政

（組織・職員）であることが必要です。

政策 6-1　行財政運営
施策 6-1-1　適正・効果的な行政運営の推進

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
社会の要請に応えた果敢なチャレンジにより、長期総合計画の各施策が順調に成果
をあげ、“ めざすべきまちの姿 ” の実現が着実に近づいている。

計画の実現に向けて
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基本方針 １
前例にとらわれない業務改革を推進するとともに、合理的根拠を重視した戦略的で実効性の高
い事業を展開します。

基本方針 ２
変化に柔軟かつ迅速に対応できる人材育成と挑戦する組織づくりを行います。

基本方針 ３
市民や企業などの多様な主体と連携しながら、持続可能で質の高い行政サービスを提供します。

主な部門別計画

・三原市行財政改革推進計画（令和 7 年 3 月策定）
・三原市人材育成・確保基本方針（平成 18 年 10 月策定、令和 7 年 4 月改定）
・第 2 期広島広域都市圏発展ビジョン（令和 3 年 3 月策定、令和 7 年 3 月改訂）
・第 3 期びんご圏域ビジョン（令和 7 年 3 月策定）

事業レビュー
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現状

⃝�納税者（市民、法人）が、新たに課税されたことを知らなかったり、納税を失念することに
より、課税した年度内に納税されていないものがあります。

⃝�経常経費*（人件費*、扶助費*、物件費*、公債費*など）が増大し、財政運営を圧迫しています。
⃝�人口一人当たりの地方債*現在高が県内平均より多く、将来世代に負担をかけています。
⃝�依存財源*の割合が高く、毎年度の予算編成時における一般財源の確保が不透明さを増して

います。
⃝�公共施設等の全体的な老朽化が進み、そのうち約 3 割は同時期（1970 年代後半から 1980

年代前半）に竣工しており、大規模改修や更新の時期が重なっているため、全ての施設の維
持管理・大規模改修・建替えを行うためには多額の費用が必要になる見込みです。

課題

⃝�納税者の税金制度に対する知識を深め、納税意識を高めるための取組が必要です。
⃝�事業の有効性や効率性を向上させながら、歳出を減らす対策が必要です。
⃝�将来世代への負担を抑えるため、地方債*の繰上償還や交付税措置*のある地方債*を優先

した借入れを引き続き行う必要があります。
⃝�将来にわたって限りある一般財源を有効に配分・活用するため、国や県の動向を注視しなが

ら中長期的な将来推計を行い、将来的な財源不足に備えるため、財源の確保（歳入の増）と
適切な配分（歳出の減）が必要です。

⃝�人口減少や年齢構成の変化による施設需要の変化への対応が必要です。

政策 6-1　行財政運営
施策 6-1-2　適正な財政運営の推進

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
将来にわたって持続可能な行政経営を支え、各施策における “ めざすべきまちの姿 ”
の実現に向けた健全な財政が維持されている。

計画の実現に向けて
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基本方針 １
財源を確保するため、市税の適正な課税と収入率の向上や、分譲地や未利用財産の効率的な売
却、新たな自主財源*の確保、国・県補助制度や地方債*制度の効果的な活用などに取り組み
ます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

市税の収入率 98.3％	
（令和 5 年度） 98.7％

自主財源比率* 38.2％	
（令和 5 年度） 38.5％

基本方針 ２
中長期的な財政運営方針を策定し、効果的・効率的で歳入に見合った財源の配分を行います。

基本方針 ３
「公共施設類型別実施計画」に基づき、機能の複合化・集約化等による建物床面積の削減を推
進します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

公共施設の延床面積削減率（対平成 26 年度比） 5.9％	
（令和 6 年 3 月） 15.0％

基本方針 ４
長寿命化計画の策定や統一的な基準に基づく定期的な点検を強化することにより、長寿命化と
予防保全を推進し、公共施設等の安全性や利便性を向上します。

主な部門別計画

・三原市財政運営方針（令和 7 年 3 月策定）
・三原市公共施設等総合管理計画（平成 28 年 3 月策定）
・第２期三原市公共施設類型別実施計画（令和 7 年２月策定）
・三原市公共施設長寿命化方針（令和元年 7 月策定）
・三原市公有財産利活用基本方針（令和 4 年 3 月策定）
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現状

⃝�以前から対面による手続が前提であったため、市民や事業者は開庁時間に合わせて来庁し、
手続をしなくてはなりません。

⃝�書面を主体とした手続のため、庁舎内の滞在時間が長くなっています。
⃝�市民等へ産業振興、中山間地域*活性化、子育て支援、安全・安心などの各分野における最

新のデジタル技術を活用したサービスを提供できていません。
⃝�マイナンバーカード*の用途が広がっておらず、国のマイナポイント*事業によってマイナ

ンバーカード*の交付を受けた状況にとどまっています。
⃝�高齢者のスマートフォン保有率は高い水準であるものの、用途として携帯電話の延長程度に

とどまっており、スマートフォンを十分に活用しているとまでは言えません。
⃝�デジタルデバイド*対策として実施した情報基盤整備事業から一定の年数が経過し、より高

速な通信環境が一般的となり、それに伴って通信量が増大したことにより、100Mbps*の
通信速度では遅延が生じることがあります。

⃝�地方公共団体情報システムの標準化に関する法律に基づいて、標準準拠システムへ移行でき
るよう、進めています。

課題

⃝�市民や事業者にとって（アナログ手段を含めて）有用なサービスを適用し、利便性の向上を
実感できる環境を整える必要があります。

⃝�来庁者の滞在時間を短くするために、来庁者の書類作成や移動経路の動線の見直しと併せて
職員側の受付手順を見直すなど、窓口業務全般を最適化する必要があります。

⃝�各分野の施策においてデジタル技術を用いた実証事業を積極的に行い、その結果を踏まえて
サービスを実装し、市民等に新しい行政サービスを提供する必要があります。

⃝�マイナンバーカード*が国民にとって運転免許証やキャッシュカードのように生活に必須の
機能や用途を持つものとなるよう、国に働きかける必要があります。

⃝�民間事業者との協業等を通じてスマートフォンの多様な使い方を学べる場や機会を提供する
必要があります。

政策 6-2　デジタル化
施策 6-2-1　デジタル化の推進

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
市民や事業者などに市役所へ行かなくても申請や手続が終えられるという選択肢が
ある。

計画の実現に向けて
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⃝�民間事業者による無線高速通信等の新たなサービスが一般的となるまでの間、通信機器や通
信線を継続的に更新する必要があります。

⃝�国において更なる地方公共団体の事務の標準化・共通化への検討が進められており、検討結
果に合わせて対応していく必要があります。

基本方針 １
市役所に行かなくても手続ができる、来庁したとしてもより効率的に手続が終えられるように、
市役所での手続の方法や受付窓口を利用者目線で変えるなど、よりよい行政サービスを提供し
ます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

証明書等をコンビニ等のキオスク端末（マルチコピー機）
で交付した枚数の割合

12.2％	
（令和 5 年度） 50.0％

市役所に行かなくても電子申請などの手続ができる割合 20.3％	
（令和 6 年 12 月） 90.0％

出生や転入などのライフイベント*に関係する窓口業務で 
改善した数

0 件	
（令和 6 年 12 月） 20 件

基本方針 ２
市民等へ産業振興、中山間地域*活性化、子育て支援、安全・安心などの各分野における最新
のデジタル技術を活用したサービスを受けることができる状態にします。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

デジタル技術を活用した実証事業数（累計） 24 事業	
（令和 6 年 12 月） 60 事業

デジタル技術を活用した実装事業数（累計） 21 事業	
（令和 6 年 12 月） 65 事業

デジタル関係の国県等補助事業の活用件数（累計） 16 事業	
（令和 6 年 12 月） 35 事業

デジタル活用支援講習会の参加者数 851 人	
（令和 5 年度） 450 人

デジタル活用支援講習会の開催回数 91 回	
（令和 5 年度） 50 回

基本方針 ３
民間事業者による無線高速通信等の新たなサービスが一般的となるまでの間、計画的に情報基
盤施設の更新を行い、情報格差を生まないような対策を進めます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

シェルター設備*の更新進捗率 55％	
（令和 6 年 3 月） 100％

主な部門別計画

・三原市デジタルファースト実行計画（令和 4 年 3 月策定）
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現状

⃝�新聞折り込みによる広報誌の配布数の減少や、スマートフォン等を所持していない人がいる
ことなどにより、市民や市の情報を欲する人に情報が届いていない状況です。

⃝�多くの市民や市内事業者が、まちの魅力（歴史資産や地域産品、取組等）を感じておらず、
市に愛着や誇りを持つという意識になっていません。

⃝�市民が住んでいるまちの魅力や話題を把握し、自ら率先して発信する状況には至っていま
せん。

⃝�市内で遊ぶ場所や買物をする場所がないと思われており、市外の人が三原市を「行きたい」「住
みたい」「応援したい」まちとして感じていません。

課題

⃝�デジタル媒体を使う人には情報を比較的簡単に届けられますが、使えない人にも情報が届く
ような対応を行う必要があります。

⃝�市の情報や魅力を分かりやすく市民や事業者に提供する必要があります。
⃝�官民が一体となって、まちの魅力を発信していくという意識を醸成する必要があります。
⃝�魅力的な店舗や地域産品、市が取り組んでいる事業などを積極的に市外に発信していく必要

があります。

政策 6-3　情報発信
施策 6-3-1　戦略的・効果的な情報発信

   

基本目標の実現に向けた、施策がめざす三原市の姿
市民が市政情報等を把握し、地域への愛着・誇りを持ち、官民一体で情報発信を
行うことで、市外の人から、行きたい、住みたい、応援したいまちとして認知さ
れている。

計画の実現に向けて
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基本方針 １
広報誌や市ホームページ、FM みはら、SNS*などの多様な手段を用いた情報発信により、市
内外の幅広い人に行政サービスや環境、人などの地域資源に関する情報を提供します。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

市公式 LINE アカウント*友だち登録者数 30,527 人	
（令和 6 年 3 月） 32,000 人

市政や防災、イベントなどの情報が市広報などで分かり 
やすく提供されていると感じる市民の割合

58.8％	
（令和 7 年 1 月） 75.0％

市公式 LINE・市ホームページ・マチイロアプリによる広報
誌閲読者数

111,957 人	
（令和 5 年度） 145,000 人

基本方針 ２
「行きたい」「住みたい」「応援したい」まちとしての認知度を向上させるため、地域資源を発掘、
創造し、交流・関係・移住・定住人口の増加を促進する関係施策と連動したプロモーション*
の企画・実施・情報発信を官民一体で取り組みます。
成果指標

指標の名称 現状値 （時点） 目標値 （10 年後）

市民のまちへの愛着や誇り（シビックプライド*） 75.0％	
（令和 7 年 3 月） 80.0%

市のシティプロモーション*に関心を持った人 33,670 人	
（令和 5 年度） 50,000 人

ふるさと納税寄附件数 17,292 件	
（令和 5 年度） 62,000 件

主な部門別計画

・第 2 期三原市シティプロモーション戦略（令和 6 年 3 月策定）

ふるさと納税ポスター 多様な情報伝達手段
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１ 用語解説

あ行

アカウント 	  p.135

コンピュータやソフトウェア、ネットワーク
などを使用するための権利や資格のこと。

空き家バンク 	  p.107

市内に空き家を所有する人の申込みにより物
件を登録し、空き家の利用を希望する人に登
録物件を紹介する制度のこと。

粗付加価値額 	  p.112

生産活動によって新たに生み出された価値の
ことで、生産額から原材料等の中間投入額を
差し引くことによって算出した額。

アンコンシャス・バイアス 	  p.38

無意識の偏ったモノの見方のこと。ほかにも
「無意識の思い込み」、「無意識の偏見」等と表
現されることがある。

依存財源 	  p.6、130

国や県の基準に基づき交付されたり、割り当
てられたりする、市が独自に収入額を決めら
れない収入のこと。

一次救急、二次救急 	  p.66、67

一次救急（初期救急）は、症状が軽く緊急性
も低い、入院の必要がない軽症患者に対して
行う救急医療のこと。
二次救急は、手術や入院が必要な重症患者に
対して行う救急医療のこと。

一般事業主行動計画 	  p.41

ここでは「女性活躍推進法」に基づく一般事
業主行動計画をいい、男女を通じた働き方改
革への取組、女性の積極的採用や人材育成な
ど採用から登用までの各段階に応じた取組な

ど、事業主が実施すべき取組をまとめた計画
のこと。

一般廃棄物 	  p.26、94、95

産業廃棄物以外の廃棄物のこと。一般廃棄物
は ｢ごみ｣ と ｢し尿｣ に分類される。

医療・介護サービス 	  p.71

病気やケガ、加齢や障害などで日常生活を送
る上で困難を抱えている人に対して、必要な
サポートを提供するサービスの総称。

医療的ケア児コーディネーター 
 	  p.73

医療的ケア児等とその家族に対してサービス
を紹介するとともに、関係機関と医療的ケア
児等やその家族をつなぐ役割と、保健・医療・
福祉・子育て・教育等の必要なサービスを総
合的に調整する役割を担う人のこと。

インキュベーション施設 	  p.110

起業家の育成や新しいビジネスを支援する施
設のこと。

インバウンド 	  p.120

外国から訪れてくる旅行のこと。

汚水処理人口普及率 	  p.104

住民基本台帳人口に対する各汚水処理施設の
処理区域内人口（下水道、集落排水などの処
理区域内人口とそれ以外の区域における浄化
槽等の整備済人口の合計）の割合のこと。

汚濁負荷 	  p.104

汚濁物質が水系に流入することにより、水域
環境や水産業、農業、レクリエーション等に
対して及ぼす悪影響のこと。
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オンラインサービス 	  p.126

インターネットに接続して行うサービスの
こと。

か行

学力調査 	  p.50

児童生徒の学力を把握・分析し、課題の改善
に役立てることを目的に、文部科学省が毎年
4 月に小学校第 6 学年、中学校第 3 学年を対
象に実施する国語、算数（数学）等のテスト
のこと。

活動中核組織 	  p.43

地域課題を解決するための効率的で実効性あ
る活動を行うことができる区域を統括する組
織のこと。連合町内会、自治振興会などがある。

合併処理浄化槽 	  p.104、105

トイレと台所、風呂、洗濯等の生活雑排水を
併せて処理する浄化槽のこと。

関係人口 	  p.118

移住した「定住人口」でもなく、観光に来た
「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多
様に関わる人々のこと。

がん検診 	  p.64、65

がんを早期に発見・治療することにより、が
んによる死亡を予防する目的で、特定のがん
に対する検査を行うこと。

観光コンテンツ 	  p.120、121

観光客に提供される観光情報や体験プログラ
ム、ツアーのこと。

観光消費額 	  p.120

観光客による宿泊、交通、飲食、娯楽などに
伴う消費額のこと。

感震ブレーカー 	  p.84

地震の揺れを感知して自動的に電気を遮断す
る装置のこと。地震の揺れに伴う電気機器か
らの出火や、停電から復旧した時に発生する
火災を防ぐことができる。

幹川流路 	  p.80

地域において、流量、長さ、流域の大きさな
どが、重要と考えられる河川や水路のこと。

救急救命士 	  p.85

緊急時に高度な救急救命処置を行うための特
別な資格（国家資格）を持ち、心肺蘇生法や
気道確保、薬剤投与などを行いながら、患者
を適切な医療機関へ搬送する医療従事者の
こと。

狂犬病 	  p.90、91

ほとんど全ての哺乳動物から感染する可能
性のある感染症のことで、発症するとほぼ
100% 死亡する。世界中で年間数万人が死亡
する感染症であるが、昭和 32(1957)年以降、
国内では発生していない。

協働 	  p.2、34、43、44、45、 
� 59、69、73、81、156

2 者以上の者が、同じ目的のために、協力し
て働くこと。

居住誘導区域 	  p.97

市街化区域又は非線引き都市計画区域におい
て、人口減少の中にあっても、一定のエリア
において人口密度を維持することにより、生
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活サービスやコミュニティが持続的に確保さ
れるように居住を誘導すべき区域のこと。

クルーズ客船 	  p.124、125

宿泊用の客室やレストラン、ラウンジ、劇場
などを備え、船による周遊旅行を提供するた
めの旅客船のこと。

グループホーム 	  p.73

対象となる人が、夜間や休日、共同生活を行
う住居のことで、相談や日常生活上の援助を
行う。

経営資源 	  p.112、128

企業や組織の運営・活動に必要な要素や能力
のことで、ヒト（人材）、モノ（物）、カネ（資
金）、情報が代表的な要素。

経常経費 	  p.130

現行の行政サービスや行政水準を維持してい
くため、毎年継続して固定的に支出される経
費のこと。

経常収支比率 	  p.103、105

収益（営業収益＋営業外収益。特別利益を除
く。）で費用（営業費用＋営業外費用。特別損
失を除く。）をどの程度賄えているかを示した
比率のこと。比率が 100％未満の場合には、
単年度の収支が赤字であることを表す。

経費回収率 	  p.105

特定の財源で費用をどの程度賄えているかを
示した比率のこと。

刑法犯認知 	  p.88

刑法に定められている殺人、窃盗、詐欺など
の犯罪の発生を、警察などの捜査機関が確認
すること。

激甚化 	  p.28、31、33、78、96、98

災害の規模や範囲などが以前よりも大きく激
しくなること。

健康寿命 	  p.18、32、64、71

平均寿命から寝たきりや認知症など介護や病
気療養が必要な期間を除いた、日常生活が制
限されることなく過ごせる期間のこと。

広域緊急輸送道路 	  p.82

広島県緊急輸送道路ネットワーク計画で定め
られた道路で、県内と隣接県の防災拠点上重
要な施設である「庁舎、空港、港湾、自衛隊
基地」を相互に連絡する道路のこと。

高規格道路 	  p.98、99

国土を縦貫あるいは横断し、全国の主要都市
間等を連結して、その時間距離の短縮を図る
国土の骨格を支える基幹的な高速陸上交通
ネットワークとして計画に位置付けられた規
格の高い道路のこと。

公共下水道事業計画区域 	 p.81、105

公共下水道事業において、全体計画区域のう
ち 5 年から 7 年の間に公共下水道を整備する
予定としている区域のこと。

公共下水道処理区域 	  p.104

し尿や生活雑排水などの汚水や工場等から排
出される汚水を下水道に流すことができる区
域のこと。

公共用水域 	  p.104

水質汚濁防止法に規定される、河川、湖沼、
港湾、沿岸海域その他の公共の用に供される
水域とこれに接続する公共溝きょ、かんがい
用水路その他公共の用に供される水路のこと。
ただし、下水道は除いたものをいう。
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口腔機能 	  p.64

噛む（咀（そ）しゃく）、飲み込む（嚥下（え
んげ））、話す（発声）、唾液の分泌、味覚など
のお口の機能をいう。

公債費 	  p.6、130

借金に対する元金と利子の償還に要する経費
のこと。

交通結節拠点 	  p.33、127

鉄道、バス、タクシー、旅客船など、様々な
交通手段の乗換えが行われる拠点のこと。

交付税措置 	  p.130

普通交付税額の計算に算入されること。一部
の地方債で、借り入れた後に元利償還金の一
部が普通交付税に算入されるものがある。

コーディネート機能 	  p.68

異なる資源や要素を結びつけ、それらを適切
に配置・調整し、効果的に機能させる役割の
こと。

コミュニティ・スクール 	  p.59

学校と地域の関係者が目標やビジョンを共有
し、地域の未来を担う子どもたちが、地域に
見守られ、支えられながら、豊かな学びや体
験の機会を得て、健やかに成長していくこと
をめざす仕組みのこと。

コロナ融資（ゼロゼロ融資） 	  p.112

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響
により、売上げが減少している中小企業や個
人事業者を対象に実質無利子・無担保で融資
する制度のこと。

コワーキングスペース 	  p.110

様々な人たちが空間を共有しながら仕事を行
うことができるスペースのこと。

コンパクトなまち 	  p.96

郊外への宅地開発の進展の抑制、中心市街地
の活性化などを図るため、暮らしに必要な医
療や福祉、商業などの機能が集積し、効率的
で持続可能なまちのこと。

さ行

財政力指数 	  p.6

地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財
政収入額を基準財政需要額で除して得た数値
の過去３年間の平均値のこと。数値が高いほ
ど、財源に余裕があるといえる。

在宅当番医制度 	  p.66

郡市医師会ごとに複数の医師が、休日と夜間
において、比較的軽症の救急患者を受け入れ
る制度のこと。

砂防事業 	  p.80

土砂災害から市民の命や暮らしを守るために
行われる工事や、規制区域の指定などの防災
対策事業の総称。

茶話会 	  p.70

お茶を飲みながら、参加者同士が親睦を深め、
話題を語り合う、親しみやすい集まりのこと。

残菜 	  p.52

食べ残されて余った食べ物のこと。

シェルター設備 	  p.133

ケーブルテレビやインターネットのサービス
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提供に必要なネットワーク機器等を収容した
局舎のこと。

歯周疾患 	  p.65

歯の周りに歯石がつくことで細菌が繁殖し、
炎症を起こし、歯を支えている歯肉（歯ぐき）、
歯槽骨（歯を支えている骨）等、歯の周りの
組織が侵される疾患のこと。進行度により、
歯肉炎（歯ぐきの炎症）、歯周病（歯を支えて
いる骨等の破壊を伴う炎症）と呼び、中高年
以降では歯を失う原因のトップとなっている。

自主財源 	  p.6、131

地方公共団体が自主的に収入できる財源のこ
と。市税や使用料、財産収入、寄附金などが
ある。

自主財源比率 	  p.131

歳入総額に対する自主財源の割合を示す指標
のこと。この割合が大きければ大きいほど、
行政の自主性や安定性が確保されている。

自主防災組織 	  p.78、79

地域住民が協力して、「自分たちのまちは自分
たちで守る」ことを目的に、日頃から様々な
活動を行う防災組織のこと。

自助・共助・公助 	  p.88

自助とは、一人ひとりが自ら取り組むこと。
共助とは、地域や身近にいる人同士がともに
取り組むこと。公助は、国や地方公共団体等
が取り組むこと。

シティプロモーション 	  p.135

市内外へ地域の魅力を発信するなど、地域へ
の市民の愛着や誇りの醸成とともに、地域の
認知度やイメージの向上につなげるために、
地方自治体などが行う活動のこと。

シビックプライド 	  p.135

地域や自治体に対する住民の愛着や誇りの
こと。

市民協働 	  p.44、45

市民と行政、市民相互などで、直面する地域
課題や公共的課題に力を合わせて取り組む
こと。

社内ベンチャー 	  p.111

会社内の既存事業にとらわれず、新しい会社
を設立するようなイメージで、会社内で新規
事業を立ち上げること。

周産期医療 	  p.66、67

妊娠 22 週から出生後 7 日未満までの期間に
おいて、妊娠、分娩に関わる母体・胎児管理
と出生後の新生児管理を主に対象とする医療
のこと。

重大違反対象物 	  p.84、85

屋内消火栓設備、スプリンクラー設備又は自
動火災報知設備を設置しなければならない建
物で、これらの消防用設備等のいずれかが全
体の半分を超える範囲にわたって設置されて
いないもの若しくは機能不良の程度が著しく、
本来の機能が損なわれている状態にあるもの
をいう。

住宅セーフティネット 	  p.107

低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子ど
もを育成する家庭その他住宅の確保に特に配
慮を要する者（住宅確保要配慮者）に対する
賃貸住宅の供給を促進することを目的とした
制度のこと。
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住宅用火災警報器 
 	  p.84、85、86、87

平成23年6月1日から全ての住宅に設置が義
務化された、家の中で火災が発生した際に煙
や熱を感知し、音や光で知らせる装置のこと。

住民組織 	  p.42、43、44、45

自治会、町内会など、一定の地域の住民によ
り組織される自治組織のこと。

集落排水 	  p.24、25、104

農業集落や漁業集落における衛生環境の向上
や水質保全に寄与するため、し尿や生活雑排
水などの汚水や雨水を処理する集合処理施設
のこと。

循環型社会 	  p.94、95

大量生産、大量消費、大量廃棄の社会の在り
方や国民のライフスタイルを見直し、社会に
おける物質循環を確保することにより、天然
資源の消費が抑制され、環境への負荷の低減
が図られた社会のこと。

消費生活センター 	  p.91

地方公共団体が運営する消費者のための相談・
あっせん業務を行う機関のこと。契約のトラ
ブルや商品の相談・苦情など、消費生活に関
わる困りごとについて、専門の相談員が公平
な立場に立って処理にあたる。

情報化社会 	  p.122

誰もがいつでもどこでも様々な情報を手に入
れられる社会のこと。

消防水利 	  p.84、85

火災が発生した際に消火活動に使う水を確保
するための設備や場所のこと。消火栓や防火
水槽、川や池などがある。

消防力 	  p.84

災害が発生した際に、迅速かつ効果的に対応
するための消防機関の能力や体制のこと。消
防車や消防士の数、設備の充実などを含む。

食品ロス 	  p.95

まだ食べられるのに廃棄される食品のこと。

新規需要米 	  p.115

主食用米や加工用米、備蓄米以外で、国内の
主食用米の需給に影響を及ぼさない用途の米
のことで、次に掲げる米穀又は稲のこと。
・飼料用米
・米粉用米
・�稲発酵粗飼料用稲（WCS 用稲と言われるも

ので牛の飼料となるもの）
・�新市場開拓米（飼料用米、米粉用米を除く、

国内外の米の新市場の開拓を図ると判断さ
れる用途に供される米穀）

人件費 	  p.6、104、130

職員給、共済組合負担金、退職金、議員報酬、
委員報酬など、職員等に対して勤労の対価、
報酬として支払われる経費のこと。

人生 100 年時代 	  p.56

平均寿命が延び、100 年生きるのが当たり前
になる時代のこと。

森林の公益的・多面的機能 	  p.116

森林が持つ国土保全、水源涵養、自然環境の
保全、林産物の供給といった様々な価値の
こと。

スキルアップ 	  p.38

能力や技能を高めること。必要な新しい技術
や知識を習得して、これまで培ってきた技能
を更に向上させること。
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スマート農業技術 	  p.114、115

ロボットや AI（人工知能）、IoT（モノをイン
ターネットに接続する技術）などの先端技術
を活用して超省力・高品質生産を実現する新
たな農業技術のこと。

生活衛生関係施設 	  p.90、91

旅館、興行場、公衆浴場、理容所、美容所、クリー
ニング所などの総称。

生活習慣病 	  p.64、65

食生活、運動習慣、休養、喫煙、飲酒等の生
活習慣が、その発症・進行に関与する疾患の
総称のこと。

製造品出荷額 	  p.5、112

事業所の所有する原材料によって製造され、
当該事業所から出荷したものの額のこと。

性的マイノリティ 	  p.40、41

LGBTQ＋をはじめとする性的少数者のこと。

た行

待機児童 	  p.49

保育の必要性の認定がされ、保育所等の入所
申込みがされているが、入所していない児童
のこと。ただし、ほかに入所可能な保育所が
あるにも関わらず、保護者の私的な理由によ
り待機しているケース等を除く。

第２層協議体 	  p.69

小中学校区を圏域として、地域の課題を検討
する話合いの場のこと。

ダウンサイジング 	  p.102

施設の運用コストの削減やエネルギー効率の
向上のために既存施設の規模を縮小すること。

多文化共生 	  p.39、46

国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化
的違いを認め合い、対等な関係を築こうとし
ながら、地域社会の構成員としてともに生き
ていくこと。

男女共同参画社会 	  p.40、41

男女が、社会の対等な構成員として、自らの
意思によって社会のあらゆる分野における活
動に参画する機会が確保されることにより、
男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文
化的利益を享受することができ、かつともに
責任を担うべき社会のこと。

単独処理浄化槽 	  p.104、105

トイレの排水だけを処理する浄化槽のこと。

地域おこし協力隊 	  p.42、43

地方自治体からの委嘱を受け、都市部から地
方に住民票を移し、地域ブランドや地場産品
の開発・販売・PR 等の地域おこし支援や、農
林水産業への従事、住民支援などの地域協力
活動を行う人のこと。

地域共生社会 	  p.30、68

全ての人が年齢や障害の有無、国籍、経済状
況などにかかわらず、互いに支え合いながら
ともに生きることができる社会のこと。

地域共生プラットフォーム 	  p.69

行政、福祉関係者、地域団体、企業、住民など、
様々な関係者が連携し、地域の課題解決に向
けて取り組む仕組みやネットワークのこと。

地域公共交通 
 	  p.22、23、29、30、108

地域住民の日常生活若しくは社会生活におけ
る移動又は観光旅客その他の当該地域を来訪
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する者の移動のための交通手段として利用さ
れる公共交通機関のこと。

地域コミュニティ交通 	  p.108、109

交通空白地域・不便地域の解消等を図るため、
市町村等が主体的に計画し、運行する交通機
関のこと。

地域支援員 	  p.42、43

総務省の制度で、地方自治体からの委嘱を受
け、行政と連携し、地域の点検活動、状況把握、
話合いの促進等を行う、地域の実情に詳しく、
集落対策の推進に関してノウハウ・知見を有
した人材のこと。三原市においては、集落支
援員を地域支援員という名称で設置している。

地方債 	  p.130、131

地方公共団体が債券の発行を通じて行う借金
により負う債務のこと。

中山間地域 
 	  p.30、42、43、96、132、133

三原市では中山間地域を次のとおり設定して
いる。
三原地域：八幡町、高坂町、鷺浦町
本郷地域：船木地区、北方地区
久井地域：全域
大和地域：全域

超高齢社会 	  p.84

全人口に占める 65 歳以上の高齢者の割合が
21％を超える社会のこと。

超スマート社会 	  p.56

必要なものやサービスを、必要な人に、必要
な時に、必要なだけ提供し、社会の様々なニー
ズにきめ細かに対応でき、あらゆる人が質の
高いサービスを受けられ、年齢、性別、地域、

言語といった様々な違いを乗り越え、活き活
きと快適に暮らすことのできる社会のこと。

通行障害既存耐震不適格建築物 
 	  p.82

地震によって倒壊した場合に、道路の通行を
妨げ、多数の者の円滑な避難を困難とするお
それのあるものとして指定を受けた建築物の
こと。

デジタルデバイド 	  p.132

情報通信技術の恩恵を受けることができる人
とできない人の間に起こりうる格差のこと。

電子商取引 	  p.91

スマートフォンやタブレット型端末などから、
インターネットなどの通信ネットワークを利
用して、商品やサービスを売り買いすること。

特定空家等 	  p.107

そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険
となるおそれのある状態又は著しく衛生上有
害となるおそれのある状態、適切な管理が行
われていないことにより著しく景観を損なっ
ている状態その他周辺の生活環境の保全を図
るために放置することが不適切である状態に
ある空家等のこと。

特定健診 	  p.64、65

特定健康診査の略称であり、生活習慣病の予
防や早期発見を目的とした健康診査のこと。
メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）
に着目し、40 歳から 74 歳の健康保険加入者
を対象として実施する。
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特別活動 	  p.51

学級活動、生徒会・児童会活動、クラブ活動（小
学校）、学校行事から構成される、多様な他者
と協働する様々な集団活動のこと。

匿名・流動型犯罪グループ 	  p.88

SNS を通じて募集する闇バイトなど、緩やか
な結びつきで離合集散を繰り返し、匿名性の
高い通信手段等を活用しながら、役割を細分
化して活動を行う犯罪集団のこと。

都市計画道路 	  p.98、99

都市の骨格を形成し、円滑な都市活動と良好
な都市環境を確保するため、都市計画法に基
づき計画決定した道路のこと。

土砂災害警戒区域 	  p.80

土砂災害の発生により、市民の生命や身体に
危害が生じるおそれがあると指定された区域。

な行

南海トラフ 	  p.28、80

駿河湾から遠州灘、熊野灘、紀伊半島の南側
の海域と土佐湾を経て日向灘沖までのフィリ
ピン海プレートとユーラシアプレートが接す
る海底にある溝状の地形を形成する区域の
こと。

認知症 	  p.70、71

一度正常に達した知能が、後天的に脳や身体
疾患を原因として慢性的に低下した状態で、
社会生活、家庭生活に影響を及ぼす状態のこ
と。

は行

パートナーシップ宣誓制度 	  p.40

性的マイノリティである二人がお互いを人生
のパートナーとし、日常生活において相互に
協力し合う関係（パートナーシップ）である
ことを承認する制度のこと。

バックキャスティング 	  p.36

目標となる将来の理想の姿を想定し、その姿
から現在を振り返り、今すべきことを定める
考え方。

バリアフリー 	  p.74、101

障害のある人が生活していく上で妨げとなる
段差などの物理的な障壁（バリア）をなくす
こと。現在では、物理的な障壁に限らず、制
度や心理的な障壁を含め、あらゆる障壁を取
り除く意味でも用いられる。

広島臨空広域都市圏振興協議会 
 	  p.125

広島空港をとりまく 4 市 2 町（三原市、竹原
市、尾道市、東広島市、大崎上島町、世羅町）
の市町長と議長で構成する協議会のこと。

備後圏域連携事業 	  p.113

連携中枢都市である福山市と 6 市 2 町（三
原市、尾道市、府中市、竹原市、世羅町、神
石高原町、笠岡市、井原市）の区域で構成さ
れる備後圏域において、福山市との連携中枢
都市圏形成に係る連携協約に基づき、圏域を
支える活力向上を目的として実施する事業の
こと。

扶助費 	  p.6、130

社会保障制度の一環として、各種法令や市独
自の制度に基づき、障害者や高齢者、児童な
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どに対してその生活を維持するために支出す
る経費のこと。

物件費 	  p.6、130

消費的性質をもつ経費のこと。旅費や消耗品
費、手数料、備品購入費、委託料、賃借料な
どがある。

プラットフォーム 	  p.110

環境や基盤のこと。

プロモーション 	  p.120、121、135

商品やサービスを宣伝・広告するための活動
や手法のこと。

方面隊 	  p.85

地域ごとに分けられた消防団の大きな単位の
ことで、三原市では 7 つに分けられている。
災害時に効率的に対応するため、所属する分
団を取りまとめ、指揮命令をスムーズに行う
ために設けられたグループを指す。

ボランティア 
 	  p.44、45、72、73、123

社会をより良くしていくため、自分の技能と
時間を自主的に無報酬で提供する人やその活
動のこと。

ま行

マイナポイント 	  p.132

令和 2 年 9 月から令和 6 年 9 月までの間に国
が実施した事業で、マイナンバーカードを取
得した上で、一定の手続きを行った人に付与
されるキャッシュレス決済のポイントのこと。

マイナンバーカード 	  p.132

マイナンバー（日本国内で住民票を有する全
ての人に付与される個人番号）を証明する本
人確認書類のこと。IC チップを利用してオン
ライン上で安全かつ確実に本人であることを
証明できるため、デジタル社会に必要なツー
ルとされる。

マスタープラン 	  p.124

全体の方向を示す基本計画のこと。

マッチング 
 	  p.44、49、70、107、113

様々なテーマで活動している人や団体を、必
要に応じて結びつけること。

ムーンショット目標 	  p.13、15

内閣府が掲げる、人々の幸福（Human Well-
being）の実現をめざすための 10 の目標のこ
と。将来の社会問題を解決するために、人々
の幸福で豊かな暮らしの基盤となる社会、環
境、経済の領域から、具体的な目標を決定し
たもの。

メディアリテラシー 	  p.58

メディアの意味や特性を理解した上で、受け
手として情報を読み解き、送り手として情報
を表現・発信するとともに、メディアの在り
方を考え、行動していくことができる能力の
こと。

メンテナンスサイクル 	  p.80、98

施設を適切に維持管理し続けるために、点検
→診断→措置→記録→（次の点検）を繰り返
し実施する業務サイクルのこと。
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や行

やさしい日本語 	  p.46

一つの文を短くする、難しい言葉を簡単に言
い換える、漢字にふりがなで読みを付けるな
ど、母語が日本語でない人にもわかりやすく
した日本語のこと。

ユニバーサルデザイン 	  p.73

年齢、性別、障害の有無にかかわらず、全て
の人が利用できるよう、常により良いものに
改良していこうという考え方のこと。

要支援・要介護認定 	  p.71

対象者がどの程度の介護を必要とするかを 7
段階（要支援 1・2、要介護 1 ～ 5）にラン
ク分けしたもの。訪問調査の結果をコンピュー
タで判断する一次判定と、主治医の意見書を
加えて医療や福祉の専門家が判断する二次判
定の結果によって決定される。

ら行

ライフイベント 	  p.133

出生、死亡、結婚、離婚、転入、転出、転居など、
人生で起こりうる出来事のこと。

ライフステージ 	  p.49、62、63

人間の一生における幼年期・学童期・思春期・
青年期など、それぞれの段階のこと。

リスキリング 	  p.30、56

職業能力の再開発、再教育を意味し、新しい
職業に就くため、又は今の職業で必要とされ
るスキルの大幅な変化に適応するため、必要
なスキルを獲得すること。

リモートワーク 	  p.118

ICT（情報通信技術）を利用し、普段勤務す
る場所とは異なる・離れた場所で仕事をする
こと。また、そのような柔軟な働き方のこと。

流域治水 	  p.80

河川管理者の治水対策だけでなく、流域のあ
らゆる関係者が協働して水害対策を行う考え
方のこと。

療育 	  p.72、73、74

障害のある乳幼児に対して、障害を軽減・改
善し、発達を促していくために、医療、訓練、
保育、教育等を組織的に行うこと。

臨空広域都市圏 	  p.98

広島空港をとりまく三原市、竹原市、尾道市、
東広島市、大崎上島町、世羅町の 4 市 2 町の
圏域のこと。

隣保事業 	  p.39

欧米の「セツルメント活動」の日本語訳とし
て使われている。地域が抱える問題を発見し、
地域住民の交流を通じて、住民の生活や文化
の向上をめざすコミュニティづくりを進める
地域福祉事業のこと。

レジリエンス 	  p.80

災害などで被害を受けても迅速に回復する復
元力のこと。

199347-三原市長期総合計画.indb   148199347-三原市長期総合計画.indb   148 2025/03/24   10:28:252025/03/24   10:28:25



149

基
本
計
画

参
考
資
料

１

１

２

①

②

３

４

参
考
資
料

２

基
本
構
想

D

DV 	  p.40

配偶者や恋人など親しい関係のパートナーか
ら加えられる暴力のこと。身体に対する暴力
のほか、精神的暴力や性的暴力も含む。

F

FIT/FIP 制度 	  p.93

FIT 制度とは、Feed-in Tariff（フィード・イ
ン・タリフ）の略称で、再生可能エネルギー
で発電した電気を固定価格で一定期間、電力
会社が買い取る制度のこと。FIP 制度とは、
Feed-in Premium（フィード・イン・プレ
ミアム）の略称で、再生可能エネルギーで発
電した電気を売却した際に、売電収入に加え
てプレミアム（補助額）を上乗せした金額が
支払われる制度のこと。

G

GIGA スクール構想 	  p.54

児童生徒 1 人 1 台端末と高速大容量の通信
ネットワークを整備し、多様な子どもたちを
誰一人取り残すことなく、公正に個別最適化
され、資質・能力が一層確実に育成できる教
育 ICT 環境を実現するという考え方のこと。

I

ICT 	  p.13、32、54、55、108

Information and Communication Technology
（インフォメーション・アンド・コミュニケー
ション・テクノロジー）の略称で、情報・通
信に関連する技術の総称。世代や地域を超え
たコンピュータの利活用や、人と人、人とモ
ノを結ぶコミュニケーションの構築に用いる
もの。

L

LAN 	  p.54

Local Area Network（ローカル・エリア・ネッ
トワーク）の略称で、限られた範囲内でコン
ピュータやデバイスをつないで、情報をやり
取りするためのネットワークのこと。

LGBTQ＋ 	  p.38

「Lesbian（レズビアン）」、「Gay（ゲイ）」、
「Bisexual（バイセクシャル）」、「Transgender
（トランスジェンダー）」と「Questioning（ク
エスチョニング）」、「Queer（クィア）」の頭
文字をとって組み合わせた言葉のことで、そ
れに加えられている「+」という文字は、「こ
れらのほかにも様々なセクシュアリティがあ
る」ということを意味するために使われてい
る。性的少数者（セクシャルマイノリティ）
を表す言葉の一つとして使われることもある。

M

Mbps 	  p.132

Mega bit per second（メガ・ビット・パー・
セカンド）の頭文字を取った略号のことで、
1 秒間に処理できるデータ量を表す。1Mbps
は、1 秒間に 0 か 1 のデータを約 100 万回
処理できることを表す。

N

NBC 災害 	  p.84

核（Nuclear（ニュークリア））、生物（Biological
（バイオロジカル））、化学（Chemical（ケミ
カル））による災害のこと。放射能漏れ、生
物兵器による感染症の拡散、有毒ガスなどが
ある。
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NPO 	  p.72

Non Profit Organization（ノン・プロフィッ
ト・オーガナイゼイション）の略で、民間非
営利団体と訳される。日本においては、市民
が自主的に組織し、運営する、営利を目的と
しない市民活動団体という意味で用いられる
ことが多くある。

S

SNS 	  p.58、88、92、135

Social Networking Service（ソーシャル・
ネットワーキング・サービス）の略称で、登
録された利用者同士が交流できる Web サイ
トの会員制サービスのこと。

Society5.0 	  p.13

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現
実空間）を高度に融合させたシステムにより、
経済発展と社会的課題の解決を両立する人間
中心の社会のこと。狩猟社会（Society 1.0）、
農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 
3.0）、情報社会（Society 4.0）に続く、国が
めざすべき新たな未来社会の姿として、第５
期科学技術基本計画において提唱された。

数字

3R 	  p.94

循環型社会の形成を推進するための 3 つの行
動（物を大切に使う Reduce（リデュース）、
繰り返し使う Reuse（リユース）、ごみを再
資源化する Recycle（リサイクル））の頭文字
を取った総称。

6 次産業化 	  p.115

1 次産業としての農林漁業と、2 次産業とし
ての製造業、3 次産業としての小売業等の事

業との総合的かつ一体的な推進を図り、農山
漁村の豊かな地域資源を活用した新たな付加
価値を生み出す取組のこと。
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２　市民アンケート調査結果概要

※各表・グラフについては、端数処理の関係上、合計が 100％にならないものもある。
第１節　調査の概要

（1）目的
本市が取り組んできた施策に対する満足度や、今後、より充実を図るべき取組などについ

て調査し、次期長期総合計画に市民の声を反映させることを目的に実施した。
（2）対象

住民基本台帳から無作為抽出した市内在住の 16 歳以上（令和 5 年 5 月 31 日現在）の
6,000 人

（3）実施方法
郵送による調査票の配布、郵送又はＷＥＢ（インターネット）による回答

（4）調査期間
令和 5 年 7 月 10 日 ～ 8 月 6 日

（5）回収状況
配布数 6,000 件、有効回収数 2,429 件（郵送分 1,863 件、ＷＥＢ分 566 件）、回収

率 40.5％

年齢別回収状況 配布数 回収数 回収率 回収構成比 三原市の人口比
（R5.5.31 時点）

10 歳代（16 歳～ 19 歳） 250 55 22.0％ 2.3％ 4.6％

20 歳代 639 136 21.3％ 5.6％ 10.7％

30 歳代 632 194 30.7％ 8.0％ 12.0％

40 歳代 819 290 35.4％ 11.9％ 16.5％

50 歳代 1,132 455 40.2％ 18.7％ 17.2％

60 歳代 1,235 598 48.4％ 24.6％ 17.8％

70 歳代 1,293 694 53.7％ 28.6％ 21.3％

無回答 - 7 - 0.3％ -

合計 6,000 2,429 40.5％ 100％ 100％

地域別回収状況 配布数 回収数 回収率 回収構成比 三原市の人口比
（R5.5.31 時点）

三原地域 4,701 1,916 40.8％ 78.9％ 78.3％

本郷地域 709 281 39.6％ 11.6％ 11.9％

久井地域 265 107 40.4％ 4.4％ 4.4％

大和地域 325 118 36.3％ 4.9％ 5.4％

無回答 - 7 - 0.3％ -

合計 6,000 2,429 40.5％ 100％ 100％
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第２節　調査結果の概要

20.5 

31.0

28.9

61.5 

53.5

48.5

14.5 

12.0

16.3

2.8 

2.8

5.9

0.5 

0.6

0.4

0%

今回

（令和５年度調査）

前回

（令和３年度調査）

前々回

（平成30年度調査）

住みやすい どちらかといえば

住みやすい

どちらかといえば

住みにくい

住みにくい 無回答

10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

■三原市の「住みやすさ」■

4.9 

5.4

5.0

14.3 

13.2

10.0

54.1 

58.7

61.0

13.9 

12.5

12.5

5.3

4.5

2.4

1.2

0.3

0.7

今回

（令和５年度調査）

前回

（令和３年度調査）

前々回

（平成30年度調査）

以前より
住みやすくなった

どちらかといえば
以前より住みやすくなった

特に変化はない

どちらかといえば
以前より住みにくくなった

以前より住み
にくくなった

わからない

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

6.4 

5.5

8.4

■「住みやすさ」の変化■
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

37.5 

41.9

34.9

41.6 

36.0

36.8

8.4 

8.6

11.2

2.4 

2.7

5.1

0.8

0.1

0.4

今回

（令和５年度調査）

前回

（令和３年度調査）

前々回

（平成30年度調査）

住み続けたい 住み続けてもよい どちらかといえば

引っ越したい

引っ越したい わからない 無回答

9.3 

10.7

11.7

■今後の三原市での居住意向■

37.5 

37.1 

37.8 

16.4 

19.1 

27.8 

28.6 

30.5 

43.5 

48.8 

41.6 

42.2 

41.1 

40.0 

41.2 

43.3 

43.1 

47.9 

38.5 

38.9 

8.4 

8.6 

8.2 

16.4 

17.6 

13.4 

13.1 

7.7 

6.9 

4.6 

2.4 

2.7 

2.1 

7.3 

6.6 

6.7 

2.4 

2.2 

1.8 

0.6 

0.8 

0.6 

0.9 

0.5 

0.7 

0.4 

0.8 

1.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

男性

女性

10代

20代

30代

40代

50代

60代

70歳以上

9.3 

8.7 

9.8 

20.0 

15.4 

8.2 

12.1 

11.2 

8.5 

5.9 

住み続けたい 住み続けてもよい

どちらかといえば引っ越したい 引っ越したい

わからない 無回答

（単位：％）

今回（令和５年度調査） 前回（令和３年度調査）
三原 本郷 久井 大和 三原 本郷 久井 大和

住み続けたい 37.2 36.3 53.3 32.2 34.5 35.7 37.2 36.4
住み続けてもよい 42.4 41.6 31.8 35.6 36.7 37.3 40.0 34.7
どちらかといえば引っ越したい 8.5 8.2 6.5 10.2 10.8 11.9 11.6 14.8 
引っ越したい 2.2 2.5 0.9 5.9 5.3 6.0 3.2 2.1 
わからない 9.0 10.0 7.5 14.4 12.4 8.5 8.1 11.3 

■今後の三原市での居住意向（地域別）■
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31.9

17.5

14.4

9.1

2.7

2.3

1.9

1.1

15.6

3.4

22.1

19.5

20.6

11.4

0.0

3.2

0.0

0.0

15.4

4.1

生活環境がよくないため

娯楽施設が少ないため

進学・転勤・就労のため

市のサービスに不満があるため

親の介護のため

結婚のため

子どもの学校のため

妊娠・出産のため

その他

理由はない

今回（令和５年度調査） 前回（令和３年度調査）

0% 10% 20% 30%15% 25% 35%5%

■三原市から転出したい理由■
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52.452.4

42.742.7

33.733.7

28.928.9

20.220.2

16.716.7

13.913.9

8.68.6

7.97.9

5.25.2

3.63.6

3.33.3

2.92.9

2.12.1

0.80.8

0.80.8

0.70.7

0.50.5

0.40.4

0.20.2

3.53.5

2.52.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

住み慣れている

静か、閑静、のどか、穏やか

買い物の場所があり、日常生活が便利

都会でも田舎でもなく、ちょうどよい

気候がよい

自然災害が少ない、災害に強い

治安がよい

公共交通機関が便利

医療機関や福祉施設を利用しやすい

近隣やコミュニティの人間関係がよい

通勤・通学が便利

歴史や伝統文化が大切にされている

市役所からの行政情報を入手しやすい

まちがきれい、生活環境がよい

土地・住宅が安い

出産や子育てをしやすい

公園が充実している

市民の声が行政に取り入れられている

教育環境が整っている

娯楽やレジャーなどが多い

働く場所が多い、仕事や商売に有利

特にない、わからない

無回答

38.738.7

39.039.0自然が豊か、海・山がある

■三原市で「住みやすさ」を感じるところ（最大５つまで選択可）■

38.438.4

34.334.3

30.130.1

29.429.4

26.126.1

21.021.0

14.314.3

11.211.2

11.211.2

8.68.6

7.97.9

6.76.7

5.65.6

5.45.4

5.15.1

4.94.9

4.44.4

3.03.0

1.81.8

0.90.9

0.50.5

0.20.2

7.47.4

5.15.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

娯楽やレジャーなどが少ない

公共交通機関が不便

まちが発展していない、整備されていない

働く場所が少ない、仕事や商売に不利

自然災害への不安がある

買い物の場所がなく、日常生活が不便

医療機関や福祉施設を利用しにくい

市民の声が行政に取り入れられていない

通勤・通学が不便

出産や子育てをしにくい

公園が不足している

土地・住宅が高い

市役所からの行政情報が伝わってこない

教育環境が整っていない

近隣やコミュニティの人間関係が悪い

うるさい、騒音がある

まちが汚い、生活環境が悪い

歴史や伝統文化が大切にされていない

治安が悪い

住み慣れていない

自然が少ない

気候が悪い

特にない、わからない

無回答

■三原市で「住みにくさ」を感じるところ（最大５つまで選択可）■
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注：�38 施策を対象に、現状の満足度・今後の重要度の各々の段階に一定の重み（2 点、1 点、0 点、－ 1 点、－ 2 点という得点）を設定した上、そ
の重みを考慮した平均値（加重平均値）を算出することで、満足度と重要度の水準を相対的に可視化しています。

人権に対する意識が高まり、お

互いに尊重し合う社会になって

いる

男女が互いの違いを認め合い、

個性と能力を十分に発揮し、社

会の様々な分野に共に参加で

きる社会になっている

地域に、市外から移住した人を

受け入れる環境がある

自治会や町内会などが活発に活

動し、地域のコミュニティ活動が

充実している

市民、企業、ボランティア・NPO法人な

どが互いに協力しあい、市民協働の

まちづくりが行われている

大学や企業を活かしたまちづく

り・地域づくりが行われている

幼稚園、小・中学校に通う子ども

たちが安全で快適な教育環境の

もと、適切な教育を受けている

地域の中で、青少年が健全

に育成される環境が整って

いる

市民が生涯学習活動に取り

組む機会と場がある

市民が芸術・文化に親しんだり、活動に取り

組む機会と場がある

伝統文化や文化財の保護・継承

が行われ、三原市への愛着が深

まっている

市民がスポーツ・レクリエーション

を行う場がある

地域に暮らす外国人や、海外との交流

など、国際交流ができる機会が充実して

いる

バイパスや国道など主要な幹線道路

が整備され、安全・快適に移動できる

商工業・サービス業に

活力があり、振興が図

られている

新たな産業の創出などにより、雇用

の場が確保されている

農林水産業に活力があり、振

興が図られている

観光地としての魅力・認知

度の向上や“おもてなし”な

どが充実している

文化芸術の振興と文化財の保存・活用

中心市街地（JR三原駅を

中心とした地域）に活力が

あり、振興が図られている

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

1.10

1.20

1.30

1.40

1.50

-1.00 -0.80 -0.60 -0.40 -0.20 0.00 0.20 0.40 0.60 0.80 1.00

協働のまち
文化・教育
産業・交流
満足度平均
重要度平均

【第Ⅰ象限】

現状の満足度が高く、

今後の重要度も高い

【第Ⅱ象限】

現状の満足度が低く、

今後の重要度が高い

【第Ⅳ象限】

現状の満足度が高く、

今後の重要度が低い

【第Ⅲ象限】

現状の満足度が低く、

今後の重要度も低い

満足度

■施策ごとの現状の満足度×今後の重要度■
（その１　協働*のまち、文化・教育、産業・交流）
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■施策ごとの現状の満足度×今後の重要度■
（その２　健やかな暮らし、安全・安心）

市民が健康に関心を持ち、健康診

査や健康づくりの取組などのサー

ビスを受けることができる

子育て環境や子育て支援な

どが充実し、安心して子ども

を育てることができる

地域で安心して医療サービスを受け

られる環境になっている

高齢者福祉が充実し、住み

慣れた地域で安心して暮ら

すことができる

障害者が支援サービスなどを利用しな

がら、住み慣れた地域で安心して生活

し、社会に参加できる

生活に困窮している市民が

自立した生活に向けた支援

を受けることができる

消防・防犯・交通安全などの生活安

全対策が充実し、安心して住むこと

ができる

自然と触れ合える環境

が保たれている

市民や企業がごみの減量や

リサイクルに取り組む環境が

整っている

美しい景観の形成や、市街地の整備な

ど、まちなみが整備されている

身近に親しむことができる公園

や広場が整備されている

安心して飲むことがで

きる水道がある

下水道や浄化槽などが整備

され、快適な生活環境が整っ

ている

市政の現状や市からのお知ら

せ、イベントなどの情報がわか

りやすく提供されている

防災のための施設や情報、活

動体制が充実している

空き家の管理や地域での

活用が進んでいる

JRやバス、航路など、生活

に必要な交通手段が充実

し、利用しやすい環境が

整っている

公共施設や道路などがバリアフ

リー化され、誰もが利用しやす

い環境が整っている

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

1.10

1.20

1.30

1.40

1.50

-1.00 -0.80 -0.60 -0.40 -0.20 0.00 0.20 0.40 0.60 0.80 1.00

健やかな暮らし
安心・安全
満足度平均
重要度平均

【第Ⅰ象限】

現状の満足度が高く、

今後の重要度も高い

【第Ⅱ象限】

現状の満足度が低く、

今後の重要度が高い

【第Ⅳ象限】

現状の満足度が高く、

今後の重要度が低い

【第Ⅲ象限】

現状の満足度が低く、

今後の重要度も低い

満足度
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３　策定経過

年月日 三原市基本構想
策定審議会

三原市長期総合計画
策定委員会

市民アンケート・
ワークショップ 市議会

令和 5 年 7 月 10 日 アンケート発送
（6,000 人）

8 月 6 日 アンケート回答締切
（回収率 40.5％）

8 月 21 日 団体インタビュー

9 月 2 日 第 1 回ワークショップ

9 月 16 日 第 2 回ワークショップ

9 月 30 日 第 3 回ワークショップ

10 月 3 日 第 1 回

10 月 27 日 委員の委嘱（27 人）
第 1 回（諮問）

10 月 30 日 第 2 回

11 月 20 日 議員全員協議会

12 月 1 日 第 3 回

12 月 14 日 第 2 回

令和 6 年 1 月 5 日 第 4 回

1 月 12 日 第 3 回

1 月 29 日 議員全員協議会

2 月 5 日 第 5 回

2 月 19 日 第 4 回

3 月 1 日 第 6 回

3 月 18 日 議員全員協議会

4 月 23 日 第 5 回

5 月 1 日 答申

5 月 7 日 第 7 回

6 月 4 日 議案上程（基本構想）

6 月 14 日 審査特別委員会

6 月 18 日 議決

8 月 1 日 第 8 回

9 月 26 日 議員全員協議会

11 月 14 日 第 9 回

令和 7 年 1 月 27 日 議員全員協議会

3 月 12 日 第 10 回
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三 経 第 1 7 7 号 

令和５年 10 月 27 日 

 

 

三原市基本構想策定審議会委員長 様 

 

 

三原市長 岡 田 吉 弘    

 

 

三原市長期総合計画基本構想の策定について（諮問） 

 

 

三原市長期総合計画策定条例第３条の規定に基づき、三原市長期総合計画

基本構想の策定について、諮問します。 

 

 

４　諮問書
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1 

  令和６年５月１日  
 
 
三原市長  岡田  吉弘  様  

 

三原市基本構想策定審議会  

委員長   和田  崇  

 

 

三原市長期総合計画基本構想の策定について（答申）  

 

 

令和５年 10 月 27 日付け三経第 177 号で諮問がありました三原

市長期総合計画基本構想について、５回にわたる基本構想策定審

議会による審議の結果、内容を適当なものと認め、次の意見を付

して答申します。  

 

＜意  見＞  

１  “めざすべきまちの姿”の実現に向け、市民、事業者、団

体、行政など、三原市に関わる全ての人が主体的に三原市の

課題に向き合うよう、まちづくりを進めてください。  
 
２  基本計画の策定においては、これまでの長期総合計画にお

ける施策や取組の振り返りを基に、市の全庁を横断し、可能

な限り具体性のある施策を定めてください。  
 
３  人口減少の緩和や財源の確保を常に心がけ、施策や取組を

着実に実行してください。  
 

以上のほか、審議の過程で出された意見等を、今後の市政運

営に活かしてください。  
 
   
 

５　答申書
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2 

＜参考資料＞  
 
１  三原市基本構想策定審議会の開催状況  

回  開 催 日  内 容  
出 席  

状 況  

１ 回  令 和 ５ 年 10 月 27 日  

○ 委 嘱  

○ 委 員 長 の 選 出  

○ 諮 問  

○ 基 本 構 想 に 関 す る 委 員 の 意 見 交 換  

22 人  

２ 回  令 和 ５ 年 12 月 14 日  

○ 確 認 事 項  

・ 市 民 ア ン ケ ー ト 調 査 結 果  

・ 市 民 ワ ー ク シ ョ ッ プ 、 団 体 イ ン

タ ビ ュ ー 、 職 員 ワ ー ク シ ョ ッ プ

の 検 討 結 果  

○ 審 議 事 項  

・ 基 本 構 想 骨 子 に つ い て  

24 人  

３ 回  令 和 ６ 年 １ 月 12 日  

○ 審 議 事 項  

・ 基 本 構 想 (素 案 )に つ い て  

・ キ ャ ッ チ フ レ ー ズ に つ い て  

25 人  

４ 回  令 和 ６ 年 ２ 月 19 日  

○ 確 認 事 項  

・ キ ャ ッ チ フ レ ー ズ 案 に 対 す る ポ

ス タ ー セ ッ シ ョ ン の 結 果  

○ 審 議 事 項  

・ 基 本 構 想 (素 案 )に つ い て  

・ キ ャ ッ チ フ レ ー ズ に つ い て  

19 人  

５ 回  令 和 ６ 年 ４ 月 23 日  

○ 確 認 事 項  

・ パ ブ リ ッ ク コ メ ン ト の 結 果  

○ 審 議 事 項  

・ 基 本 構 想 (最 終 案 )に つ い て  

・ キ ャ ッ チ フ レ ー ズ に つ い て  

21 人  
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○三原市長期総合計画策定条例  

平成２５年１０月１日 

条例第２８号 

改正 平成２８年３月３１日条例第１９号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、本市における総合的かつ計画的な行政の運営を図

るため、三原市長期総合計画を策定することについて、必要な事項を

定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

(1) 総合計画 基本構想、基本計画からなる、本市のまちづくりの指

針で、市長が定めるものをいう。 

(2) 基本構想 本市のまちづくりの最高理念であり、市の将来像及び

基本目標を示すものをいう。 

(3) 基本計画 基本構想を実現するための施策の基本的方向及び体

系を示すものをいう。 

（基本構想策定審議会への諮問） 

第３条 市長は、基本構想を策定するに当たっては、あらかじめ、市長

等の附属機関に関する条例（平成１７年三原市条例第２９号）第２条

に規定する三原市基本構想策定審議会に諮問するものとする。 

（議会の議決） 

第４条 市長は、前条に規定する手続きを経て、基本構想を策定しよう

とするときは、議会の議決を経るものとする。 

２  前条及び前項の規定は、基本構想の変更について準用する。 

（基本計画の策定） 

第５条 基本計画は、市長が、基本構想に即して策定し、又は変更する

ものとする。 

（総合計画の公表） 

第６条 市長は、総合計画を策定し、又は変更したときは、これを公表

６　三原市長期総合計画策定条例
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するものとする。 

（策定後の措置） 

第７条 市長は、総合計画に基づく施策を計画的に実施するために必要

な措置を講ずるものとする。 

（総合計画との整合） 

第８条 個別行政分野における施策の基本的な事項を定める計画を策定

し、又は変更するに当たっては、総合計画との整合を図るものとする。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、総合計画の策定に関し必要な事

項は、市長が別に定める。 

附  則  

（施行期日） 

１  この条例は、公布の日から施行する。 

（市長の附属機関に関する条例の一部改正） 

２  市長の附属機関に関する条例（平成１７年三原市条例第２９号）の

一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

附  則（平成２８年３月３１日条例第１９号）抄 

（施行期日） 

１  この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 
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○市長等の附属機関に関する条例（抄）  

平成１７年３月２２日 

条例第２９号 

最終改正 令和５年９月２１日条例第３８号 

（趣旨） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項

の規定に基づく市長等の附属機関の設置、運営等については、他の条

例に特別の定めがあるものを除くほか、この条例の定めるところによ

る。 

（名称、担任事務及び定数） 

第２条 市長等の附属機関として設置する当該機関の名称、担任事務及

び構成員の定数は、別表のとおりとする。 

２  前項に定めるもののほか、市長等は、設置期間が１年未満の附属機

関を設置することができる。 

３  市長等は、前項の規定により附属機関を設置するときは、あらかじ

め、附属機関の名称、担任する事務、委員の定数、設置期間その他必

要な事項を告示しなければならない。 

（組織） 

第３条 附属機関を構成する委員は、次に掲げる者のうちから、市長等

が必要と認める者について委嘱し、又は任命する。 

(1) 市議会の議員 

(2) 市の職員 

(3) 関係行政機関又は団体の職員又は役員 

(4) 担任する事務に関し、識見を有する者 

(5) 担任する事務について特に利害関係を有する者 

２  委員の任期は、別表に掲げる附属機関ごとに定めるとおりとし、再

任を妨げない。ただし、前条第２項に規定する設置期間が１年未満の

附属機関の委員の任期については、当該附属機関の設置期間とする。 

３  委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間と

する。 

７　市長の附属機関に関する条例
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（委員長） 

第４条 別表に掲げる附属機関ごとに委員長を置き、それぞれの附属機

関を組織する委員の互選によって、これを定める。 

２  委員長は、当該附属機関の事務を総理する。 

３  委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、あらかじめ

委員長の指定する委員がその職務を代理する。 

（会議） 

第５条 附属機関の会議は、委員長が招集し、委員の過半数が出席しな

ければこれを開くことができない。 

２  会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員

長の決するところによる。 

 

別表（第２条―第４条関係）（抄） 

附属機関の名称 担任する事務 委員の定数 委員の任期

三原市基本構想

策定審議会

三原市における総合的かつ計画的

な行政の運営を図るための基本構

想の策定に係る調査、審議及び答

申に関する事務 

27人 2年

199347-三原市長期総合計画.indb   165199347-三原市長期総合計画.indb   165 2025/03/24   10:28:302025/03/24   10:28:30



166

８　三原市基本構想策定審議会委員名簿

団体・機関名 職名等 名　前

三原市体育協会 会長 池内　武志

一般社団法人三原青年会議所 理事長 石井　覚道

県立広島大学  保健福祉学部長 伊集院　睦雄

株式会社まちづくり三原 統括マネージャー 泉　太貴

- - 今井　麻純

みはらウイメンズネットワーク 会長 岩本　由美

社会福祉法人三原市社会福祉協議会 会長 馬越　豊文

中国銀行 三原支店 支店長 大西　泰二

特定非営利活動法人みはらまちづくり兎っ兎 副理事長 影浦　和子

三原市私立幼稚園協会 会長 亀山　啓司

三原市自主防災組織連絡協議会 会長 先小山　譲

三原市私立保育連盟 会長 眞田　右文

一般社団法人三原観光協会 会長 鶴田　幸彦

株式会社空・道・港（観光 DMC） 観光事業部部長 長島　正博

広島銀行 三原支店 支店長 中村　治朗

若者活動スペース　ちゃんくす 代表 西上　忠臣

ハローワーク三原（三原公共職業安定所） 統括職業指導官 濵田　泰裕

三原市漁業協同組合 代表理事組合長 濵松　照行

広島経済同友会 三原支部 支部長 原　邦高

三原臨空商工会 副会長 平畑　隆浩

三原商工会議所 副会頭 藤原　聖士

三原市 PTA 連合会 会長 森重　裕義

みはらし環境会議 運営委員長 森塚　佳世子

子育てサロンいないいないばぁ 代表 矢島　恵子

広島県中小企業家同友会 三原支部 - 吉井　誠

一般財団法人みはら文化芸術財団 常務理事・ 
法人事務局長 吉原　和喜

県立広島大学 地域創生学部教授 和田　崇
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○三原市長期総合計画策定委員会設置要綱  

平成１７年６月２４日 

要綱第２１７号 

（目的及び設置） 

第１条 三原市長期総合計画（以下「総合計画」という。）の策定を行

うため、三原市長期総合計画策定委員会（以下「委員会」という。）

を設置する。 

２  委員会は、総合計画の策定に関する事務を所掌し、総合計画の原案

を市長に提出するものとする。 

（委員会の組織） 

第２条 委員会は、委員長、副委員長及び委員をもって組織する。 

２  委員長は担当副市長、副委員長は担当副市長以外の副市長をもって

充てる。 

３  委員は、三原市庁議等に関する規程(平成17年三原市訓令第6号)第 2

条第1項に規定する者(市長、副市長及び教育長を除く。)をもって充て

る。  

（委員長及び副委員長の職務） 

第３条 委員長は、会務を総理する。 

２  副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は委員長が

欠けたときは、その職務を代理する。 

（委員会の開催） 

第４条 委員会は、委員長が招集し、会議の議長となる。 

２  委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め

ることができる。 

（調整会議） 

第５条 総合計画の策定に関する連絡及び調整を円滑に処理するため、

総合計画策定調整会議（以下「調整会議」という。）を置く。 

２  調整会議は、三原市庁議等に関する規程第6条第2項に規定する幹事

課長をもって組織する。 

３  調整会議は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、そ

９　三原市長期総合計画策定委員会設置要綱
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の意見を聞くことができる。 

（調整担当者） 

第６条 総合計画の策定に関し、各部内の連絡及び調整を円滑に処理す

るため、必要に応じて、各部等に総合計画策定調整担当者（以下「調

整担当者」という。）を置く。 

２  調整担当者は、委員長が指名した者をもって充てる。 

（策定班） 

第７条 委員会の事務を分担するため、必要に応じて、委員会に総合計

画策定班（以下「策定班」という。）を置く。 

２  策定班は、各部等の職員のうちから委員長が指名した者をもって組

織する。 

３  策定班の組織及び運営に関する事項は、委員長が委員会に諮ってこ

れを定める。 

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、経営企画課において処理する。 

（雑則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営その他必要な事項

は、委員長が定める。 

附  則  

この要綱は、平成１７年７月１日から施行する。 

附  則（平成１８年１２月２８日三原市要綱第１１４号） 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附  則（平成１９年３月３０日三原市要綱第７３号） 

この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

附  則（平成２０年４月１日三原市要綱第５０号） 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附  則（平成２３年４月１日三原市要綱第５１号） 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附  則（平成２５年１０月３０日三原市要綱第７４号） 

この要綱は、公布の日から施行する。 
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附 則（平成２７年４月１日三原市要綱第５２号） 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附  則（令和５年８月７日三原市要綱第１０５号） 

この要綱は、公布の日から施行する。 
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